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第５期産業振興計画　進捗状況シート【農業】

KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

【農業】農業産
出額等

1,081億
円
（R4）

1,191億
円

- -
1,209億
円

‐
(R9.12
公表予

定)

-
1,224
億円

【農業】農業生
産量

12.9万ｔ
（R4）

13.6万t - - 13.9万t

‐
(R9.12
公表予

定)

- 14.1万ｔ

【農業】野菜主
要７品目の生
産量（年間）

10.3万ｔ
（R4）

11.0万ｔ - - 11.2万t
­

(R9.9公
表予定)

－ 11.4万ｔ

　園芸戦略推進
事業等により、
生産者の高齢
化や減少が進
行する中、野菜
の生産量を増加
させるために環
境制御技術の
普及拡大や
データ駆動型農
業の推進、新品
種や有望品目
等の実証と普及
を図る

　データ駆動型農業の推進
・データ駆動型農業普及推進会
議及び協議会の開催（6月）
・環境制御技術や新品種の栽培
技術確立に向けた実証ほの設置
(4月、8～9月設置)
・品目別担当者会や研修の開催
による指導体制の強化及び「しっ
かり稼ごうプロジェクト」の推進

　データ駆動型農業の推進
・データ駆動型農業普及推進会
議及び協議会(6/5:68名)
・環境制御技術・新品種栽培技術
確立のための実証ほ設置（４～８
月、８箇所）
・データ駆動型農業普及推進にか
かる品目別担当者会、研修の開
催（５～８月　10回、99名）
・データ駆動型農業伴走支援、新
品種普及に係る個別指導
（４〜８月、23回、のべ50名）
農家への実践支援
・データ駆動型農業の実践支援
及びしっかり稼ごうプロジェクトの
実施（４～６月、843回、のべ1,247
名）

【KPIの達成見込み】
◆R7年はR6年比約96％で、定植
時の高温が、活着不良による初
期生育の遅れが栽培全期にわた
り影響し、収量が減少した。
◆R8年産は7月末時点で前年同
程度で推移しており、目標に対し
低い水準で推移している。
　理由としては、R7年産と同様
に、高温による活着不良や着果
不良等が収量に影響したと考えら
れる。
◇高温対策や基本技術、初期管
理の徹底を図るとともに、「しっか
り稼ごうプロジェクト」による個別
農家への取組を産地全体へ波及
させ、データを活用した栽培改善
を支援する指導体制を強化して
いく必要がある。

●○「しっかり稼ごうプロジェクト」
により、定植から活着までの初期
管理を重点的に徹底するととも
に、品目ごとの課題や目標、具体
的な取組を整理した「品目別戦略
シート」の作成・活用や、
SAWACHIニュースによる基本技
術、高温対策、データ活用等の継
続的な情報発信を行う。
●○「しっかり稼ごうプロジェクト」
の取組を産地全体に波及させる
ため、データ共有グループ拡大や
普及指導員への研修を充実し、
データを活用した栽培指導力の
向上を図る。

【農業】果樹主
要2品目の生
産量（年間）

2.06万ｔ
(R4)

2.36万ｔ 2.51万t A 2.38万t

­
(R9.3

調査予
定)

－ 2.41万ｔ

　ユズ各産地協
議会や土佐文
旦振興対策協
議会と連携し、
スマート農業に
より省力化や軽
労化、栽培技術
の向上等により
生産量を増加さ
せる

　生産基盤の強化
・高温対策の周知及び指導（4～9
月）
・SAWACHIを活用したかん水管
理等の検討及び実証(4～12月)
・データを活用した栽培改善に向
けた農家への実践支援(4～3月)
・果樹産地構造改革計画に基づ
いたユズの新改植の推進(4～3
月)

　生産基盤の強化
・高温対策の周知及び指導（4～7
月、6回、のべ219名）
・データ駆動型農業の検討及び
推進（6～8月、3回、のべ39名）
農家の実践支援
・データ駆動型農業の実践支援
（4～6月、74回、のべ157名）
・果樹産地構造改革計画に基づ
いたユズの新改植の推進（5～7
月、2回、のべ44名）

【KPIの達成見込み】
◆R7年度はユズ生産量が、平年
より多かったため目標達成。R8年
度はユズ生産量が減少するた
め、KPIの達成は厳しいと見込ま
れる。
◇ユズ、文旦では、高温対策の
周知・指導を進めているものの、
コストや労力面から実施に至らな
いケースが見られる。
・また、SAWACHIを活用したかん
水管理の実証では、産地全体へ
の波及が課題となっている。
・ユズでは国事業を活用した新改
植を推進しているが、令和８年度
１次申請では、予定面積が1.4ha
であり、前年度の3.0haを下回って
いる。

●○ 高温対策については、各産
地の現地検討会や総会等を活用
し、低コスト・省力的な対策の周
知・指導を継続する。
●○ ユズの生産量拡大に向け、
平坦地での新改植、多様な担い
手の確保・育成、苗木の安定供
給に取り組む。特に新改植につい
ては、関係機関と連携して担い手
の掘り起こしや既存農家の規模
拡大を進めるとともに、定植後の
管理指導を徹底する。
●○ SAWACHIを活用した実証成
果を広く周知し、データに基づくか
ん水管理等の産地への普及を進
める。
●○文旦では、園地継承の仕組
みづくりや平坦地への新改植を推
進し、担い手の確保と省力化、単
収向上を図る。

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）
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○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【農業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【農業】花き主
要3品目の生
産量（年間）

1,634万
本
(R4)

1,563万
本

1,472万
本

B
1,540万
本

-
(R9.3調
査予定)

－
1,518
万本

　グロリオサの
塊茎生産の委
託実証やトルコ
ギキョウの大苗
生産技術の導
入、オリエンタル
系ユリでは積算
温度を活用した
収穫日予測の
継続等により、
生産拡大を図る

①品目別の生産拡大に向けた取
組
・グロリオサの塊茎生産の委託実
証及び種苗確保に向けた検討（９
～２月）
・トルコギキョウの大苗生産技術
の導入推進（５～３月）
・ユリの球根費高騰への対応及
び生産構造の改善に向けた検討
（５～３月）
②データ駆動型農業の推進
・オリエンタル系ユリにおける積算
温度を活用した収穫日予測の実
証（９～３月）
・データを活用した栽培改善に向
けた農家への実践支援（９～３
月）

①品目別の生産拡大に向けた取
組
・グロリオサ塊茎生産の委託に係
る協議（4～6月、４回）、ジンバブ
エ共和国遺伝資源探索に係る協
議（4月、1回）
・トルコギキョウ大苗生産技術導
入推進（4～6月、７回：事業申請１
件）、
・ユリの球根費高騰対策に関する
協議（4～6月、3回）
②データ駆動型農業の推進
・データ駆動型農業の推進方向を
協議(4～6月､９回)
・データ駆動型農業の検討（オリ
エンタルユリの積算温度を活用し
た収穫日予測の検討及び実証ほ
の設置）（4～6月、5回：9箇所）
・農家の実践支援（４～６月、13
回、のべ22名）

【KPIの達成見込み】
◆・ユリの生産量減の影響が大き
く目標達成は困難な見込み（前年
比較で、ユリ：－504千本、グロリ
オサ－5千本、トルコギキョウ＋44
千本）
◆ユリは円安や資材高で球根価
格が高騰し、経営が悪化。離農や
品目転換のため生産量が減少。
◇ユリでは輸入球根に依存してい
る生産構造を転換する取組が必
要。
◇グロリオサやトルコギキョウで
は、今後の農家数減による生産
量の減少が予想され、反収増に
よる経営改善の仕組みづくりに取
り組む必要がある。

●ユリでは県とJAによるＰＴ会（第
1回_9月）を開催し、早急に構造転
換に向けた取組を検討。
●○グロリオサでは種苗増殖実
証に取り組んでおり、生産コストを
可視化し、課題を整理するととも
に、次年度に向けて塊茎の増産
の検討、活用を促す。
●○トルコギキョウでは大苗生産
技術導入後の栽培結果をふま
え、成功事例を発信、普及につな
げる。

【農業】次世代
型ハウスの整
備面積（累計）

84.2ha
（H27～
R4）

114.3ha 102.2ha B 112.5ha
107.4ha
(R8.8末
時点)

B 135ha

　県園芸用ハウ
ス整備事業、国
強い農業づくり
支援交付金等を
活用して、軒高
2.5ｍ以上・耐風
速35m／秒のハ
ウスを整備する
事業目標
 （県事業）2.9ha

目標：県園芸用ハウス整備事業
による整備面積及び国費事業に
よる整備面積10.3ha

①整備事業の活用
　・県園芸用ハウス整備事業の採
択（４～１月）
　・国強い農業づくり支援交付金
によるハウス竣工（５月）及び申
請（11月）
②整備事業のＰＲ
　・ＪＡ青壮年部や指導農業士へ
の国及び県の事業紹介及び県独
自加算の紹介（４、６月）
　・市町村やＪＡ等への事業説明
（８～９月）

①整備事業の活用
・県園芸用ハウス整備事業の採
択（40件、7.26haうち次世代型ハ
ウス3.31ha）
・国強い農業づくり支援交付金に
よるハウス整備竣工（5/13、
1.90ha）
②整備事業のPR
・4/2１、24、6/3 JA（安芸、南国、
土佐）とのハウス整備事業に係る
意見交換（20人）
・4/30 JA青壮年連盟への県、国
ハウス整備に係る事業説明（36
人）
・4/28 香美市、JA（土佐香美）と
の国事業推進支援
・6/17 指導農業士総会での事業
説明（27人）
・7/2 香南市、JA（土佐香美）との
国事業推進支援
・8/3、5　県園芸用ハウス整備事
業に係る意見交換（安芸市、香美
市、須崎市、土佐市）
・8/25 園芸用ハウス関連事業に
係る意見交換会（26市町村、JA
高知県、JA高知市、JAくろしお）

【KPIの達成見込み】
達成見込み97.3%
目標112.5ha
見込み 109.5ha

◆県園芸用ハウス整備事業にお
いては、物価高騰等により投資意
欲が減退し、新設よりも既存ハウ
スの再活用を志向する農家が増
加している。
◆国事業においては、事業要件
満たすために一定時間を要する
ため、申請件数が伸びていない。
◇県園芸用ハウス整備事業は、
中古ハウスの高度化など農家の
現状に合わせた支援の充実が必
要。
◇国事業は、要件達成に向け産
地が一定の労力を要することか
ら、産地の合意形成を加速化させ
る動機付けが必要。

●次年度の要綱見直しに向けた
JA、市町村等へのヒアリングを実
施と検討
・国事業へ誘導できるような次世
代加算のような支援策の検討
・中古ハウスのデジタル化・高度
化に生産性の高いリノベーション
ハウスを増やす支援策の検討。
○見直し後の事業の周知と現場
の意見の収集
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【農業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【農業】肉用牛
飼養頭数（年
間）

6,020頭
(R4)

6,329頭 5,832頭 B 6,351頭
5,761頭
(R8.5末
時点)

B
6,341
頭

①土佐和牛経
営安定対策推
進事業
・肉用牛経営に
要する経費に係
る市町村の基金
造成に支援

②土佐あかうし
受精卵移植促
進事業
・乳牛への土佐
あかうし受精卵
移植を促進し、
肥育もと牛供給
を安定化

③土佐和牛地
消地産拡大事
業
・土佐黒牛の地
消地産を推進す
るため、試食販
売や情報発信、
PRイベント等を
委託

①目標：2町12頭分追加造成（合
計8市町村515頭分造成済となる）
・肉用牛農家への貸付実施(4月
～)

②目標：あかうし子牛生産100頭
・酪農家での受精卵移植実施(4
月～)

③目標：黒牛出荷頭数694頭
《KPI(指標)土佐黒牛出荷頭数　
に掲載》

①本山町8頭分造成済。仁淀川
町3頭分申請予定。(～7月)

②あかうし子牛29頭生産(4～7月)

③《KPI(指標)土佐黒牛出荷頭数　
に掲載》

【KPIの達成見込み】
◆目標の達成は厳しい状況。特
に和牛の不足が大きく、目標値に
対して土佐黒牛123頭、土佐あか
うし113頭の未達。

◇飼料価格高騰や枝肉価格低迷
により収益性が低下し、母牛頭数
が減少したことによる子牛生産頭
数の減少。その後の需要回復に
伴う県外農家との購買競争によ
り、県内肥育農家の増頭が進み
にくい状況。

○新たに肉用牛生産の基盤とな
る母牛の確保を重点化。優良な
子牛の安定生産体制を構築。

①
○市町村の造成する基金への支
援や、基金未造成市町村への参
画働きかけを進め、農家の計画
的な増頭を支援。

②
○母牛増頭による効果発現まで、
受精卵移植による子牛生産を補
完的に継続。

③
○ブランド価値向上による販売力
強化の継続《KPI(指標)土佐黒牛
出荷頭数　に掲載》
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【農業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【農業】稲WCS
の作付面積
（年間）

284ha
(R4)

338ha 323ha
(R7)

B 345ha

309ha
(R8.6月
末時点)

B  354ha

○WCS用稲の
生産面積拡大
及び稲WCS用
専用品種の生
産や専用品種
の再生二期作を
活用した反収増
による需要ロー
ル数確保
・目標：生産ロー
ル数
19,700個

○新たなWCS用
稲生産組織の
育成

○ストックヤード
の整備や集約し
たロール輸送体
制の整備による
輸送コストの削
減

○目標：稲WCS生産ロール数
　　：19,700個
・令和８年度の作付意向を踏まえ
た稲WCS用専用品種の作付状況
把握（８～９月）
・再生二期作の現地実証試験（８
月～）

○ストックヤードの整備（４月～）
（耕種側）
　南国市、四万十町（整備済）
（畜産側）
　嶺北地域、梼原町

・稲WCS用専用品種の作付状況
調査の実施（８月）

・再生二期作の現地実証試験
（８月～）
　面積：70a（佐川町）

【KPIの達成見込み】
作付意向調査により稲WCSの生
産面積は昨年度より減少の見込
み（６月末時点、作付意向調査）
のため、KPIの達成は厳しいと見
込まれる。

◇昨年度からの主食用米の増産
傾向により、稲WCSの生産に必
要な作付面積の確保が課題

●稲WCSのロール需要量確保の
ため、稲WCS用専用品種の作付
状況調査の実施により、生産・流
通量について正確な把握につと
める（専用品種の作付面積によっ
てはロール数のKPI達成も見込め
る。）

○専用品種の利用、再生二期作
の活用による、稲WCS生産ロー
ル数増産の取組継続

○新たなWCS用稲生産組織の育
成の継続

【農業】有機農
業の取組面積
（年間）

146ha
(R4)

207ha - － 237ha

-
(R9.10
集計予

定)

－  271ha

①推進体制の
強化
・有機農業推進
協議会負担金
・有機農業推進
事業費補助金
・みどりの食料
システム推進交
付金
・環境保全型農
業直接支払交
付金

②栽培技術の
向上
・有機栽培技術
の確立・普及

③販路の開拓、
拡大

①
・高知県有機農業推進協議会の
活動強化
・オーガニックビレッジ宣言に向け
た国事業申請支援（通年）
・環境保全型農業直接支払交付
金活用のための市町村への働き
かけ
・有機農業指導員の育成

②
・有機栽培技術の実証（IPM技
術、家畜ふん堆肥等）

③
・実需者への利用促進、消費者
の理解促進、有機農産物のPR

①
・有機農業推進協議会（総会：5
月、第１回協議会：7月）
・無農薬ユズから有機栽培への
転換支援
・オーガニックビレッジ宣言に向け
た国事業申請支援（香南市）
・有機転換推進事業による有機
農業への転換支援（土佐清水
市、北川村）

②
・栽培技術実証ほの設置（除草技
術、有機肥料施用等）：12ヵ所
・有機栽培技術の開発に向けた
試験研究の実施（ユズ、促成ピー
マン、茶）

③
・オーガニックフェスタの開催支援
（委員会；５月、７月）
・生産者を対象とした販路開拓講
習会開催に向けた準備（５月～）
・有機農家を対象とした販路拡大
に向けた情報収集

【KPIの達成見込み】】
環境直接支払交付金の有機農業
の取組やJA馬路村へ出荷するユ
ズ面積の増加により目標は概ね
達成の見込み。
①
◆事務量増加等の市町村の負担
増等により、約半数の市町村が
環境保全型農業直接支払に取り
組んでいない。
◇事業目的等の周知により、環
境保全型農業直接支払に取り組
む市町村の拡大が必要。

②
◆有機栽培技術が確立されてい
ない
◇水稲の除草技術、ユズの有機
質肥料を用いた施肥技術、省力
的な除草技術の開発が必要

③
◆意欲のある生産者の販路拡大
に向け、生産状況調査を集計（９
月）

①
○環境保全型農業直接支払交付
金活用のための市町村への働き
かけ

②
●有機農業技術現地実証への支
援

③
●実需者との商談等に向けて、
調査内容を分析（９月）
○生産者の商談情報を整理し実
利のある商談等につなげる

4



KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【農業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【農業】堆肥
（家畜ふん・馬
ふん）の利用
量（年間）

32,251ｔ
（家畜
ふん
R2、馬
ふん
R5)

34,098ｔ － － 25,602t

－
(R10.1
集計予

定)

－
26,993
t

①利用促進に
向けた体制の整
備

②利用技術の
確立

③散布労力の
軽減（肥料等高
騰緊急対策設
備投資支援事
業費補助金）

①
・堆肥の利用促進に向けた地域
協議会での協議
・馬ふん堆肥の利用促進に向け
た競馬組合等との協議

②
・堆肥利用実証による展示・成績
データを活用した利用促進への
意識啓発

③
・補助事業による堆肥散布機やペ
レット製造機の導入支援

①
・堆肥の利用促進に向けた地域
協議会での協議（通年）
・馬ふん堆肥の利用促進に向け
た競馬組合等との協議（8月）

②
・栽培技術実証ほの設置（堆肥施
用5ヵ所）
・有機農業推進協議会での現地
検討（7月）

③
・農業生産組合や肥料製造業者
等に補助事業を広くPR
（8月現在の申請数：3件）

【KPIの達成見込み】】
ペレット堆肥の生産量増加や堆肥
散布機の導入支援による利用量
の増加により、目標達成が見込ま
れる。
①
◆大規模畜産農家が堆肥の製造
方法を変更（「ふん尿混合」から
「ふん尿分離」へ）したことにより、
堆肥生産量自体が減少
◇土佐市、宿毛市、黒潮町では
地域協議会が設立されていない
◇馬ふん堆肥の販売･運搬体制
が確立されておらず、利用が進ん
でいない
②
◇堆肥を利用した栽培技術の確
立が必要

③
◆生産資材等の価格高騰によ
り、生産者の投資意識が低下

①
●高知市、競馬組合との連携に
よる馬ふん堆肥の利用検討
●地域協議会の未設置地区への
働きかけ

②
●有機農業技術現地実証への支
援

③
●9月から補助事業の4次募集を
開始予定

5



KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【農業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【農業】1経営
体あたりの生
産農業所得

（付加価値額）
（年間）

320万
円

（R4）

363万
円 － －

375万
円

－
(R9.12
公表予

定)

－
390万

円

①SAWACHIの
利用促進等の
データ駆動型農
業による反収の
最大化

②気候変動に
適応した栽培技
術の普及
（ 【新】園芸作物
高温対策機器
導入等支援事
業費補助金）

①目標：野菜主要11品目の反当
収量 (年間) 8.5t/10a
・目標反収を目指し、SAWACHI利
用農家数の増加を図る（3,500戸
（年間））
・SAWACHIの加入推進者への個
別巡回
・SAWACHIのPR動画作成 
・SAWACHIサポーターによる加入
推進

②目標：園芸作物高温対策機器
導入等支援事業費補助金の活用
件数173件、予算額59,142千円

①データ駆動型農業の推進
・加入推進者への個別巡回：116
戸（4月～6月）(再掲)
・SAWACHIサポーターの選定・委
嘱：13戸 （４～５月）(再掲)
・6/3JA高知県春野地区の農業
基礎講座で、サポーターから
SAWACHIで環境データの確認が
しやすくなったとの説明があり、１
戸加入。(再掲)
・動画再生回数172回（R8.8末時
点）(再掲)
・動画4本撮影済（シシトウ編、
ピーマン編、オクラ編、ユズ編）、
うちシシトウ編を公開。(再掲)
・Youtube、SAWACHIニュースで
の広報を実施。(再掲)

②園芸作物高温対策機器導入等
支援事業費補助金
　活用件数：74件(8月末時点)
　今後の交付申請予定：36件

【KPIの達成見込み】】
燃油や資材価格等の高騰により
経費が増加。また、野菜11品目
の生産量も高温の影響を受けた
ことから、目標達成は厳しい状況
にある。
①
◆推進活動は計画通り行うことが
できたが、3500戸達成は困難。
(再掲)
◇個別に推進したが加入につな
がらなかった方は、データを見る
ことに興味が無い（47戸）、スマホ
ではない（28戸）、使いたい機能
がない（14戸）、その他（19戸：検
討中等）と回答。データを見ること
に興味がない生産者の意識を変
える、データを活用した栽培指導
の強化が必要。(再掲)
◆動画は計画を上回るスピードで
再生回数は伸びており、目標達
成できる見込み。(再掲)
◇SAWACHIを活用する農家が出
演し、自分の言葉でSAWACHIを
活用するメリットを紹介しているの
で、分かりやすい内容となった。
その一方で、出荷場で動画をPR
する計画が遅れている。(再掲)

②
◆目標件数に対し、活用件数割
合は予定も含め64％、予算執行
率は44%にとどまる。
◇燃油価格や資材高騰による先
行き不安や導入予定資材の納期
時期が不透明などの理由から、
生産者の投資意欲を減退させ、
事業が取り下げられた。
　物価高騰により下がってしまっ
た投資意欲を回復させる取り組
みが必要。

①(No.46再掲)
●SAWACHIに非加入の理由をさ
らに深掘りし、今後の推進活動に
生かす。
○民間企業や大学とのさらなる連
携を強化し、生産者が使いたいと
思う機能の開発を加速化する。
●引き続き、動画の作成・公開を
行っていく。
○8年度に作成した動画を使い、
SAWACHIをPRしていく。

②
●○資材導入に係る経営試算を
用いたPR資料の配付や増収・品
質向上効果の周知等を行う。
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【農業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【農業】野菜主
要11品目の反
当収量（年間）

7.6t/10
a
（R5）

8.3t
/10a

－ －
8.5t
/10a

-
(R9.9公
表予定)

－ 8.6t/1
0a

○適正な管理の
徹底、高温対策
として効果が期
待できる機器・
資材の導入等
により厳しい自
然環境のもとで
も持続可能な農
業を実現
〇しっかり稼ご
うプロジェクトに
より、経費高騰
する中でも目標
を立てて改善す
ることで、反収を
増加させる

○データ駆動型農業の推進
・SAWACHIニュース等による高温
対策技術や支援策の周知(4～9
月) 
・遮光・遮熱資材等を活用した高
温対策の実証・普及(実証ほ等の
設置4～8月)
・品目別担当者会や研修の開催
による指導体制の強化及び「しっ
かり稼ごうプロジェクト」による栽
培改善の推進

○データ駆動型農業の推進
・高温対策技術及び支援策の周
知（6月JA広報誌、SAWACHI
ニュース４～８月８回）
・高温対策資材の展示ほ設置（遮
熱ネット９ヶ所）
・園芸戦略担当者会(4/16、オンラ
イン)
・「しっかり稼ごうプロジェクト」の
概要周知と関係機関との合意形
成
（４～８月、13回）
・「しっかり稼ごうプロジェクト」品
目別担当者会の開催（６～８月、
５回、のべ62名）
・栽培改善方策策定に関する個
別指導
（４〜６月、24回、のべ48名）
○農家の実践支援
・高温対策の実践やしっかり稼ご
うプロジェクトの実施（４～６月、
430回、1,046名）

【KPIの達成見込み】
◆R8年は7月時点で前年とほぼ
同等で推移しており、また7月以
降の厳しい高温もあり、KPIの達
成は厳しい状況にある。
・露地作物では水源の確保や基
本技術の周知徹底に取り組んで
いるが、酷暑に対応できていない
農家が多い。
・雨よけ・施設栽培では、遮光・遮
熱資材を導入した農家は収量確
保できているが、導入できていな
い農家は収量は減少している。
◇導入できる基本技術はさらに徹
底する必要がある。
・｢しっかり稼ごうプロジェクト」での
個別農家への取組を産地全体へ
波及させ、データを活用して基本
的な栽培技術の指導を強化して
いく必要がある。

●○遮光・遮熱資材の導入によ
る優良対策の周知と次年度での
補助事業活用の周知徹底
●○「しっかり稼ごうプロジェクト」
により、基本技術の徹底に加え、
高温・渇水対策を重点的に進め、
施設栽培では定植から活着まで
の初期管理を徹底する。また、
「品目別戦略シート」の作成・活用
や、SAWACHIニュースによる基本
技術、高温・渇水対策、データ活
用等の継続的な情報発信を行う。
●○「しっかり稼ごうプロジェクト」
の取組を産地全体に波及させる
ため、データ共有グループ拡大や
普及指導員への研修を充実し、
データを活用した栽培指導力の
向上を図る。

【農業】農地の
受け皿となる
法人数（累計）

53法人
（R4）

59法人 58法人 B 62法人 60法人
62法人
(R8.8
末)

65法人

①研修会の開
催等

②補助事業によ
る支援（地域営
農支援事業費
補助金、地域営
農推進交付金な
ど）

①研修会の開催等
・農地の受け皿となる法人等
 の活動の参考となる研修会
 の開催（12月）
・候補者リストの活用による個
 別訪問（７～12月）

②補助事業による支援
　（４～３月）

①研修会の開催等
・リストから本年度重点支援す
 る候補者（８法人）を選定し、
 個別訪問を実施
　(８月末時点：２法人訪問)
②補助事業による支援
・農業機械及び施設整備
　15組織23件
・雇用確保支援
　１組織１件

【KPIの達成見込み】
リストにより対象者を選定の上、
計画的に活動しており、令和８年
到達目標(62法人)を達成できる見
込み
◆農地の受け皿となる法人への
新規追加２法人（８月末時点）
◇市町村及び振興センターとの
連携体制が構築できている。

●先進事例等に学ぶ研修会の開
催(12月)
●第３四半期までに候補者への
個別訪問を完了し、農地の受け
皿となる法人を追加する

○個別訪問で得た情報等を
基に、事業対象の要件やメニュー
を見直し、農地の受け皿となる担
い手への支援強化を図る。
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【農業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【農業】スマー
ト農業の実装
面積（ショウガ
でのドローン
防除面積）（年
間）

1.8ha
(R4)

91 102 S 122
68

（R8.8末
時点）

－  150ha

①スマート機器
の導入推進
（スマート農業
推進事業費補
助金、農業支援
サービス等推進
事業費補助金）

②農業支援
サービス事業体
の育成・周知（ド
ローン防除請負
事業者マップ
（以下、マップ）
の更新、周知）

①目標：ドローン整備数25機
【R7実績18機】
・事業の周知（通年）

②マップの更新、周知の実施

①ドローン整備数：19事業主体か
らドローン20機の申請
・生産部会での補助金事業周知
（4回）

②マップを更新し、8月に県ＨＰで
公開するとともに、関係機関にも
周知済み

【KPIの達成見込み】
現状値は８月末までに申請のあっ
た空中散布実施計画の合計値。
空中散布年度実績値は年度末ま
でに集計予定だが、目標達成の
可否は見通せない。

◆今後申請予定分を含めると目
標25機は達成できる見込み。ド
ローン防除は水稲が中心であり、
19事業主体のうちショウガの防除
に取り組むのは6事業主体。

◇ドローン防除は水稲を中心に
浸透してきているが、ショウガを
はじめとする高収益作物での防
除面積はまだ少なく、ドローン防
除請負事業者の育成・周知が必
要。

●県内のドローン防除請負事業
者のリストアップ及び補助事業の
周知を行い、ショウガでのドロー
ン防除の活用を促す。

【農業】市場流
通を中心とし
たＪＡ販売額
（年間）

602億
円
（R5）
※R4.9
～R5.8

626億
円
(R6.9～
R7.8)

648億
円
(R6.9～
R7.8)

A

638億
円
(R7.9～
R8.8)

611億
円
(R8.7末
時点）

A
650億
円

園芸品（青果
物・花）の販売
拡大支援

・目標：量販店フェアの開催数
関東1,500回、関西1,200回
・統一感のあるPR素材サウンドロ
ゴの作成
・外食産業等の需要拡大

・関東：集計中、関西448回（R8.4
～R8.8、関東：市場からの報告期
限8月末で9月上旬には結果が分
かる予定）
・サウンドロゴの選定
（総選挙有効投票数1,404票(7/22
～8/16)）
・外食産業マッチング（2社）

【KPI達成の見込み】
目標達成見込み
◆量販店や外食産業等との積極
的な商談・フェアの実施により、販
売額は前年並（青果物前年比7月
末：量103％、単価97％、額
100％）。
◇消費者に県産農産物をわかり
やすく伝えるフェアの実施
◇外食産業等との継続取引

●○サウンドロゴや野菜11人きょ
うだいを活用した量販店等での
フェアの実施
●○外食産業等への品目提案

【農業】直接取
引等多様な流
通による外商
額（年間）

3.9億円
（R4)

5.7億円 7.0億円 S 6.4億円
1.7億円
（R8.6末
時点)

S
6.5億
円

直販所｢とさのさ
と｣とセレクト
ショップ「アグリ
コレット」を活用
した外商拡大
①売上(県外
ファーマーズ
マーケット（FM）
との提携)
②売上(店舗販
売及び商品発
送）

①目標：県外FMとの提携による
売上0.6億円

②目標：店舗販売及び商品発送
による売上　3.7億円

①県外FMとの提携（４～６月）
・提携FMでの店頭販売
・提携FMの招致

②店舗販売及び商品発送（４～６
月）
・プロモーション(雑誌掲載等)によ
る店舗への県外客の誘致

【KPI達成の見込み】
計画を上まわり推移しており目標
は達成の見込み。
◆①県外FMとの提携による第一
四半期の売上（同期計画0.15億
円→実績0.3億円）
◆②店舗販売及び商品発送によ
る第一四半期の売上（同期計画
0.9億円→実績1.2億円）

●○①提携FMでの店頭販売と、
提携FMの招致を調整し、計画に
沿って進める。

●○②効果的と思われる時期の
プロモーション(雑誌掲載等)を計
画に沿って進める。
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【農業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【農業】農畜産
物の輸出額
(年間)

10.9億
円
（R6)

7.8億円

(農産
物）
77,000
千円
（畜産）
6,000千
円

（農産
物）
9月下
旬集計
予定

（畜産）
9,083千
円

－

8.8億円

(農産
物）
87,400
千円
（畜産）
8,000千
円

（農産
物）
9月下
旬集計
予定
（ユズ
除く）

（畜産）
R9．3月
公表予
定

Ａ 10億円

（農産物）
・タイ、マレーシ
アからのバイ
ヤー招へい
・農産物輸出促
進事業費補助
金

(畜産）
畜産物販売拡
大総合支援事
業

（農産物）
・バイヤー招へい時の商談
　10件以上
・農産物輸出促進事業費補助金　
申請件数　３件以上

（畜産）
・タイにおける土佐あかうし賞味
会の開催（2月）　

（農産物）
・バイヤー招へい　R8.10.15～17
・農産物輸出促進事業費補助金　　　
交付決定済み２件

（畜産）
・タイ現地にて賞味会の会場選定
にかかる候補地視察（5月）

（農産物）
【KPIの達成見込み】
9月下旬に上半期の青果物実績
を把握予定。
◆招へい事業や卸売会社との連
携により販路拡大に取り組んでお
り、目標達成が見込まれる。
◇新たな輸出品目や事業者の掘
りおこしにより、更なる輸出拡大
に向けた取組が必要。

（畜産）
【KPIの達成見込み】
前年度達成済みで、今年度も継
続した取引により達成見込み
◇海外市場での輸出拡大に向
け、現地パートナーと連携したプ
ロモーション等を通じて、主流で
あるロイン系部位以外の「非ロイ
ン系部位」の需要開拓が必要

（農産物）
●商談後、確実に取引につなが
るよう、丁寧なフォローアップを行
う。
〇新たに輸出を検討する県内事
業者が活用しやすいよう、補助制
度や商談会の見直しを行う。

(畜産）
●タイにおける土佐あかうし賞味
会の開催（2月）
○賞味会の結果を反映し、継続し
てタイでの土佐あかうしの需要開
拓に取り組む

【農業】

新規就農者数

（全年
齢）214
人
（R4）

（全年
齢）320
人

（全年
齢）175
人

Ｄ
（全年
齢）320
人

-
(R9.8公
表予定)

-
（全年
齢）
320人

①県内外就農
相談会の開催

②補助事業によ
る支援（経営開
始資金、経営発
展支援事業、後
継者就農促進
事業、中山間地
域就農支援事
業、トライアル就
農推進事業な
ど）

①県内外就農相談会の開催
・県内相談会（９～１月：３回）
・オンライン就農セミナー
  （時期未定：１回）
・アグリ体験合宿
  （５～３月：５回）
・県外相談会（６～１月：14回）
②補助事業による支援
  （４～３月）

①県内外就農相談会の開催
・メタバースオンライン就農セ
　ミナー（8/29予定）
・アグリ体験合宿（5/22：男性
  ４人、6/20：女性11人)
【県外相談会】
・高知くらしフェア
　東京（6/21：男性８人、女性
　４人）、大阪（6/28：男性７
　人、女性２人）
・スタートアップセミナー
　東京（7/25：男性６人、女性
　１人）、大阪（8/1：男性８人、
　女性３人）
②補助事業による支援
　（４～８月）
・経営開始資金
　（新規：28件、継続：71件）
・経営発展支援事業（19件）
・後継者就農促進事業
　（研修４件、開始27件）
・中山間地域就農支援事業
　（１件）
・トライアル就農推進事業
　（１件）

【KPI達成の見込み】
就農者数と一定の相関があると
思われる、５年前(R３)の就農相談
者数がR２と同程度であったこと
から、就農者数は前年度並みと
見込まれ、目標達成は困難。
◆新規就農者数は175人で、前年
から４人増加。到達目標の55％に
とどまり目標の達成には至らな
かった。

◇新規参入は、施設園芸の就農
者が減少。ハウス整備等の初期
投資額の上昇が不安要素となり、
参入を阻害していると考えられ
る。
◇親元就農は、他産業の定年延
長やシニア人材の雇用拡大によ
り、シニア層を中心に減少してい
る一方で、34歳以下の若者は一
定数を確保している。
◇雇用就農は、近年のコスト上昇
の影響もあり、新たな雇用を必要
とする農業法人が減少傾向にあ
る。

●ロールモデルとなる農業者や
研修生等の事例紹介動画の拡
充。
●トライアル就農制度の受入法
人の登録増加及び県内やUター
ンの求職者等への周知の強化。

○次年度は親元就農と雇用就農
での新規就農者確保を強化す
る。
○親元就農は、ＪＡと連携した後
継者がいる農家の掘り起こしや、
親元就農の成功事例をテーマに
したセミナー開催等により、親世
代及び後継者に対して親元就農
への誘導を図る。
○雇用就農は、訴求効果の高い
広告手法の実施と検証、及び就
農相談会の場での雇用就農の積
極的な周知を行い、農業法人との
マッチング及び雇用者の確実な
定着を進める。
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【農業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【農業】女性新
規就農者数
（年間）

52人
（15～
34歳・
女性）
16人
（R4）

100人
（15～
34歳・
女性）
50人

30人
（15～
34歳・
女性）
11人

D

100人
（15～
34歳・
女性）
50人　

-
(R9.8公
表予定)

-

100人
（15～
34歳・
女性）　
50人

①県内外就農
相談会の開催

②補助事業によ
る支援（経営開
始資金、経営発
展支援事業、後
継者就農促進
事業、中山間地
域就農支援事
業、トライアル就
農推進事業な
ど）

①県内外就農相談会の開催
・県内相談会（９～１月：３回）
・オンライン就農セミナー
  （時期未定：１回）
・アグリ体験合宿
  （５～３月：５回）
・県外相談会（６～１月：14回）

②補助事業による支援
  （４～３月）

①県内外就農相談会の開催
・メタバースオンライン就農セ
　ミナー（8/29予定）
・アグリ体験合宿（女性向け
　6/20：11人（うち若年０人））
【県外相談会】
・高知くらしフェア
　東京（6/21：女性４人（うち若
　年１人））、大阪（6/28：女性
　２人（うち若年０人））
・スタートアップセミナー
　東京（7/25：女性１人（うち若
　年１人））、大阪（8/1：女性３
　人（うち若年１人））

②補助事業による支援
　（４～８月）
・経営開始資金
　（新規：５件（うち夫婦型３　
　件）、継続：11件（うち夫婦型
　８件））
・経営発展支援事業（１件）
・後継者就農促進事業
　（研修１件、開始４件（うち夫
　婦型３件））

【KPI達成の見込み】
就農者数と一定の相関があると
思われる、５年前(R３)の就農相談
者数がR２と同程度であったこと
から、就農者数は前年度並みと
見込まれ、目標達成は困難。
◆女性の新規就農者は30人で、
前年から２人減少。到達目標の
30％にとどまり、目標の達成には
至らなかった。
◆うち15～34歳の女性は11人
で、到達目標の22％。
◆自営就農は夫と共同で就農や
親族等への就農が８割を占める。
◆雇用就農は女性10人のうち７
人が34歳以下。

◇雇用就農は、近年のコスト上昇
の影響もあり、新たな雇用を必要
とする農業法人が減少傾向にあ
る。

●ロールモデルとなる農業者や
研修生等の事例紹介動画の拡
充。
●トライアル就農制度の受入法
人の登録増加及び県内やUター
ンの求職者等への周知の強化。

○次年度は親元就農と雇用就農
での新規就農者確保を強化す
る。
○親元就農は、ＪＡと連携した後
継者がいる農家の掘り起こしや、
親元就農の成功事例をテーマに
したセミナー開催等により、親世
代及び後継者に対して親元就農
への誘導を図る。
○雇用就農は、訴求効果の高い
広告手法の実施と検証、及び就
農相談会の場での雇用就農の積
極的な周知を行い、農業法人との
マッチング及び雇用者の確実な
定着を進める。

【農業】新規雇
用就農者数

82人
（R4）

120人 56人 D 120人
-

(R9.8公
表予定)

- 120人

①無料職業紹
介所による求人
紹介
②農業法人との
マッチング（トラ
イアル就農推進
事業）
③雇用就農資
金

①無料職業紹介所による
　求人紹介（４～３月）
②農業法人とのマッチング
　（４～３月）
③補助事業による支援
　（４～３月）

①無料職業紹介所による求人紹
介（４～８月：３件）
②農業法人とのマッチング（４～８
月：１件）
③補助事業による支援（４～８月）
○トライアル就農推進事業（１件）
○雇用就農資金（13件）

【KPI達成の見込み】
就農者数と一定の相関があると
思われる、５年前(R３)の就農相談
者数がR２と同程度であったこと
から、就農者数は前年度並みと
見込まれ、目標達成は困難。
◆新規雇用者は56人で前年から
10人減少。到達目標の47％にと
どまり目標の達成には至らなかっ
た。

◇雇用就農は、近年のコスト上昇
の影響もあり、新たな雇用を必要
とする農業法人が減少傾向にあ
る。

●トライアル就農制度の受入法
人の登録増加及び県内やUター
ンの求職者等への周知の強化。

○訴求効果の高い広告手法の実
施と検証、及び就農相談会の場
での雇用就農の積極的な周知を
行い、農業法人とのマッチング及
び雇用者の確実な定着を進め
る。

10



KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【農業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【農業】認定農
業者（新規認
定者数）（年
間）

121経
営体
（R4）

150経
営体

103経
営体

Ｄ
150経
営体

－
(R8.9末
公表予

定)

－
150経
営体

①経営改善計
画に関する研修
会の実施

①経営改善計画に関する研修会
(８月)

①経営改善計画に関する研修会
の実施(9/7)

【KPI達成の見込み】
経営改善への意識付けを進めて
いるが目標達成は困難。
◆認定農業者になる経営体数に
ついては、２年連続で目標未達で
あった。
◇経営改善に取り組む意義やメ
リット等が十分に理解されておら
ず、規模拡大や経営の見直しに
意欲的な農業者が少ない。

●引き続き認定農業者関連の情
報発信を続けていく。
◇本年度より開催している、経営
改善に取り組む農業者の掘り起
こしを目的とした研修会の受講者
等へ、意義等を説明しながら認定
農業者への誘導を進める。

【農業】新規農
業法人数（年
間）

7法人
（R4）

16法人 15法人 B 16法人
－

(12月調
査予定)

－ 16法人

①農業経営力
向上研修の実
施
②農業経営・就
農支援センター
による重点指導
対象者への重
点指導

①前期研修（８～10月：２カ所）、
後期研修（10～12月：４カ所）の実
施：参加者目標のべ400人
②重点指導対象者の選定（５月）
（目標30経営体）専門家による重
点指導（随時）

①経営改善に取り組む農業者の
掘り起こしを目的とした研修会の
開催。9/11、9/25に前期研修を
開催予定で、８月中旬よりポス
ター、チラシ、ラジオＣＭ等で周知
を図っている。
②重点指導対象者16経営体（８
月末時点）

【KPI達成の見込み】
重点指導対象が減少しており、現
時点で目標の達成は困難。
◆研修会は、8/25時点の参加者
が定員(100名×２会場)の1/4程
度で、一層の集客努力が必要。
◇周知活動が始まったばかりで
あるが、更なる活動強化が必要。

◆８月末時点で重点指導対象者
は(昨年度より９経営体少ない。
◇重点指導対象になり得る経営
体の掘り起こしが十分にできてい
ない。

①●後期研修(10月～12月、４会
場)に向けて、周知活動を継続す
る。
○掘り起こしを目的とした研修会
は、回数を減らし継続するととも
に、本年度受講者に対するフォ
ローアップ研修を行う。
②●農業経営力向上研修の受講
者を含め、重点指導対象者となり
得る経営体の掘り起こしを進め
る。
○研修会の受講者から経営改善
に取り組む意欲の芽生えた経営
体をリスト化し、伴走支援等により
次のステップへ誘導する取り組み
を強化。

【農業】ほ場整
備の実施面積
（累計）

79.7ha
（R2～
R4)

212.3
ha

179.6
ha

Ｃ
257.3
ha

227.9
ha

B 303.4h
a

ほ場整備事業
（国営・県営）

（１）まとまった優良農地の確保に
向けた基盤整備の推進
事業の実施
・国営：25.0ha、県営：20.0ha
 計：45.0ha

事業の実施（予定）
・国営：22.6ha、県営：25.7ha
 計：48.3ha

【KPIの達成見込み】
発注計画からは、R8単年ではKPI
を達成見込み。

事業の実施
◆R8年度単年の発注予定面積は
R8計画を上回っているが、累計で
は計画を下回っている。
◇県営で新たに工事に着手した
地区があり、整備面積が増加。
累計では、未相続農地への対応
や事業同意の取得等に時間を要
し、工事に遅れが生じた地区があ
るため、計画を下回る。

事業の実施
●発注工事の進捗管理
○事業化に向けた事業計画の策
定に2地区着手予定。未相続農地
や未同意者に対しては、地元や
関係市町村と協力・連携し、同意
の取得を図るとともに、事業の進
捗に向け必要な予算の確保に努
める。
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【農業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【農業】きめ細
かな基盤整備
の実施地区
（累計）

- 13地区 13地区 Ａ 23地区 19地区 C 40地区

農地耕作条件
改善事業

（２）迅速かつきめ細かな優良農
地の確保に向けた基盤整備の推
進

基盤整備の実施
・新規地区：10地区
・継続地区：10地区

基盤整備の実施（予定）
・新規地区：6地区着手
・継続地区：10地区

【KPIの達成見込み】
迅速な整備が可能な候補地の選
定が難航し、KPIの達成が困難な
状況

基盤整備の実施
◆新規地区の事業化が計画通り
に進んでいない。
◇①急峻かつ狭隘な地区が多く、
工事費が増加傾向であること、②
道水路の改修を伴うため、権利関
係等の理由で迅速な事業化が困
難な地区の要望が多いこと。

基盤整備の実施
●早期完成に向けた進捗管理
○要望地区から優先順位を付
け、緊急性・必要性の高い地区か
ら実施するとともに、必要な予算
の確保に努める。

【農業】担い手
への農地集積
面積（年間）

9,183ha
(R4)

10,062h
a

9,460ha Ｂ
10,355h
a

－
(R9.6公
表予定)

- 10,700
ha

①担い手への
農地集積に向け
た関係機関の
連携強化と地域
計画のブラッ
シュアップ推進

・市町村、農業委員会及び農地中
間管理機構への支援（随時）
・県出先機関との意見交換
　（５月）
・全市町村とのヒアリング
　（６～７月）
・優先取組地域での地域計画の
ブラッシュアップを支援
（８～３月）

・市町村、農業委員会及び農地中
間管理機構への個別対応（随時）
・農業委員会向け研修会
　（6/24、8/19、8/20）
・農地中間管理機構向け研修会
　（8/28）
・県出先機関との意見交換
　（5/11-6/2）
・全市町村ヒアリング
　（7/9-30）

【KPIの達成見込み】
◆基盤整備や集落営農などに向
けた地域での話し合いをきっかけ
に担い手に農地を集積する取組
が徐々に進んできている地域も見
受けられるが、目標達成は困難
な状況。
◆基盤整備や集落営農などに向
けた地域での話し合いをきっかけ
に担い手に農地を集積する取組
が徐々に進んできている地域も見
受けられるが、目標達成は困難
な状況。

◇担い手に農地を集積するため
には、集積をする農地の所有者
や現在の耕作者など多くの関係
者の意向把握や合意取得が不可
欠であり継続的な話し合いや働き
かけが必要。

●意見交換やヒアリングの内容を
踏まえて、市町村毎に生産振興・
地域振興に向けた取組の中から
優先取組地域を選定し、各地域
での話し合いなどの取組と地域計
画のブラッシュアップを推進してい
く。

○優先取組地域での取組状況の
確認や支援を継続しながら、県内
各地に横展開を図っていく。
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第５期産業振興計画　進捗状況シート【林業】

KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

【林業】原木生
産量

73.6万
m3
（R4）

80.3万
m3 

72.9万
m3

Ｂ
82.6万
m3

-
R9.7
予定

－
85万
m3

【林業】木材・
木製品製造業
出荷額等

249億
円
（R3）

224億
円
（R6）

231億
円
（R6）

Ａ
（R6）

227億
円

-
R9.7
予定
(R7)

－
257億
円

【林業】製材品
出荷量

21.8万
m3
（R3）

21.3万
m3
（R6）

19.1万
m3
（R6）

Ｂ
（R6）

21.8万
m3

-
R9.6
予定
(R7)

－
25.9万
m3

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【林業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【林業】森の工
場の原木生産
量（年間）

12.6万
m3
（R4）

20.7万
m3

18.0万
m3
（R6）

11.2万
m3

D
23.6万

m3

-
R9.6
予定

－
26.5万
m3

【林業】民有林
の再造林面積
（年間）

342ha
（R4）

552ha

482ha
（R6）

424ha C 622ha
-

R9.7
予定

－ 690ha

①【拡】新たな森
の工場の拡大

②【拡】生産性
向上に向けた高
性能林業機械
の導入支援の
強化

③スマート林業
（林業機械）の
実証支援

④林地残材の
利用拡大

⑤【新】野生鳥
獣による食害対
策の強化

⑥再造林の推
進に向けた連携
体制の強化

①目標：森の工場承認面積（累
計）
  97,141ha【R7実績93,013ha】
・施業地の集約化に向けたモデ
ルとなる取組の支援2件（4～2月）
・再造林を前提とする皆伐の展開
支援6事業体（5～2月）
・事業体との個別ヒアリングの実
施2回（5～10月）

②目標：導入台数
　15台【R7実績12台】
・林業事業体の計画策定支援（4
～6月）
・機械導入支援（5～2月）

③目標：実証件数10件（累計）
　　　　　導入台数：9台（累計）
　　　　　【R7実績：9件、4台】
・実証支援1件（6～8月）
・見学会の開催1件（8月）

④目標：林地残材搬出量28千トン
　　　　　【R7実績10千トン】
・搬出拡大に向けた取組支援13
事業体（4～2月）

⑤目標：調査件数60件
　　　　　【R7実績－件】
・シカ被害調査や造林事業者と連
携した試行的な捕獲の実施（8～3
月）

⑥目標：基金による助成面積
　　　　　125ha【R7実績－ha】
・基金による助成制度の周知や
基金への協力要請等、基金団体
の取組を支援（4～3月）

①森の工場承認面積（累計）

  93,399ha（8月末時点）
・施業の集約化に向けたモデルと
なる取組の支援2件（4～3月）
・再造林を前提とする皆伐への展
開支援2事業体（5～2月）
・事業体との個別ヒアリングの実
施1回（5～7月）（2回目9～10月）

②導入台数10台（8月末時点・計
画承認）
・林業事業体の計画策定支援（4
～10月）
・機械導入支援（5～2月）

③実証件数 10件（累計）
　 導入台数 9台（累計）
　 　　　　（8月末時点・計画承認）
・実証支援1件（6～8月）
・見学会の開催1回（8月）

④林地残材搬出量9千トン（8月末
時点・計画承認）
・搬出拡大に向けた取組支援8事
業体（4～2月）

⑤調査件数 －件（8月末時点）
・シカ被害調査や造林事業者と連
携した試行的な捕獲の実施（8～3
月）

⑥基金による助成面積19ha（8月
末時点）
・基金による助成制度の周知や
基金への協力要請等、基金団体
の取組を支援（4～3月）

【KPIの達成見込み】
原木生産量を更に拡大させるた
めには県内の原木需要を高める
ことが必要。
また、森の工場での皆伐への施
業展開が進んでいないことから、
成果目標の達成は厳しい。

①④
◆森の工場での皆伐への施業展
開に向けた支援や普及を推進し
ているものの、取組が十分に進ん
でいない。
◇大型製材工場の整備など、今
後の需要拡大に向けた更なる対
応が必要

②③
◆高性能林業機械は、計画どお
り導入が進む見込み。
◆先進的な林業機械は、実証を
進めており、本年度も新たに林業
現場への導入と実践を予定。
◇更なる生産性の向上に向けて
は、皆伐への施業展開や大径材
への対応が必要

⑤
◆8月末から調査に着手し、計画
どおり実施する見込み。
◇林業事業体による低コスト造林
の取組のさらなる拡大が必要

⑥
◆昨年度に比べて再造林面積が
増加傾向であり、基金による助成
も今年度下半期で増加する見込
み。
◇基金の助成制度をPRすること
により、皆伐と再造林への取組を
推進していくことが必要

①④
●事業体への個別ヒアリングによ
る皆伐への施業展開に向けた普
及と取組への支援を引き続き行
う。
○皆伐により生産した原木を効率
的に運搬できる森林作業道（ト
ラック道）の整備への支援等、今
後の需要拡大に対応できる対策
実施を検討

②③
●高性能林業機械や先進的な林
業機械の導入支援を引き続き行
う。
○皆伐や原木の大径化に対応す
るための先進的な林業機械の導
入支援の強化を検討

⑤
●シカ被害調査を実施し、低コス
ト化に向けた実証を行う。
○実証結果に基づく獣害対策（防
護ネット等）の経費節減に向けた
林業事業体の取組への支援を検
討

⑥
●○引き続き、基金による取組を
支援
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【林業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【林業】乾燥材
の出荷量（年
間）

87千m3
(R4)

109千
m3

103千
m3

B
114千

m3

-
R9.6
予定

－
126千
m3

【林業】JAS機
械等級区分構
造材の出荷量
（年間）

11千m3
(R4)

15千m3 12千m3 B 20千m3

4.5千
m3
(R8.7
末)

D
25千
m3

【林業】県産製
材品の出荷量
（年間）

152千
m3
(R4)

151千
m3
(R6)

132千
m3
(R6)

B
(R6)

156千
m3

-
R9.6
予定
(R7)

－
197千
m3

【林業】県内に
おける非住宅
木造建築物の
棟数（年間）

106棟
(R4)

113棟 105棟 B 117棟
37棟
(R8.6月
末)

D 121棟

①高知県環境
不動産やＣＬＴを
使用した建築の
促進

②非住宅建築
物等の木造化・
木質化の促進

①目標（累計）
環境不動産認定件数5件【R7実績
3件】
ＣＬＴ建築物棟数66棟【R7実績60
棟】
・認定物件の事例を活用した普及
啓発など環境不動産認定制度の
PR実施（4～3月）
・ＣＬＴ等木造建築に係るフォーラ
ムや技術研修の開催5回（4～3
月）

②目標（年）：設計・整備支援件数
10件【R7実績11件】
・建築促進に向けた窓口による支
援制度の周知や相談対応（4～3
月）

①
環境不動産認定件数5件（新規2
件）
ＣＬＴ建築棟数63棟（新規3棟）
（8月末時点）
・認定物件の事例を活用した普及
啓発など環境不動産認定制度の
PR実施(4～8月)
・ＣＬＴ等木造建築に係るフォーラ
ム等開催2回（4～3月・今後開催
予定1回）

②設計・整備支援件数10件（8月
末時点）
・建築促進に向けた窓口による支
援制度の周知や相談対応（4～3
月）

【KPIの達成見込み】
資材高騰等の影響により全国的
に非住宅建築の着工棟数が減少
しており、目標達成は困難な状況

①②
◆PRの実施などにより、環境不
動産の認定やCLT建築に対する
企業等の関心が高まっている。
◆窓口による周知や相談対応な
どにより、設計や整備への支援に
対する要望が増加している。
◇非住宅建築の着工棟数が減少
する中、需要の維持・拡大に向け
た取組が必要

①②
●○引き続き、環境不動産制度
やCLT建築のメリットなどのPR、
設計・整備への支援を実施

①【拡】大径材
の利用促進

②【拡】製材品
の高品質化・付
加価値化の推
進

③【拡】製材工
場の労働環境
の整備

①目標（年）：大規模な施設整備
の計画策定1件【R7実績 施設整
備1件】
・大規模な施設整備に向けた計
画策定支援（5～10月）
・大径材利用に係るセミナーや研
修会の開催2回（10～3月）
・製品の品質に関するデータ整備
や開発に向けた性能試験の実施
（4～3月）

②目標（累計）：ＪＡＳ認定工場数
20工場【R7実績19工場】
・ＪＡＳ認証取得支援１件（12～3
月）
・ＪＡＳ認定取得に向けた設備導
入支援1件（8～3月）
・高耐久製品の生産施設整備支
援1件（6～3月）
・不燃木材の認定取得に向けた
取組支援1件（6～3月）

③目標（年）：実施事業者数9社
【R7実績0社】
・製造工程の改善に向けた施設
整備支援5社（6～3月）
・生産管理ＤＸ化などのソフト事業
支援4社（6～3月）

①大規模な施設整備に向けた計
画策定支援1件（6～10月）
・大径材利用に係るセミナーや研
修会の開催準備（開催予定：11
月、2月）
・製品の品質に関するデータ整備
や開発に向けた性能試験の実施
（4～3月）

②ＪＡＳ認証（枠組壁工法）取得支
援1件（9～1月・取得予定：1月）
・ＪＡＳ認定取得に向けた設備導
入支援1件（8～2月・導入予定：2
月）
・高耐久製品の生産施設整備支
援1件（10～2月・整備予定：2月）
・不燃木材の認定取得に向けた
取組支援1件（5～3月・取得予定3
月）

③実施事業者数8社（8月末時点）
・製造工程の改善に向けた施設
整備支援4社（8～3月）
・生産管理ＤＸ化などのソフト事業
支援4社（8～3月）

【KPIの達成見込み】
全国的な住宅着工戸数の減少な
どの影響があり、目標達成が困
難な状況

①
◆大規模な施設整備に向けて事
業者の計画策定への支援を進め
ている。
◇施設整備の実現と早期完了に
向けて積極的な支援の展開が必
要。

②
◆計画どおり認定取得の取組が
進んでおり、新たな認定取得の動
きもでている。
◇取組拡大に向けた更なる事業
者のニーズ掘り起こしが必要

③
◆支援の実施により、先進事業
者による生産性向上に向けた取
組が進んでいる。
◇取組を拡大するため、先進事
例の横展開が必要

①
●引き続き、計画策定への支援
を実施
○施設整備に対する支援を継続
するとともに、原木の供給に向け
た対策の実施を検討。

②
●引き続き、ＪＡＳ取得や高品質
化に向けた取組への支援を実施
○JAS認定や性能の高い製品に
係る事業者のニーズにあわせた
支援の実施を検討

③
●引き続き、生産性向上の取組
への支援を実施
○若者の所得向上を目指し、事
業者の取組支援や経営者向けセ
ミナーの開催など、継続して実施
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【林業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【林業】県外製
品市場等への
県産製材品の
出荷量（年間）

103千
m3

(R4推
計)

117千
m3

112千
m3
(R6)

105千
m3

(R6推
計)

B
(R6)

117千
m3

-
R9.6公
表予定

－
121千

m3

①【拡】土佐材
環境認証制度
の運用と事業者
の参画促進

②非住宅木造
建築に取り組む
土佐材パート
ナー企業の開拓

③【新】万博レガ
シーを生かした
取組の展開

④海外での販売
促進

①目標（累計）：参画事業者数50
社【R7実績0社】
・情報管理システムの試験運用と
機能強化（7～3月）
・制度運営組織の設置（10月）
・制度説明会の開催4回（8～1月）
・プロモーション活動80回（6～3
月）

②目標（年）：新規パートナー企業
数5社【R7実績3社】
・セミナー及び意見交換会の開催
1回（10月）
・企業への個別訪問820回（4～3
月）

③目標（年）：木材再利用件数14
件【R7実績0件】
・木材を再利用するための輸送や
加工等の実施（6～3月）
・国際園芸博覧会への土佐材供
給（10～12月）

④目標（年）：マッチング等への支
援件数3件【R7実績2件】
・タイ等での県産材製品のマッチ
ング等の取組支援（6～3月）

①参画予定事業者数21社（8月末
時点）
・情報管理システムの試験運用と
機能強化（7～3月）
・運営組織の設置準備（4～10月）
・制度説明会の開催2回(8月)
・プロモーション活動50回（8月末
時点）

②新規パートナー企業数1件（8月
末時点）
・セミナー及び意見交換会の開催
準備（4～10月）
・企業への個別訪問　261回（7月
末時点）

③木材再利用件数3件（8月末時
点）
・木材再利用に向けた輸送や加
工等の実施（6～3月）
・国際園芸博覧会への土佐材供
給に向けた準備（4～12月）

④マッチング等への支援件数2件
（8月末時点）
　タイ：見本市出展支援1件（7月）
　中国：営業・商談支援1件(8月）
　オーストラリア：トライアル出荷
　支援1件（9月予定）

【KPIの達成見込み】
全国的な住宅着工戸数の減少な
どの影響があり、目標達成が困
難な状況

①
◆事業者への更なるPRの実施に
より企業参画の目標は達成する
見込み。
◇制度の安定的な運営に向け
て、多くの参画企業により認証木
材が積極的に活用できる仕組み
づくりが必要
②
◆企業の開拓が低調であり、目
標達成が難しい状況
◇企業開拓につなげる新たな取
組の展開が必要
③
◆木材再利用に向けて計画どお
り進んでいる。
◇新たな需要の機会を捉えて、
万博で関係を構築した企業との
連携により県産材の供給を拡大
することが必要
④
◆取組が進んでおり目標を達成
する見込み。
◇多様な販売先の確保や付加価
値の高い販売の展開に向けた事
業者のニーズ掘り起こしと取組へ
の支援実施が必要

①
●大手企業向けのプロモーション
活動などPRを強化するとともに、
補助事業の要件化など企業の参
画を促す仕組みを検討
○更なる企業の参画と認証木材
の流通促進に向けた対策実施を
検討
②
●○土佐材環境認証制度への参
画に向けたプロモーション活動と
連動した新たなPRを展開

③
●取組を継続するとともに、大阪
IRに関する情報収集を実施
○大阪IR関連施設への供給に向
けた取組強化を検討

④
●引き続き、取組支援を実施
○TOSAZAIセンターとの連携によ
る需要拡大に向けた取組強化を
検討
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【林業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【林業】林業就
業者数（年度
末現在）

1,593人
（R3)

1,690人
（R6）

1,604人
（R6）

Ｂ
（R6）

1,690人

-
R9.3
予定
（R7）

－

【現場】
（全年
齢）
1,690
人

【現場】
（全年
齢）142
人
（R3）

【現場】
（全年
齢）175
人（R6)

【現場】
（全年
齢）100
人（R6）

Ｄ
（R6）

【現場】
（全年
齢）191
人

-
R9.3
予定
（R7）

－

【現場】
（全年
齢）200
人

【現場】
（15～
34歳・
女性）2
人
（R3）

【現場】
（15～
34歳・
女性）2
人（R6)

【現場】
（15～
34歳・
女性）0
人（R6）

Ｄ
（R6）

【現場】
（15～
34歳・
女性）4
人

-
R9.3
予定
（R7）

－

【現場】
（15～
34歳・
女性）5
人

【事務】
（全年
齢）8人
（R3）

【事務】
（全年
齢）7人
（R6)

【事務】
（全年
齢）11
人（R6）

Ｓ
（R6）

【事務】
（全年
齢）9人

-
R9.3
予定
（R7）

－

【事務】
（全年
齢）11
人

【事務】
（15～
34歳・
女性）2
人
（R3）

【事務】
（15～
34歳・
女性）3
人（R6)

【事務】
（15～
34歳・
女性）0
人（R6）

Ｄ
（R6）

【事務】
（15～
34歳・
女性）4
人

-
R9.3
予定
（R7）

－

【事務】
（15～
34歳・
女性）5
人

①【拡】新規就
業に向けた情報
発信の強化

②【拡】林業大
学校による人材
育成

③【新】外国人
材の受入れ促
進

①目標（年）：就業相談者数470人
【R7実績315人】
・趣味専門誌への掲載など移住
希望者等への情報発信4回（6～
10月）
・デジタルマーケティングを活用し
た情報発信（6～12月）
・こうちフォレストスクール開催8
回、うち女性就業者向け1回開催
（6～12月）
・森のしごとコンシェルジュによる
就業希望者からの相談対応（通
年）

②目標（年）：R9基礎課程入校者
数20人（うち女性5人）【R8実績22
人（うち女性5人）】
・高校への学校訪問や出前授業
の実施33校（4～2月）
・オープンキャンパス開催4回（8
～3月）
・林業女子会と連携したイベント
の開催1回(1～2月)

③目標（累計）：外国人材受入れ
人数12人【R７実績5人】
・外国人材の受入れに向けた現
地視察など林業事業体の取組支
援（6～2月）
・林業事業体向け研修会開催2回
（7～12月)

①就業相談者数：63人（6月末時
点）（参考・前年25人）
・趣味専門誌への掲載など移住
希望者等への情報発信3回（6～7
月）
・デジタルマーケティングを活用し
た情報発信（6～8月）
・こうちフォレストスクール開催4回
（6～8月）
・森のしごとコンシェルジュによる
就業希望者からの相談対応（通
年）

②
・高校への学校訪問や出前授業
の実施33校（4～7月）
・オープンキャンパス開催1回28
名（8月）

③外国人材受入れ人数5人（7月
末時点）
・外国人材の受入れに向けた現
地視察など林業事業体の取組支
援1社（7月）
・林業事業体向け研修会開催1回
（7月)

【KPIの達成見込み】
県内木材需要に応じた就業者は
概ね充足しているものの、将来目
標に向けては更なる就業者の確
保が必要
（現状値は、R9.3に取りまとめる
県統計調査により把握）

①
◆情報発信等の実施により、就
業相談者数は前年と比べて増加
している。
◇就業相談者数のさらなる増加
に向けて、新規ターゲット層への
情報発信と、林業を就業先として
選択してもらうための認知度向上
の取組が必要

②
◆農業高校だけでなく、普通高校
にも対象を広げた出前授業等を
実施
◇入校生を安定的に確保していく
ためには、これまでの取組を継続
するとともに、更なる魅力化が必
要

③
◆外国人材の受入れに関心を持
つ事業体が増えており、令和8年
度は4社において、新たに6名の
受入れを検討中。
◇外国人材の受入れに向けて
は、安全指導や技術習得に対す
る体制づくりが必要

①
●引き続き、情報発信等を実施し
ていく。
○県外の移住希望者などに向け
た、新たな趣味専門誌への掲載
などを検討
○県内の高校生などに向けた、
林業の認知度向上につなげる
様々な広報媒体を活用した取組
の展開や、林業への理解を深め
る取組の強化を検討

②
●出前授業の実施など、入校生
確保に向けた取組を継続
○更なる魅力化に向けて、林業
先進国の取組を参考としたカリ
キュラムの見直しなどを検討

③
●受入れ促進に向けた研修会の
開催や受入れ予定の事業体にお
ける社宅改修の取組を支援
○林業現場での外国人材の技術
習得への支援など、外国人材の
受け入れに向けた施策の強化を
検討

【林業】

新規就業者数
【現場】

【林業】

新規就業者数
【事務】
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【林業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【林業】10人以
上を雇用する
法人数（年度
末現在）

22法人
（R3)

24法人
(R6)

21法人
（R6)

Ｂ
（R6）

28法人

-
R9.3
予定
（R7）

－ 30法人

【林業】事業戦
略実践企業の
うち前年比＋
３％の限界利
益額を達成し
た企業の割合
（年間） 　　　　

58%
(R4)

70%
（R6)

40%
（R6)

Ｄ
（R6）

90%

-
R9.3
予定
（R7）

－ 100%

【林業】森林ク
ラウド利用者
数（年度末現
在）

－
（R5）

60事業
体

63事業
体

A
70
事業体

67
事業体
(R8.8）

A
75事業
体

①森林クラウド
等の活用に向け
た事業者の支
援

①目標（累計）：活用事業体数70
社【R7実績63社】
・森林クラウドによる業務効率化
に向けた研修会開催5回（5～8
月）
・ヘルプデスクやサポートサイトに
よる利用者支援（通年）
・林業事業体等の個別支援6事業
体（4～3月）

①活用事業体数67社（7月末時
点）
・森林クラウドによる業務効率化
に向けた研修会開催5回（5～7
月）
・ヘルプデスクやサポートサイトに
よる利用者支援（通年）
・林業事業体等の個別支援5事業
体（4～7月）

【KPIの達成見込み】
計画どおり順調に進んでおり、目
標は達成する見込み。

①
◆森林クラウド研修会の開催及
び林業事業体等の個別支援など
順調に進捗
◇森林クラウドの利用によるデジ
タル化の取組が定着するよう継
続した支援が必要

①
●活用に向けた事業者の取組支
援を継続

○ヘルプデスク設置及び個別支
援を継続するとともに、森林クラ
ウド研修会は本年度受講者から
の改善点を反映して実施

①【拡】生産性
向上に向けた高
性能林業機械
の導入支援の
強化

②スマート林業
（林業機械）の
実証支援

③【新】技術力
の向上により多
能工化等を進め
る取組の支援

④新規参入や
事業拡大の促
進に向けた取組
の支援

①～④の実施に向けた事業者の
計画策定支援（4月～8月）

①目標（年）：導入台数15台【R7
実績12台】
・機械導入支援（5～2月）

②目標（累計）：実証件数10件、
導入台数7台【R7実績9件、3台】
・実証実施支援、見学会の開催
（6～8月）

③目標（年）：支援事業体数29社
・研修実施など取組支援（4～2
月）

④目標（年）：支援事業体数4社
【R7実績2社】
・設備や資材の導入など取組支
援（6～2月）

①導入台数10台（8月末時点・計
画承認）
・林業事業体の計画策定支援（4
～10月）
・機械導入支援（5～2月）

②実証件数10件（累計）
　 導入台数 9台（累計）
　 　　　（8月末時点・計画承認）
・実証支援1件（6～8月）

③支援事業体数21社（7月末現
在）
・研修実施など取組支援（4～7
月）

④支援事業体数3社（8月末時点）
・設備や資材の導入など取組支
援（7～2月）

【KPIの達成見込み】
現状値は、R9.3に取りまとめる県
統計調査により把握

①②④
◆高性能林業機械は、計画どお
り導入が進む見込み。
◆先進的な林業機械は、実証を
進めており、本年度も新たに林業
現場への導入と実践を予定。
◇更なる生産性の向上に向けて
は、皆伐への施業展開や大径材
への対応が必要

③
◆支援の実施により、技能検定
の取得など多能工化へのきっか
けとなる取組が進んでいる。
◇多能工化に具体的につなげる
取組を拡大することが必要

①②④
●高性能林業機械や先進的な林
業機械の導入支援を引き続き行
う。
○皆伐や原木の大径化に対応す
るための先進的な林業機械の導
入支援の強化を検討

③
●事業体への先進事例の個別説
明等の実施により、多能工化の
取組を普及
○若者の所得向上を目指し、具
体的に多能工化につなげる取組
への支援や経営者向けセミナー
の開催など、継続して実施
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第５期産業振興計画　進捗状況シート【水産業】

KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

【水産業】漁業
生産額（宝石
サンゴを除く）

451億
円
（R3）

487億
円

- -
515億
円

- -
555億
円

【水産業】漁業
生産量（宝石
サンゴを除く）

6.3万ト
ン
（R4）

8.0万ト
ン

- -
8.2万ト
ン

- -
8.4万ト
ン

【水産業】水産
加工出荷額

224億
円
（R3）

278億
円

- -
288億
円

- -
295億
円

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【水産業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【水産業】鮮魚
の県内市場取
扱額（年間）

73億円
（R4）

88億円 79億円 B 88億円
54億円
（R8.7時

点）
B 88億円

高知マリンイノベー
ションの推進
①情報発信システ
ムNABRASの運用
と機能強化
②リスク対策につな
がる予測手法の開
発
③利益シミュレー
ションツールの機能
強化
④メジカ漁場予測
システムの運用
⑤市場のスマート
化の着実な推進
⑥生産性向上につ
ながるデジタル機
器等の導入支援

①目標：NABRAS利用漁業者数635名
【R7実績340名】
・メジカ漁場予測システムの運用開始（6
月）
・養殖漁場の環境情報発信機能の運用
開始（8月）
・水揚げ情報発信機能の運用開始（12
月）

②
○二枚潮…目標：予測精度の向上［相
関係数0.7（R9）］【R7実績：0.71】
・予測精度の維持・向上に必要な海洋観
測データの取得及び海洋研究開発機構
（JAMSTEC）への提供（4～3月）
・予測精度の検証（4～3月）
○急潮…目標：発生機序が不明な急潮
の発生予測手法の確立2件（R9）【R7ま
での実績：1件】
・注意報の発出及び検証
・予測手法の確立に必要な海洋観測
データの取得（4～3月）
・国の研究機関等と連携した急潮予測
手法の確立（4～3月）

③目標：利益シミュレーションツールの運
用経営体24（R9）【R7実績：21経営体】
・ツール運用者の自走化に向けた支援
（４～３月）
・若手漁業者へのツールの普及（４～３
月）
・ツールの機能強化（４～３月）

④目標：メジカ漁場予測システムの運
用、メジカ漁場予測システムの精度向上
に必要なデータ提供船の確保：7隻【R7
実績：システム構築、データ提供船：3
隻】
・予測情報の発出（6～3月）
・予測精度の検証（11～3月）
・データ提供船の確保（4～3月）

⑤目標：市場のスマート化が完了した地
域 ３市場（R9）【R7実績 ０市場】
・土佐清水地域の産地市場でスマート化
への完全移行に向けた支援（４～３月）
・加領郷市場への電子入札の導入（４～
３月）
・芸東市場（佐喜浜、椎名、三津）、奈半
利町漁協への自動計量システムの導入
（４～３月）

⑥
・燃油や飼料の高騰により厳しい経営状
況にある漁業者の経営安定と構造転換
を支援（4～3月）

①
・メジカ漁場予測システムの運用開始(6/2)
・養殖漁場の環境情報発信機能の運用開
始に向け準備中
・水揚げ情報発信機能の運用開始に向け
準備中
②
○二枚潮
・土佐湾、足摺岬沖黒潮流軸、室戸岬沖キ
ンメダイ漁場の海洋観測を月1回実施し、取
得したデータをJAMSTECへ提供
・予測精度（相関係数）：0.77（R8.7末時点）
○急潮
・注意報の発出（6回）、全て的中（R8.8末時
点）
・リアルタイム流向流速ブイ、潮流計を設置
し、海洋観測を実施
・国の研究機関と随時海洋観測データを共
有し、データ解析を実施

③
・（自走化支援）ツール活用者11経営体の利
用状況のヒアリング及び入力作業を支援
　（R8.8末時点）
・（ツールの普及）若手漁業者２経営体と
ツールの活用についての協議を実施
（7/10、
  9/8）
・（機能強化）システム会社が漁協電算シス
テムと連携する「情報公開システム」を開発
　しており、この情報公開システムに利益シ
ミュレーションツールの機能を組み込むこと
　が可能であることから、漁協電算システム
と「情報公開システム」との連携について県
　漁協、システム会社と協議を実施（5/20、
8/4）

④
○メジカ漁場予測情報の発出（6/2～）
○データ提供船の確保（R8.8末時点）
・データ提供船：7隻中4隻確保
・データ取得に用いるタブレット：納品待ち

⑤産地市場のスマート化
・高岡市場で電子入札デモを実施（7/17）
・土佐清水地域の釣り漁業（キンメ）及び加
領郷市場で電子入札開始（8/2、8/24）

⑥
・省エネ機器等導入支援：２件
・飼料削減機器導入支援：３件
〇R7補正（6月）、R8当初（８月）の公募開始
を受け、漁協等の県内関係団体に周知
・R7補正は申請無し、R8当初は受付中
（9/11〆）

【KPIの達成見込み】
　現時点の県内市場取扱額に過去5カ年の
平均を加算したところ、83.3億円となり、目標
を下回る見込み

①
◆web上でのNABRAS利用漁業者数を把握
するためのアンケートは、回答が任意であり
回答率が約15％にとどまっている
◇正確なNABRAS利用漁業者数の把握が
必要
◆テレメーターブイの設置が1か月遅れるこ
とになり、高水温期の漁場情報のリアルタイ
ム発信ができていない
②
○二枚潮
◆海洋観測データの取得・提供によって高
い予測精度が維持されている
◇予測精度の維持・向上を図るためには、
海洋観測データの取得・提供の継続が必要
○急潮
◆予測手法が確立している急潮について
は、精度の高い注意報を発出できている
が、発生機序が不明な急潮の発生予測手
法の開発については遅れている
◇発生機序が不明な急潮の発生予測手法
の開発に必要なデータが不足

③
◆２経営体のうち１経営体については、ツー
ルの活用に向けて、水揚げや経費に関する
　データの提供を承諾。１経営体は自身で
利益計算をしていることから、現時点でツー
　ルの活用は不要との回答。また、魚価は
日々変動するため、過去の水揚データを使
　用している現在のツールは利益計算に不
十分との意見。
◇直近の魚価を反映できるツールに改良す
るためには、漁協電算システムとの連携が
   必要
◆県漁協は、漁協事務負担の軽減につな
がることから、ツールを組み込んだ情報公
開
　　システムの導入に前向きな意見
◇製品化に向けた仕様の検討や費用対効
果に関する検討が必要

④
◆予測情報の発出を始めたばかりであり、
また、夏期はメジカ漁がないことから、精度
の検証が行えていない
◇予測精度の検証、予測精度の向上に必
要な漁獲データの収集が必要

⑤産地市場のスマート化
◆各市場のスマート化は予定通り進行
◇KPI達成に向けて引き続ききめ細かい伴
走支援を実施

⑥
◆機器導入の支援内容の周知を行ってい
るが、促進が十分に進んでいない
◇機器導入に向けたさらなる掘り起こしが
必要

①
●NABRASを閲覧画面に回答を必須と
するアンケートを実施することにより正確
なNABRAS利用漁業者数を把握
●養殖漁場の環境情報の発信
○漁業者等のニーズに基づく機能の修
正

②
・二枚潮
●○海洋観測データの取得・提供の継
続
・急潮
●○急潮注意報の発出・検証、海洋観
測データの取得、予測手法の確立の継
続
○広範囲にわたる海洋観測データの取
得が可能な海洋短波レーダーの導入の
検討

③（政策課）
●○ツールの運用経営体における効果
検証を通じた運用経営体の拡大
●○独立自営型経営体の普及を目指
し、スマホでも使用可能な「ツール（情報
公開システム）」の製品化と導入を支援

④
●メジカ漁が始まる秋期以降、予測精度
の検証を行う
○データ提供船を確保することによって
システムのAI学習に使用する漁獲データ
を充実させ、予測精度の向上に取り組
む

⑤産地市場のスマート化
●〇他地域の市場への横展開を図る

⑥
●省エネ機器や飼料削減機器の導入促
進に向けた掘り起こし
○整備効果に関する漁業者向けの勉強
会を開催し、横展開を図る
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【水産業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【水産業】養殖
生産量（ブリ、
カンパチ、マ

ダイ、クロマグ
ロ）（年間）

13,800
トン

（R4）

19,650
トン

20,300
トン

（速報
値）

A
20,600

トン

-
R9.6公
表予定

-
23,000

トン

①規模拡大・新
規参入業者の誘
致、生産拡大（海
面養殖）
②陸上養殖の推
進
③持続発展的な
養殖経営への転
換  

①目標：規模拡大・新規参入事業者
の誘致：1事業者【R7実績：0事業
者】
・規模拡大・新規参入の意向がある
事業者への誘致活動（4～3月）
・規模拡大・新規参入企業等の誘致
に向けた設備投資に係る支援の拡
充（4～3月）
②目標：規模拡大・新規参入事業者
の誘致：2事業者【R7実績：0事業
者】
・陸上養殖適地調査（R7）の結果を
活用した誘致活動の実施（4～3月）
・誘致に向けた設備投資への支援
（4～3月）
③
(a)収益増加や労働条件の改善等も
含めた総合的な経営戦略の策定支
援（政策課）
(b)生産性向上に向けたデジタル化・
省力化機器の導入支援
(c)加工業者と連携した国内の量販
店等への販路開拓や情報発信の強
化（外商室）
(d)生産拡大や高水温対策等につな
がる漁場再編計画の策定支援（4～
2月）
(e)高水温・赤潮対策等につながる
漁場環境情報（水温・溶存酸素量・
クロロフィル量等）のリアルタイム発
信（9～3月）
(f)高水温に強い新たな養殖対象魚
種の探索・試験研究の実施（4～3
月）
(g)赤潮予測手法の開発…目標：予
測情報の発出・精度検証・精度向上
【R7までの実績：年内の主要な養殖
漁場において赤潮予測手法を開発】
 （1）予測情報の発出・検証（4～3
月）
 （2）予測精度の向上に必要なデー
タの蓄積（4～3月）

①規模拡大・新規参入事業者の誘致：0
事業者（R8.8末時点）
・企業訪問、打ち合わせ等（6回）
・企業立地フェア等参加（2回）
②規模拡大・新規参入事業者の誘致：0
事業者（R8.8末時点）
・企業訪問、打ち合わせ等（16回）
・企業立地フェア等参加（2回）

③
(a)
・所得向上補助金を活用した経営戦略
策定についての働きかけを実施（５経営
体、１漁協、延べ９回）
・経営戦略策定を含めた事業計画で１経
営体の所得向上補助金への申請を支援
したが、採択とならなかった
・販路開拓への支援をするもので経営戦
略の策定を要件とする「事業戦略等推
進事業費補助金」を１経営体に紹介し、
活用を検討中
(b)
・省エネ機器等導入支援：２件【再掲】
・飼料削減機器導入支援：３件【再掲】
(c)
・委託事業者による事前の産地視察を
実施し、ヒアリング結果を元に量販店と
調整中
(d)（R8.8末時点）
・漁場再編計画策定事業費補助金交付
決定：6/15（交付先：すくも湾漁協）
・漁場再編計画策定に向けた関係者協
議：1回
(e)（R8.8末時点）
・テレメータブイ入札（6/11）
・ブイ設置に向けた現地確認（8/5～
8/6）
・検査の結果、仕様書に定める内容に適
合しない箇所があることから不合格とし
（8/25）、契約書に基づき不適合箇所の
修補を指示（納入期限：9/29）
(f)（R8.8末時点）
・候補の一つとしてセンネンダイを選定
・種苗を導入して飼育試験を実施中
(g)
（1）予測情報の発出・検証（R8.8末時点）
・浦ノ内湾（4回）
　　マニュアル予測（2回）…的中
　　AI予測（2回）…1件的中、1件は予測
よりも早く赤潮が発生
・野見湾（1回）…的中
・宿毛湾（1回）…的中
（2）予測精度の向上に必要なデータの
蓄積
・浦ノ内湾、野見湾、宿毛湾で環境調査
を実施（119回：R8.8末時点）

【KPIの達成見込み】
R9.6に農水省から統計データ（速報値）
が公表される予定
①
◆複数企業と誘致に向けた協議を実施
中
◇複数企業が本県での海面養殖に興味
を持っているが、海面養殖を取り巻く環
境が大きく変化しているため（気候変
動、飼料・資材価格の高騰等）、参入へ
の判断が困難な状況であり、長期的な
取り組みが必要
②
◆複数企業と誘致に向けた協議を実施
中
◇誘致に向けた協議の継続、新たな誘
致企業の掘り起こしが必要
③
(a)
◆大手養殖事業者は、経営戦略策定の
必要性は認識しているものの、財務等に
関するアドバイザーをすでに雇用してい
るほか、コンサルからの口出しや資料提
出への負担などに対する警戒感により、
現時点での策定には後ろ向き
◇経営戦略策定による具体的な効果を
明示することが必要
(b)
◆機器導入の支援内容の周知を行って
いるが、促進が十分に進んでいない【再
掲】
◇機器導入に向けたさらなる掘り起こし
が必要【再掲】
(c)
◆複数量販店と産地招へいに向けた協
議を実施中
◇他産地との競合、供給量が少ないこと
が課題
(d)
◆計画通り進行中
◇策定した計画に基づく漁場再編への
支援が必要
(e)
◆テレメーターブイの設置が1か月遅れ
ることになり、高水温期の漁場情報のリ
アルタイム発信ができていない
◇漁業指導所による高水温情報の提供
の継続が必要
(f)
◆計画通り進行中
◇センネンダイ以外の新たな養殖対象
種の探索が必要
(g)
◆マニュアル予測（浦ノ内湾、野見湾、
宿毛湾）に関しては精度の高い予測情
報を発出できているが、AI予測に関して
は予測日よりも早く赤潮が発生
◇AI学習に用いるデータの追加・更新に
よる予測精度の向上が必要

①
●○企業訪問、企業立地フェア等へ
の参加の継続
②
●○企業訪問、企業立地フェア等へ
の参加の継続

③
(a)
●「事業戦略等推進事業費補助金」
を幅広く周知
○所得向上補助金が継続する場合
には、再度、各経営体等に制度を紹
介し策定を働きかけ

(b)
●省エネ機器や飼料削減機器の導
入促進に向けた掘り起こし【再掲】
○整備効果に関する漁業者向けの
勉強会を開催し、横展開を図る【再
掲】

(c)
●○他産地との競合、供給量の課
題を踏まえ、ニーズに合った販売先
とのマッチングを強化

(d)
○策定した計画に基づく漁場再編
への支援（漁業権設定、補助金の
検討等）

(e)
●○継続的な情報発信

(f)
●○新たな養殖対象種の探索及び
飼育試験の継続

(g)
●○AI学習に用いるデータを追加・
更新し、予測精度の向上に取り組む
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第５期産業振興計画　進捗状況シート【水産業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【水産業】海外
HACCP対応
型加工施設の
整備（累計）

４件
（R4）

５件 ５件 A ５件 ５件 A ６件

本県水産物の
輸出拡大を目指
す水産加工業
者等が取得する
海外HACCPや
MELの認証取得
を支援

認証の取得に必要な衛生管理体
制の高度化を予定する事業者に
対して、補助事業の活用等を支
援

新たに海外HACCPの取得を検討
している事業者に対して、補助事
業の活用を提案

◆海外への販路開拓に意欲のあ
る事業者の取得が一定推進

◇認証取得の効果が得られるよ
うに、認証を要求する国々へのさ
らなる販路の拡大が必要

●認証を取得した品目のさらなる
販売促進

○現在は補助対象となっていない
国際認証基準（ASC、MSC等）を
取得する事業者に対して、その経
費を支援する

【水産業】養殖
魚の前処理加
工（年間）

49.6億
円
（R4）

93億円 68億円 D 98億円 ｰ
101億
円

養殖魚の前処
理加工を行うた
めに、加工施設
の新規整備や
拡張を行う事業
者の掘り起こし

加工施設の整備を予定する事業
者に対して、補助事業の活用等を
支援

今年度は今のところ、加工施設の
新規整備や拡張を希望する事業
者がいない

【KPIの達成見込み】
現状の加工施設の稼働状況か
ら、目標を下回る見込み
◆大型の加工場が新規で整備さ
れない限り、KPIの達成は困難な
状況

◇加工場整備の機運が醸成され
るよう、さらなる養殖魚の海外で
の販路拡大が必要

●○引き続き、加工場の整備を
希望する事業者の掘り起こしを行
い、必要に応じて支援する

【水産業】「応
援の店」への
県内参画事業
者の出荷額
（年間）

2.8億円
（R4）

5.3億円 6.6億円 S 5.5億円
4.2億円
（R8.6時
点）

S
5.7億
円

高知家の魚応
援の店への外
商活動により、
県産水産物の
産地直送販売を
支援

（１）「高知家の魚応援の店」との
ネットワークを活用した外商活動
の強化
・オンライン商談会の開催（実施
回数２回、５月～11月）
・営業力強化研修の実施（実施回
数４回、６月～10月）
・産地見学会の実施（実施回数２
回、11月～２月）
・産地アテンドの実施（実施回数２
回、９月～２月）
・取引額のさらなる増加にむけた
エリア・ターゲットの拡大（東海エ
リア、中規模チェーン等）
　⇒年間取引額目標 5.5億円（R
８）

（１）「高知家の魚応援の店」との
ネットワークを活用した外商活動
の強化
・オンライン商談会の実施（第１
回：6月）
　→県内参画事業者15社、応援
の店25社、91商談実施
 ・営業力強化研修をオンラインで
実施
（第１回：６月、計９事業者参加）
（第２回：７月、計９事業者参加）
（第３回：８月、計10事業者参加）
・産地見学会は行程の概要を策
定（第１回11月、第２回２月予定）
・産地アテンドは招へい業者及び
概要を策定（第１回９月16-17日
予定）

【KPIの達成見込み】
前年度を上回るペースで取引が
行われており、本年度も目標を大
きく上回る見込み
◆取引先である個店・チェーン店
ともに前年度を上回るペースで取
引が進んでおり、応援の店事業
は県内事業者の産地直接販売の
柱となる重要な制度となっている

◇応援の店への販売額が少額な
県内事業者を含めて、県内事業
者全体の取引額の拡大に向けた
ターゲット選定が必要

●出荷額の底上げに向けた商談
機会の増加及び商談スキル向上
への支援

〇卸売会社と連携し、バイヤー
ニーズと県内供給量の需給バラ
ンスが合いやすい中規模飲食
チェーン、および大規模飲食
チェーン（エリア限定）等とのマッ
チング強化

○関東・関西に加えて人口の多
い東海エリアをターゲットに、地産
外商公社とも連携して商談マッチ
ングを推進するとともに、応援の
店の情報発信と商談の効率を高
める取組を追加
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（C）

水産物の輸出
（年間）

2.7億円
（R4)

15.8億
円

8.9億円 D
16.5億
円

ｰ D
17.7億
円

①「高知県水産
物輸出促進協
議会」の海外へ
の販路拡大の
支援

②水産物輸出
促進コーディ
ネーターによる
県内事業者の
支援

③【新】商社等
のネットワークを
活用した海外量
販店への販路
拡大

①「高知県水産物輸出促進協議
会」による国際見本市への出展
や新たな国での賞味会の開催等
を支援

②県内事業者による輸出国の
ニーズに対応した製品の開発や
販路開拓を支援

③海外量販店等でのフェア開催
や国内外の商社の産地招へい、
オンライン商談による販路の開
拓・拡大

①協議会の以下の取組を支援
　○国際見本市への出展
　　・台北（6/24-27）
　　・ジャカルタ（7/21-24）
　　・メルボルン（8/31-9/3）
　　・シンガポール（9/2-9/4）
　　・ロサンゼルス（9/26）
　○賞味会の開催
　　・ベンガルール（9/11）

②新たな販路として期待されるタ
イに販路を持つ事業者のニーズ
に合わせた製品の開発を支援

③商社のネットワークを生かして
以下の取組を実施
　○量販店フェア
　　・シンガポール(8/31-9/13)
　○産地招へい
　　・シンガポール事業者等
（7/14-7/16）
　　・台湾事業者（9/16-18）

【KPIの達成見込み】
R4以降、輸出額は増加しているも
のの、最大の輸出国であった中
国の輸入停止措置の影響から目
標を下回る見込み
◆中国向け輸出の代替として、今
後も伸長が見込まれる東南アジ
ア等への販路開拓・拡大の取組
を進めている状況

◇中国への輸出に代わる新たな
輸出ルートの構築が必要

●水産物輸出額は毎年増加して
おり、当事業には一定の成果が
見られることから、R９年度も継続
するが、さらなる新規の販路開拓
や既存の商流の取引拡大に向
け、部分改良を検討する

○現在の海外への商流のさらな
る拡大のため、水産物輸出促進
協議会補助金の補助対象事業に
「海外バイヤーの招へい」を追加
し、産地視察等による海外バイ
ヤーへの県水産物の魅力発信
と、県内事業者との新たなネット
ワークの構築を図る
○海外の飲食店で高知県水産物
を一定期間以上取り扱い続ける
「高知県フェア」を開催し、様々な
対象者への魅力発信と、飲食店
へのメニューの定番化を図る

【水産業】

新規就業者数

（全年
齢）53
人
（15～
34歳・
女性）2
人（R4）

（全年
齢）60
人
（15～
34歳・
女性）4
人

（全年
齢）29
人
（15～
34歳・
女性）1
人

Ｄ

（全年
齢）60
人
（15～
34歳・
女性）4
人

（全年
齢）21
人
（15～
34歳・
女性）1
人
（R8.6
末）

C

（全年
齢）60
人
（15～
34歳・
女性）4
人

①【拡】女性活
躍推進事業

②【拡】漁業就
業総合支援事
業

①目標：支援企業１経営体
・女性主体の操業モデル構築に
取り組む事業者の選定（5月）
・操業モデル参入地区の決定（年
度内）
・漁場の選定と操業開始（R10）に
向けた支援

②目標：セミナー開催17校、ツ
アー開催3回【R7実績12校、０回】
・県外専門学校等で就業セミナー
開催（6月下旬～、10校）
・農林漁合同開催の就業フェア参
加（9月、大阪1回、高知1回）
・漁業体験ツアー開催（9月、10
月、11月、計3回）

①
・5月末に操業モデルの構築に取
り組む1事業者を選定
・参入候補地区の選定（3地区）

②
・セミナー開催10校（関西6校、東
京2校及び福岡2校）、計246名参
加
・農林漁合同開催の就業フェア開
催日決定（9/5大阪、9/27高知）
・体験ツアー開催日程決定
　（1）9月21-23日、室戸方面、定
員14名（引率者除く）
　（2）10月10-12日、幡多方面、
定員7名
　（3）11月21-22日、須崎方面、
定員7名

【KPIの達成見込み】
　1-2月に新規漁業就業者参入状
況調査を実施し、新規就業者数
を把握する予定。

①
◆候補地区のうち、現在の漁場
の近隣地区が経営上有利なた
め、ここを第一候補として関係者
との意見交換を実施
◇今後、漁場調査を行い、漁具や
漁船規模の選定、網作業場所の
確保、地元関係者の理解醸成な
どが必要

②
◆セミナー対象地域を東京と福岡
に拡大し、東京からは4名が短期
研修を受講予定、福岡からは7名
が体験ツアーに参加予定
◆体験ツアー3回のうち、2回につ
いては参加者が決定
◇秋季に実施予定の須崎方面体
験ツアー応募者が1名（定員7名）
と少なく、勧誘を継続

①
●○地元関係者とのマッチングや
漁具・漁船の取得等を支援

②
●就業フェアにおいて、体験ツ
アー参加者を確保
○デジタルマーケティングのクリッ
ク率が愛知県で高く、セミナー対
象地域に東海地方を追加

23



KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【水産業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【水産業】法人
経営体数（定
置網漁業）（累
計）

9法人
（R5.9.1
時点）

10法人  9法人 Ｂ 11法人 9法人 B 12法人

①定置網漁業
経営体の事業
戦略実践を支援

②定置網漁業
経営体の法人
化への意識醸
成に向けた意見
交換の実施

③法人化に係る
資金確保への
支援

①目標：支援回数12回【R7実績
22回】
・事業戦略の実践を支援(４～３
月)

②目標：意見交換回数20回【R7
実績22回】
・業界団体との意見交換（８～２
月）
・個別経営体との意見交換(４～３
月)

③目標：制度紹介４経営体【R7実
績２経営体】
・法人化移行に活用できる制度資
金の紹介（４～３月）
・活用に向けた申請支援（４～３
月）

①事業戦略の実践支援を１回（１
経営体）実施

②意見交換等を12回実施
・個別経営体との意見交換：４経
営体７回
・役員会及び総会への出席：２経
営体３回
・弁護士相談への同席：１経営体
2回
・法人化に向けた専門家（コンサ
ル、税理士、弁護士）相談に所得
向上補助金を活用するため、１経
営体の申請を支援

③法人化移行に活用できる制度
資金を２経営体に紹介

【KPIの達成見込み】
　今年度のKPI達成は困難
①
◆実践支援を行う６経営体のうち
５経営体は事業戦略に法人化を
検討する必要性が記載されてお
り、代表者は必要性を認識
◇役員や組合員の理解促進が課
題

②
◆１経営体が法人化に向けて動
き出しており、弁護士や税理士と
の協議を実施中。また、総会で法
人化についての説明を実施したも
のの、組合員の理解を得るには
一定の時間がかかる見込み
◆１経営体については、理事の意
識醸成のため、役員会で法人化
の必要性について説明
◇役員・組合員の理解を得ること
や、法人化への移行方法の検討
が必要
◇特に、組合員を説得するため
の資料（複数の長期経営シミュ
レーションや法人化のロードマッ
プ）の作成が必要（専門家の指
摘）

③
◆法人化が進んでいないため、
制度資金の活用はしばらくない見
込み
◇法人化を進めることが必要

①②
●○各経営体が行う、役員や組
合員が法人化への理解を深
　　めるための取組を支援

③
●○法人化の移行に向けた機運
の醸成を図り、必要に応じ
   て制度資金の活用を支援
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【水産業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【水産業】事業
戦略策定経営
体における各
年の営業利益
の目標達成率
（年間）

63％
（R4）

100%
55％
（R7見
込み）

Ｄ 100% － － 100%

かつお・まぐろ
漁業経営体及
び定置網漁業
経営体の事業
戦略実践を支援

目標：支援経営体18経営体【R7
実績18経営体】
・事業戦略の実践状況のヒアリン
グ及び実践に向けた支援（４～３
月）

・10経営体（近海かつお：2経営
体、近海まぐろ：7経営体、定置
網：1経営体）のヒアリングと実践
を支援

【KPIの達成見込み】
　R8期決算がR9年の夏から秋の
経営体もあることから、現時点で
の達成見込みは不明。R8.1～7月
までの水揚げ状況は下記のとお
り。

◆近海かつお漁業では、カツオや
ビンナガの魚価が高いことに加
え、漁獲量も安定して推移してい
る。
◆近海まぐろ漁業では、形成され
ていた漁場が早期に解消された
影響から、漁期の切上げを早め
たことにより、水揚金額は伸び悩
んでいる。
◆定置網漁業では、ブリの水揚げ
は低調であったものの、マアジや
キハダ等の好漁に加え、全体的
に魚価が高い傾向にあり、水揚金
額は順調に推移している。
◇物価高騰や燃油供給制限の影
響による経費の増加が発生して
いることから、事業戦略に基づい
た効率的な操業が必要

●○ヒアリングを継続して行い、
事業戦略の実行を促す。
　・かつお・まぐろ漁業：稼働率の
向上や収益性の高い漁場
    の選定、出漁時期の見直し
  ・定置網漁業：魚価向上に向け
た鮮度管理向上の取組、担
    い手確保や経営基盤の強化に
向けた法人化の実施
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第５期産業振興計画　進捗状況シート【商工業】

KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

【商工業】製造
業の１人当た
り付加価値額
（年間）

834万
円
（R3）

948万
円

906万
円
（R5）

-
967万
円

- -
986万
円

【商工業】製造
品出荷額等

6,015億
円
（R3）

6,880億
円

―
※直近値 
6,487億円
（R6）

―
※直近値
Ｂ（R6）

7,010億
円以上

- -
7,150
億円以
上

【商工業】高付
加価値な製
品・技術の開
発件数（累計）

17件
（R2～
R4）

20件
（R6～
R7）

28件
（R6～
R7）

Ｓ
30件
（R6～
R8）

29件
（R6～
R8.9）

A
40件
(R6～
R9)

①戦略的製品
開発推進事業
費補助金

②カーボン
ニュートラルに
関するセミナー
の開催

①目標：補助事業での支援件数
30件（R6～R8累計）
　【R7実績：28件（R6～R7累計）】
・戦略的製品開発推進事業費補
助金の募集（4～12月）

②目標：セミナー参加者数600人
（R4～R8累計）
　【R7実績：852人（R4～R7累
計）】
・カーボンニュートラルに関するセ
ミナーの開催（7月、10月、11月）

①補助事業での支援件数（R8)
　採択１件（累計29件）
　申請済3件
　申請予定6件

②セミナー参加者数890人（R4～
R8.8) 
・カーボンニュートラルに関するセ
ミナーの開催：3回（7/10、7/15、
9/11）参加者延べ22名

【KPIの達成見込み】
・少なくとも9件の申請が見込まれ
ており、目標を達成する見込み

①
◆現時点の申請数は例年より少
ない状況
◇さらなる案件の掘り起こしが必
要

②
◆現時点で目標を達成している
が、参加者は例年より少ない状況
◇参加者の掘り起こしが必要

①
●産業振興センターと連携し、補
助金の申請を検討している企業
への案内の実施や公設試との共
同研究企業の進捗確認により、
案件の掘り起こしを進める。
○重点分野の製品開発を促す観
点から、地域産業クラスター枠、
グリーン化枠を新たに創設する。

②
●引き続き、セミナーの実施によ
り脱炭素に取り組む事業者の裾
野を拡大し、製品開発につなげ
る。

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【商工業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【商工業】事業
戦略実行支援
企業のうち前
年比＋３％の
付加価値額を
達成した企業
の割合（年間）

54.4%
（R4）

80% 37% Ｄ 90% 57.1% D 100%

①事業戦略策
定企業の伴走
支援

②【拡】県内企
業のスケール
アップ等に向け
た事業戦略等
の策定・実行支
援

①目標：企業の半期毎の事業戦
略支援の取組状況検証　1～2回
/企業
【R7実績：27社】
・伴走支援対象：31社
・事業戦略検討会での決算状況
の確認

②目標：県内企業のスケールアッ
プ等に向けた事業戦略等の策
定・実行支援　最大10社
・対象企業の公募
・売上の大幅増等を目標とする事
業戦略等の再策定・見直しへの
支援

①企業の半期毎の事業戦略支援
の取組状況検証
・事業戦略検討会の開催：3回/8
回
・決算情報の取得：7社/29社
　うちKPI達成：4社/7社(57.1％）
※今後各社の決算のタイミングで
順次入手予定

②県内企業のスケールアップ等
に向けた事業戦略等の策定・実
行支援：5社
・対象企業の公募中
・申請に基づく、事業者の選定
・伴走支援の実施

【KPIの達成見込み】
・今後、各企業の決算のタイミン
グに応じて、適宜、決算情報を取
得し、KPI達成状況を確認する。

①
◆物価高騰によるコスト増や人件
費の増等により、中小受託事業
者の多い本県においては、厳しい
経営環境が続いている。
◇各企業の経営状況の変化に対
応していくには、支援体制の再構
築が必要。

②
◆選定した5社のうち、4社につい
ては、事業戦略の策定（見直し・
再策定含む）を開始している。（1
社は会社都合で保留中）
◇支援対象企業のさらなる掘り起
こしが必要。

①
●伴走支援対象の各企業の経営
環境・課題に応じた支援を行うた
め、定期的に事業戦略検討会を
開催するとともに、適切な支援メ
ニューを提案していく。
〇事業戦略検討会の開催・実行
支援にあたって、経営環境の移り
変わりに対応できるよう、専門的
知見を有する専門家を招聘し、支
援体制の強化を図る。

②
●事業戦略の策定・実行支援の
本格化にあわせ、付加価値向上
に向けた取組事例集を作成する
など、県内企業への横展開を促し
ていく。
〇今後2社が申請見込みであるた
め、次年度は継続７社+新規３社
を対象に取組を進める。

【商工業】紙産
業の製造品出
荷額等（年間）

796億
円
（R3）

790億
円

ー
※直近値 
765億円

（R6）

※直近値 
Ｂ

（R6）

805億
円

- -
820億
円

紙産業技術セン
ターによる製品
開発支援

目標：新製品開発　5件
【R7実績：5件】
・より実効性の高い研究テーマの
設定による研究開発の実施
・分野別研究会活動による新製
品開発や技術支援の実施

・研究テーマとして「高付加価値
化をめざした紙糸用原紙の高機
能化及び製造技術の開発」、「繊
維廃材を原料としたリサイクルモ
デルの開発」ほか4課題を実施。1
件の新製品開発につながってい
る。
・7分野（※）の研究会活動による
支援件数：505件（R8.9月末時点）
※素材技術・製造技術・加工技
術・紙糸・グリーン化・ＣＮＦ・品質
管理

【KPIの達成見込み】
製造品出荷額等の実績値は2年
遅れで公表されており、R8実績は
R10年に公表される予定。

◆研究開発や技術支援により企
業の課題解決が進んでいる。

◇開発の初期段階では、技術的
課題や品質確保、設備投資額、
製造コストの市場適合性などを検
討し、事業化の実現性を判断する
必要があるが、企業単独での検
討が困難なケースがある。

●引き続き、新規開発案件の掘り
起こし、現場での課題解決を継続
する。

○初期の開発案件について、紙
産業技術センターによる試作やコ
スト評価による実現可能性研究を
実施する。
また、企業の製造現場における
技術課題等に対して直接技術指
導を行う課題解決支援体制を強
化する。
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【商工業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

企業誘致の推
進による雇用
者数（年間）

7,693人
（R5.4時
点）

8,692人
（R8.4時
点）

7,764人
（R8.4時
点）

Ｂ
9,274人
(R9.4時
点)

- -
9,857
人

①様々な機会を
捉えた企業誘致
の推進

②企業ニーズに
応えるため細か
なアフターフォ
ローの実施

③企業誘致戦
略の実行

①目標：新規企業面談件数60社
【R7実績：54社】
・企業誘致に係るWebサイトをリ
ニューアル公開（10月予定）
・AI技術等を活用した誘致対象企
業の抽出、新規面談（6月～）
・見本市への出展（6月・7月（東
京）、9月・3月（大阪）計4回）

②目標：アフターフォロー企業面
談件数175件【R7実績：175件】
・アフターフォローに伴う企業訪問
（4月～）
・合同企業説明会の開催（8月・9
月・3月各１回、計3回）
・立地企業交流会の開催（9月）
・就職担当者による立地企業見
学会の開催（12月）

③目標：企業誘致戦略に基づく誘
致企業社数17社【R7実績：13社】
・企業誘致戦略PT会議の議論に
基づき、ターゲット企業の誘致を
促進（PT会議開催7月、11月、3
月）

①新規企業面談件数24件（R8.9
末時点）
・企業誘致に係るWebサイトをリ
ニューアル公開（10月下旬予定）
・AI技術等を活用した誘致対象企
業を11,714件抽出済。フォーム
（メール）マーケティングを実施
後、新規面談（10月～）
・見本市への出展
　総務・人事経理WEEK東京展春
(6/17-19)名刺交換44枚、有望１
社
　企業立地フェア(東京：7/8-10)
名刺交換121枚、有望１社
　バックオフィスWorld Bizcrew 
EXPO（大阪：9/2-4)名刺交換105
枚、有望3社

②アフターフォロー企業面談件数
89件（R8.9末時点）
・立地企業交流会の開催（9/11）
14社19名参加
・合同企業説明会の開催
　8/29開催：65名参加
　9/17開催：50名参加

③企業誘致戦略に基づく誘致企
業社数5社（R8.9末時点）
・企業誘致戦略PT会の開催
（7/28）

【KPI達成の見込み】
事務系、IT・コンテンツ企業雇用
者数が増加しているが、製造業に
おける雇用者数が大幅に減少し
ており、KPI達成は困難な見込み

①
◆誘致対象企業のデジタルマー
ケティングによる抽出や見本市出
展により、新規企業との接点は拡
大
◇新たな企業の抽出をさらに強
化することが必要

②
◆企業訪問や人材確保支援等を
継続して実施し、立地企業の事業
継続・拡大を支援
◇人材確保や事業拡大など、企
業ごとのニーズを具体的な支援
につなげる取組が必要

③
◆PT会を開催し、各部局・市町村
（地域本部）と連携した企業誘致
を推進
◇市町村の厳しい財政状況から
併給補助を休止する動きがあり、
補助制度面での誘致競争におい
て優位性が失われている

◇企業ニーズに対応した候補地
の確保や、地域の強みを踏まえ
た誘致ターゲットの精緻化が課題

①
●誘致対象として抽出した企業
や、見本市接点企業へのアプ
ローチを強化し、新規面談・案件
化を加速
○企業データを活用したターゲッ
ト企業の抽出・分析を強化し、効
果的・効率的な誘致活動を推進

②
●企業訪問等を通じたニーズ把
握を強化し、人材確保や事業拡
大・設備投資への支援を推進
○事業拡大・設備投資への支援
を継続するとともに、移住・UIター
ン施策等と連携した人材確保を
強化

③
●PT会での議論を踏まえ、各部
局・市町村と連携したターゲット企
業への誘致活動を強化
○人材・産業構造や地域特性を
踏まえた重点誘致ターゲットを整
理
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【商工業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【商工業】企業
誘致の推進に
よる雇用者数
（年間）　うちＩ
Ｔ・コンテンツ
企業含む事務
系企業

1,595人
（R5.4時
点）

1,996人
（R8.4時
点）

1,633人
（R8.4時
点）

C
2,346人
(R9.4時
点)

- -
2,697
人

①様々な機会を
捉えた企業誘致
の推進【再掲】

②企業ニーズに
応えるため細か
なアフターフォ
ローの実施【再
掲】

③企業誘致戦
略の実行【再
掲】

①目標：新規企業面談件数60社
【R7実績：54社】【再掲】
・企業誘致に係るWebサイトをリ
ニューアル公開（10月予定）
・AI技術等を活用した誘致対象企
業の抽出、新規面談（6月～）
・見本市への出展（6月・7月（東
京）、9月・3月（大阪）計4回）

②目標：アフターフォロー企業面
談件数175件【R7実績：175件】
【再掲】
・アフターフォローに伴う企業訪問
（4月～）
・合同企業説明会の開催（8月・9
月・3月各１回、計3回）
・立地企業交流会の開催（9月）
・就職担当者による立地企業見
学会の開催（12月）

③目標：企業誘致戦略に基づく誘
致企業社数17社【R7実績：13社】
【再掲】
・企業誘致戦略PT会議の議論に
基づき、ターゲット企業の誘致を
促進（PT会議開催7月、11月、3
月）

①新規企業面談件数24件（R8.9
末時点）【再掲】
・企業誘致に係るWebサイトをリ
ニューアル公開（10月下旬予定）
・AI技術等を活用した誘致対象企
業を11,714件抽出済。フォーム
（メール）マーケティングを実施
後、新規面談（10月～）
・見本市への出展
　総務・人事経理WEEK東京展春
(6/17-19)名刺交換44枚、有望１
社
　企業立地フェア(東京：7/8-10)
名刺交換121枚、有望１社
　バックオフィスWorld Bizcrew 
EXPO（大阪：9/2-4)名刺交換105
枚、有望3社

②アフターフォロー企業面談件数
89件（R8.9末時点）【再掲】
・立地企業交流会の開催（9/11）
14社19名参加
・合同企業説明会の開催
　8/29開催：65名参加
　9/17開催：50名参加

③企業誘致戦略に基づく誘致企
業社数5社（R8.9末時点）【再掲】
・企業誘致戦略PT会の開催
（7/28）

【KPI達成の見込み】
事務系、IT・コンテンツ企業ともに
雇用者数は増加しているが、KPI
達成は困難な見込み

①
◆誘致対象企業のデジタルマー
ケティングによる抽出や見本市出
展により、新規企業との接点は拡
大
◇新たな企業の抽出をさらに強
化することが必要

②
◆企業訪問や人材確保支援等を
継続して実施し、立地企業の事業
継続・拡大を支援
◇人材確保や事業拡大など、企
業ごとのニーズを具体的な支援
につなげる取組が必要

③
◆PT会を開催し、各部局・市町村
（地域本部）と連携した企業誘致
を推進
◇市町村の厳しい財政状況から
併給補助を休止する動きがあり、
補助制度面での誘致競争におい
て優位性が失われている
◇企業ニーズに対応した候補地
の確保や、地域の強みを踏まえ
た誘致ターゲットの精緻化が課題

①
●誘致対象として抽出した企業
や、見本市接点企業へのアプ
ローチを強化し、新規面談・案件
化を加速
○企業データを活用したターゲッ
ト企業の抽出・分析を強化し、効
果的・効率的な誘致活動を推進

②
●企業訪問等を通じたニーズ把
握を強化し、人材確保や事業拡
大・設備投資への支援を推進
○事業拡大・設備投資への支援
を継続するとともに、移住・UIター
ン施策等と連携した人材確保を
強化

③
●PT会での議論を踏まえ、各部
局・市町村と連携したターゲット企
業への誘致活動を強化
○人材・産業構造や地域特性を
踏まえた重点誘致ターゲットを整
理
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【商工業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【商工業】工業
団地の新規開
発件数（累計）

2件
(R2～
R5)

1件 0件 D 0件 0件 D
2件
(R6～
R9)

安全・安心な工
業団地の計画
的な開発による
受け皿の確保と
早期分譲

①継続的な適地
調査に向けた候
補地の洗い出し

②新たな団地開
発に向けた適地
調査の実施

①目標：市町村に対する団地開
発意向調査数15市町村【R7実績
10市町村】

②市町村が実施する適地調査数
２件【R7実績1市】
・候補地選定調査１件（安田町）
・条件調査１件（南国市）

①団地開発意向調査数
　15市町村（R8.5～6実績）

②適地調査数0件（R8.9末時点）
・R8適地調査実施に向けた協議
を実施（安田町、南国市）（R8下
半期に実施予定）
・安芸市の新しい工業団地開発
の検討に係る協議を実施（R8.5
～）

【KPI達成の見込み】
　R9での目標達成は厳しい状況

①
◆調査を実施した全ての市町村
で、工業団地開発の必要性に理
解を示すも、多くの市町村で、厳
しい財政実情から、団地開発へ
の最初の段階である適地調査の
実施が困難な状況
◇市町村が工業団地開発実施の
判断のハードルを下げるための
対応策が必要

②
◆R8適地調査実施予定の安田町
及び南国市は、市町内財政課等
の関係各課と調整中で、R8年度
補正予算により対応を予定
◆新しい工業団地開発を検討し
ている安芸市は、工業団地開発
の着手に必要な、地元住民の合
意形成や用地取得等の各種課題
を整理中
◇計画的に市町村が適地調査を
実施するため、適宜協議等を実
施する必要がある。

①
●今年度上半期に行う県内製造
業等のニーズ調査結果を関係市
町村に情報共有
○県による適地調査（候補地選
定調査）の実施を検討（調査した
結果を市町村に示すことで、市町
村の工業団地開発実施の決断を
後押し）

②
●引き続き、工業団地開発に意
欲のある市町村の伴走支援を実
施
○R8適地調査等から工業団地開
発の実施までに必要な課題を整
理し対応することで、R10年度の
県・市町村共同による工業団地
開発を目指す。

【商工業】防災
関連登録製品
（累計）

200製
品
（H24～
R5）

220製
品（H24
～R7）

220製
品（H24
～R7）

A
230製
品（H24
～R8）

226製
品（H24
～R8.9）

A

240製
品
（H24
～R9）

防災関連製品
の開発促進

目標：認定件数　10件
【R7実績：9件】
・製品開発WGや全体会による防
災関連産業への参画企業の拡大
やさらなる製品開発案件の掘り起
こし（年3回）
・防災関連産業振興アドバイザー
による製品開発・改良への助言
・産業振興センター・公設試研究
機関等で構成する「製品開発支
援チーム」や専門家による伴走支
援
・防災関連製品認定制度の実施
（年2回）

認定件数6件（R8.8末現在）
・製品開発WGによる防災関連産
業への参画企業の拡大やさらな
る製品開発案件の掘り起こし（年
3回）
　第1回：7/14製品開発WG（土
木・建築）開催、40名参加
　第2回：2月製品開発WG（食品）
開催予定
　防災関連産業交流会全体会：
11月開催予定
・防災関連産業振興アドバイザー
による製品開発・改良への助言
　11月開催予定
・防災関連製品認定制度の実施
　6/19第1回審査会：6件認定
　11/17第2回審査会（予定）

【KPIの達成見込み】
第2回公募で申請がなかったた
め、第3回公募を実施予定。達成
に向けて案件の掘り起こしを進め
ている。

◆認定件数は順調に推移してい
る。
◇現場ニーズを踏まえた製品の
開発を促進する必要

●○防災関連産業交流会の充実
を図り、現場のニーズと企業との
マッチングによる製品開発を促進
○防災関連の新製品開発、生産
能力向上、サプライチェーンの高
度化を促すための新たな補助制
度を創設
○産業振興センターに防災産業
コーディネーター（仮）を配置し、
戦略商品の検討等を実施
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【商工業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【商工業】防災
関連登録製品
の売上高（年
間）

126.3億
円
（R4)

175.0億
円

194.4億
円

S
190億
円

- -
200億
円

①県内外への
販路拡大

②海外への販
路拡大

①目標：防災分野の見本市への
出展5回、防災分野のミニ展示商
談会開催4回
　【R7実績：見本市4回、ミニ展4
回】
・土木技術コーディネーターによ
る県内企業の土木技術・工法の
首都圏や中京圏の建設コンサル
タント等へのPRを実施

②目標：サポートデスクによる支
援（相談）件数105件（4か国合計）
　【R7実績：86件（タイ33件、ベト
ナム53件）】
・現地サポートデスク（タイ、ベトナ
ム、フィリピン、インドネシア）を活
用した販路開拓
・インド、台湾の現地アドバイザー
による支援
・インドネシアでの防災セミナー、
商談会の実施

①防災分野の見本市への出展2
回、防災分野のミニ展示商談会
開催3回
・土木技術コーディネーターの訪
問実績（R8.9末時点）
　自治体関係：107件
　建設コンサルタント等：100件
　その他（県内企業等）：49件
・板橋区・高知県合同防災関連製
品展示商談会の開催（7/24）
　参加企業　5社、商談40件

②サポートデスクによる支援（相
談）件数75件
・現地サポートデスク相談実績（8
月末時点）
タイ：12社25件、ベトナム：7社18
件、フィリピン：7社14件、インドネ
シア：6社18件
・インド・台湾現地アドバイザーの
利用実績（9月末時点）
　インド0件、台湾3件（うち県内企
業2件）
・インドネシアで防災・インフラ技
術セミナー及び個別商談会を開
催（9月）　
　参加企業：セミナー、個別商談
会2社

【KPIの達成見込み】
上半期の売上実績を10月末に集
計予定

①
◆土木技術コーディネーターの
ネットワークを活用し、首都圏・中
京圏の自治体や建設コンサルタ
ント等へのアプローチを実施して
おり、見本市やミニ展示商談会で
の商談につながっている
◇コーディネーターの既存ネット
ワークに頼る部分が大きく、新規
訪問先の更なる開拓が必要

②
◆海外現地アドバイザーの利用
は限定的
◇特に、インドに対する県内もの
づくり企業のニーズが乏しい
◇現地サポートデスク等の活用
について、さらなる活用の促進が
必要

①
●首都圏・中京圏で開催される防
災関連展示会等を活用し、新規
訪問先を開拓する。
・見本市：3回
・ミニ展示商談会：1回
○土木技術コーディネーターによ
る自治体・建設コンサルタント等
への訪問・PRを継続するととも
に、県外事務所の再編や高知本
部の機能強化により、防災関連
製品の外商体制を強化する。

②
●インドネシアで9月に実施した
防災・インフラ技術セミナー及び
個別商談会後の商談等の継続的
な支援を行う。
○現地サポートデスク等の利用
状況も踏まえながら、サポートデ
スクの周知や海外で開催される
防災関係見本市の案内を行うこと
により、活用の促進を図る。
○海外現地アドバイザーについて
は廃止を検討
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【商工業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【商工業】産業
振興センター
が支援する企
業の県外売上
高（年間）

1,027億
円
（R4)

1,122億
円

1,318億
円

S
1,318億
円

566.7
億円
（R8.8）

A
1,359
億円

①県外への販
路拡大

②技術の外商
サポートによる
受注拡大

①目標：県外見本市への出展１１
回、県外でのミニ展示商談会開催
7回
　【R7実績：見本市12回、ミニ展7
回】
・土木技術コーディネーターによ
る県内企業の土木技術・工法の
首都圏や中京圏の建設コンサル
タント等へのPRを実施【再掲】

②目標：NPO法人による商談機会
創出：50件
　【R7実績：90件】
・大手企業に幅広いネットワーク
を持つNPO法人と連携し、従来は
アプローチが困難だった新たな顧
客との商談機会を創出

①県外見本市への出展５回、県
外でのミニ展示商談会開催４回
（R8.8末時点※ミニ展9月末）
・見本市への出展（関東３回、関
西2回）、のべ26社、商談720件
・ミニ展示商談会の開催4回（東京
１回、大阪2回、愛知1回）、のべ
33社、商談403件
・土木技術コーディネーターの訪
問実績（R8.9末時点）【再掲】
　自治体関係：107件
　建設コンサルタント等：100件
　その他（県内企業等）：49件

②NPO法人による商談機会創出：
33件(R8.8末時点）
・関東　
　マッチング：県内19社32件
　商談：県内8社9件
　見積り：県内5社5件
・関西
　マッチング：県内31社39件
　商談：県内13社24件
　見積り：県内5社6件

【KPIの達成見込み】
年間目標に対し5カ月で43.0％で
あり、目標を達成する見込み

①【再掲】
◆土木技術コーディネーターの
ネットワークを活用し、首都圏・中
京圏の自治体や建設コンサルタ
ント等へのアプローチを実施して
おり、見本市やミニ展示商談会で
の商談につながっている。
◇コーディネーターの既存ネット
ワークに頼る部分が大きく、新規
訪問先の更なる開拓が必要

②
◆6月にNPO法人と県内企業との
面談を実施し、関東・関西企業と
のマッチングを継続している。
◇ギフト・ノベルティ分野のマッチ
ングについて実績が低い。

①県外への販路拡大
●首都圏・中京圏で開催される防
災関連展示会等に参加し、新規
訪問先を開拓する。【再掲】
・見本市：2回
・ミニ展示商談会：1回
○土木技術コーディネーターによ
る自治体・建設コンサルタント等
への訪問・PRを継続するととも
に、県外事務所の再編や高知本
部の機能強化により、防災関連
製品の外商体制を強化する。【再
掲】

②技術の外商サポートによる受
注拡大
●高知での工場視察につながる
マッチング案件について、成約に
向けた支援を継続する。
○NPO法人を通じたPR・マッチン
グ支援については、ニーズのある
「技術の外商」分野を中心に取り
組む。
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【商工業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【商工業】産業
振興センター
が支援する企
業の海外での
売上高（年間）

55億円
（R4）

61億円 70億円 S 72億円
28.8億
円
（R8.8）

B 75億円

海外への売上
支援

【再掲】
目標：サポートデスクによる支援
（相談）件数105件（4か国合計）
【R7実績：86件（タイ33件、ベトナ
ム53件）】
・現地サポートデスク（タイ、ベトナ
ム、フィリピン、インドネシア）を活
用した販路開拓
・インド、台湾の現地アドバイザー
による支援
・インドネシアでの防災セミナー、
商談会の実施

【再掲】
サポートデスクによる支援（相談）
件数75件
・現地サポートデスク相談実績（8
月末時点）
タイ：12社25件、ベトナム：7社18
件、フィリピン：7社14件、インドネ
シア：6社18件
・インド・台湾現地アドバイザーの
利用実績（9月末時点）
　インド0件、台湾3件（うち県内企
業2件）
・インドネシアで防災・インフラ技
術セミナー及び個別商談会を開
催（9月）　
　参加企業：セミナー、個別商談
会2社

【再掲】
【KPIの達成見込み】
年間目標に対し5カ月で40.0％で
あり、目標達成に向けて取り組ん
でいる

◆海外現地アドバイザーの利用
は限定的
◇特に、インドに対する県内もの
づくり企業のニーズがない
◇現地サポートデスク等の活用
について、さらなる活用の促進が
必要

【再掲】
●インドネシアで防災・インフラ技
術セミナー及び個別商談会を開
催し、その後の商談等の継続的
な支援を行う。
○現地サポートデスク等の利用
状況も踏まえながら、サポートデ
スクの周知や海外で開催される
防災関係見本市の案内を行うこと
により、活用の促進を図る。
○海外現地アドバイザーについて
は廃止を検討

【商工業】経営
計画策定支援
件数（年間）

 917件
（R4）
※コロ
ナ関連
を除くと
734件

829件 794件 Ｂ 857件
513件
(R8.8)

Ｓ 886件

①経営支援機
能の抜本的な強
化

②【拡】経営
パートナーの配
置

①目標：経営指導員の設置基準
の見直しによる人員体制の確保
【R7実績：12人欠員】
・商工会・商工会議所との意見交
換会を実施（8月～12月)
・県内6商工会議所間で開催され
る「事務局長・課長会議」へ参加
（随時）

②目標：伴走支援を実施した事業
者数80者
・経営パートナー委嘱（4月）
・商工会・商工会議所の経営指導
員と連携した伴走支援の実施（通
年）
・ミーティングの開催（随時）

①
・商工会及び商工会議所の経営
指導員等の設置数の定数化を実
施（R6～継続）
・大月町・三原村商工会と広域連
携体制構築についての意見交換
会を実施（8月）
・第5回事務局長・課長会議へ参
加（7月）

②伴走支援を実施した事業者数：
71者（R8.8末時点）
・経営パートナーを4名配置（商工
会地区2名、商工会議所地区2
名）（4月）
・事業者の動向や所得向上補助
金の申請状況などを共有するた
め、ミーティングを開催（7月）

【KPIの達成見込み】
令和8年度高知県所得向上推進
企業等総合支援事業費補助金な
どの申請支援により、目標を達成
する見込み

①
◆人手不足により、募集しても応
募がない状況であるため、設置定
数の充足が困難
◇経営指導員等の業務負荷が高
まり、支援リソースが不足するとと
もに、先輩職員経由のOJTの機
会が減少

②
◆事業者支援を実施するととも
に、経営指導員等に対し現地型
OJTを実施

①
●大月町・三原村商工会におけ
る広域連携体制を構築
○広域連携体制による支援取組
について、横展開を検討

②
●個々の商工会・商工会議所を
超えた指導ノウハウ等の蓄積・共
有の仕組みを検討
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KPI（指標）
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（Ｒ７）
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（Ｒ７）
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標

（Ｒ８）
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※R8.9
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※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【商工業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【商工業】商業
集積地におけ
る営業店舗数
（年間）

4,632店
舗
（R4）

4,600店
舗

4,548店
舗

B
4,600店
舗

   -
R8.11公
表予定

 -
4,600
店舗

①地域商業活
性化支援事業
費補助金

②空き店舗対策

③キャッシュレ
ス決済の普及

①地域商業活性化支援事業費補
助金による支援【R7実績：0件】
・計画策定市町村数
　R8：5市町村
　※R7～累計13市町村

②空き店舗等への出店支援
・中山間地域商業等機能維持支
援事業費補助金、空き店舗対策
事業費補助金の周知（商工団体
への情報提供・移住フェアでの周
知等）

③デジタル地域通貨の普及促進
・地域通貨普及促進事業費補助
金の活用：3団体

①地域商業活性化支援事業費補
助金による支援
・補助金交付先：12市町
・計画策定：4市町（R8.9）（いの
町、高知市、安芸市、土佐町）※
累計12市町

②空き店舗等への出店支援
・中山間地域商業等機能維持支
援事業費補助金交付先：11件
・空き店舗対策事業費補助金交
付先：1件

③デジタル地域通貨の普及促進
・地域通貨普及促進事業費補助
金交付先：2団体（高知信金、香
美市）

【KPIの達成見込み】
・商工会を通じたアンケートにより
営業店舗数を確認予定。（実施
中）

①
◆計画を策定し補助金を活用す
る市町村は拡大している。
◇引き続き未策定市町村へ働き
かける必要がある。

②
◆昨年度と同程度の補助金申請
があり、空き店舗等の活用に寄与
している。

③
◆キャンペーン実施により、デジ
タル地域通貨の加盟店舗数及び
利用者数が順調に拡大している。
◇観光客やインバウンドの誘客
促進に向け、デジタル地域通貨
以外のキャッシュレスを促進する
必要がある。

①
●引き続き、計画未策定の市町
村へ働きかけ、地域商業の活性
化に向けた商工団体等の取組
を、市町村を通じて支援する。
・R8.9～計画策定見込：4市町（大
豊町、土佐清水市、室戸市、東洋
町）※累計16市町

②
●商工会等との連携により、補助
金の活用を促進する。
○2つの補助金を統合し、見直し
を図ることで、より効果的な支援
へつなげる。

③
●地域通貨普及促進事業費補助
金交付予定：１団体（土佐清水
市）
○キャッシュレス決済の一層の普
及促進に向けた取組を検討
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第５期産業振興計画　進捗状況シート【商工業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【商工業】商工
会・商工会議
所におけるデ
ジタル化に関
する指導・相
談件数（年間）

479件
（R4）

720件
（R7）

932件
（R7）

S
800件
（R8）

313件
（R8.8）

A 960件

デジタル化に取
り組む事業者の
量的拡大

目標：商工会・商工会議所におけ
るデジタル化に関する指導・相談
件数800件（年間）【R7実績：932
件】
・経営指導員に対する活動支援
の強化

・ITツール集等を活用し経営指導
の中で啓発活動を実施

・「こうちデジ活アワード」に小規
模事業者等を対象とする部門を
新設し、開催

商工会・商工会議所におけるデジ
タル化に関する指導・相談件数
（年間）：313件（R8.8末時点）

・経営指導員に対する活動支援
の強化（R8.6/16時点）
　商工会連合会による個別支援
件数：5件
　小規模事業者向けセミナー：3回
　経営指導員向けセミナー：4回

・ITツール集を商工会・商工会議
所に配布（4/10）、アンケート通知
（7/3）、アンケート集計（7/24）

・こうちデジ活アワード」のエント
リー企業の募集（6/8～9/11）
（10/28に表彰イベントを開催し、
11月以降に受賞事例の広報によ
る啓発活動を予定）

【KPIの達成見込み】
・313件（R8.8末）と年間751件の
ペースで昨年度の同時期と比較
して減少傾向

◆所得向上総合補助金の公募終
了により相談件数は想定を下
回っているが、決算や確定申告
の時期である1～3月の増加傾向
を踏まえ、目標は達成できる見込
み
◇AI活用に関する指導・相談が
増加してきており、事業者のAI活
用を支援できる経営指導員の育
成が必要

◇ITツール集のアンケート結果よ
り、「数ヶ月に1回程度活用」、「使
う機会がない」との意見が多数。
ツールの紹介だけでなく、効果等
の事例も含めた普及啓発が必要

●引き続き、商工会連合会に「デ
ジタル化支援員」を配置し、経営
指導員の活動を支援
○県内事業者のニーズを踏ま
え、事業者のAI活用を支援する
経営指導員を育成するためのセ
ミナーを開催

○ITツールの紹介については、一
定の役割を終えたと判断し、本年
度で終了。今後はこうちデジ活ア
ワード受賞者の取組事例集の配
布等によるデジタル化の普及啓
発を促進
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強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【商工業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【商工業】産業
振興センター
が支援するデ
ジタル化計画
の策定数（累
計）

90件
（R3～
R5）

150件
（R3～
R7）

167件
（R3～
R7）

S
180件
（R3～
R8）

179件
（R8.8）

A
210件
（R3～
R9）

継続的にデジタ
ル化に取り組む
事業者の支援

目標：産業振興センターが支援す
るデジタル化計画の策定数180件
（R3～R8）【R7実績：167件（R3～
R7）】
①産業振興センターのデジタル化
推進コーディネーターによる事業
者の「デジタル化計画」の策定・
実行を伴走支援

②県内企業の経営課題の解決に
向けた都市部のプロフェッショナ
ル人材の活用ニーズの掘り起こし
や、マッチング支援

産業振興センターが支援するデ
ジタル化計画の策定数（累計）：
179件（R8.8末時点）

①「デジタル化計画」の策定・実
行を伴走支援（通年）
　伴走支援着手件数（累計）：242
件（R3～R8.8末）

②都市部のプロフェッショナル人
材とのマッチング支援
事業者向けプロフェッショナル人
材活用セミナーの開催：1回 （7
月）
高知県地域外プロフェッショナル
人材活用促進事業費助成金によ
る支援：3件（8月末）

【KPIの達成見込み】
・179件（R8.8末）より、R8目標を
達成できる見込み

①
◆年度目標の180件に対し、8月
末で179件（進捗率99.4％）と順調
に推移
◇事業者の伴走支援において、
AI活用を検討する企業が増加
◇事業者の業務課題を把握し、
具体的なAI活用の提案が必要

②
◇プロフェッショナル人材事業
は、国においても副業・兼業人材
の活用を重点的に推進しているこ
とから、副業・兼業人材のさらなる
活用促進が必要

①
●引き続き、産業振興センターの
デジタル化推進コーディネーター
による事業者の「デジタル化計
画」の策定・実行にかかる伴走支
援を実施
○県内事業者のAI活用を促進す
るため、ＡＩ活用の専門家による県
内事業者への支援を実施

②
○常勤雇用人材に係る支援を見
直し、副業・兼業人材の活用支援
を重点化

【商工業】DX
認定企業数
（累計）

7社
（R4～
R5）

14社
（R4～
R7）

14社
（R4～
R7）

A
19社
（R4～
R8）

17社
（R8.8）

S
24社
（R4～
R9）

継続的にデジタ
ル化に取り組む
事業者の支援

目標：DX認定企業数19社（R4～
R8）【R7実績：14社（R4～R7）】
・産業振興センターのDX戦略アド
バイザーを中心とした支援チーム
による事業者のDXへの取組支援

DX認定企業数（累計）：17社
（R8.8末時点）

・事業者のDXへの取組支援
　伴走支援企業（累計）：29社（R6
～R8.8末）

【KPIの達成見込み】
・17社（R8.8末）より、R8目標を達
成できる見込み

◆年度目標の19件に対し、8月末
で17件（進捗率89.5％）と順調に
推移
◇デジタル化の取組をDXへと高
めるためには、産業振興センター
との連携を深めながら、企業内の
推進体制構築や全体最適に向け
た支援が必要

●引き続き、産業振興センターに
配置した「DX戦略アドバイザー」
を中心とした「支援チーム」による
「事業戦略」、「デジタル化計画」
の横断的な実行支援を実施
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【商工業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

高知デジタル
カレッジにお
ける人材育成
者数（累計）

91人
（R4年
度）

累計
200人
（R6～
R7年
度）

累計
337人
（R6～
R7年
度）

Ｓ

累計
440人
（R6～
R8年
度）

累計
367人
（R8.9）

A

累計
550人
(R6～
R9年
度)

高知デジタルカ
レッジにおける
人材の育成

目標：高知デジタルカレッジにお
ける人材育成者数440人（R6～
R8）【R7実績：337人（R6～R7）】

①経営層・デジタル化担当者・一
般社員がそれぞれの立場や役割
に応じて必要となる知識やスキル
の習得につながる講座を開催

②各事業者が広報・PRのデジタ
ル化の具体的な手法を学ぶ講座
とワークショップに加え、希望者に
個別支援を実施

③非IT事業者とIT事業者の間に
立って橋渡しができるスキルを習
得する講座を実施

①企業内のデジタル化担当者向
けの連続講座「企業内DX推進力
向上講座：step3」を開催（10/23
開講）
・受講者数（定員）30人【現在受講
者募集中】

②広報・PRのデジタル化の具体
的な手法を学ぶ「高知デジタル発
信プログラム：SECOND 
CONNECT」を開催（10月下旬、1
月下旬に実施）
・受講者数15人×3地域【現在受
講者募集中】

③非IT事業者とIT事業者の間に
立つ橋渡し人材を育成する「ＤＸ
推進人材育成講座」を開催（8/22
キックオフ実施）
・受講者数：30名

【KPIの達成見込み】
受講者数については、現在募集
中の講座も含め、R8目標を達成
できる見込み

①
◆企業内のデジタル化担当者向
けの連続講座の受講者は現在募
集中で、受講者数が定員に達す
るよう広報活動に注力している。
◇企業内のデジタル化担当者を
対象とした、現場の課題整理から
デジタル化の実践までを総合的
に学ぶ連続講座は過年度からの
継続開催の結果、県内事業者へ
一定普及。一方、事業者の関心
は生成AIの有効活用等の具体策
へと移行している。事業者のニー
ズに即した「生成AI活用を中心と
した講座」等へ講座の再構築が
必要

②
◆広報・PRのデジタル化の具体
的な手法を学ぶ高知デジタル発
信プログラム：SECOND 
CONNECTは現在参加者を募集
中。地元に根ざした委託先の人
脈等により集客目標は達成する
見込み

③
◆非IT事業者とIT事業者の間に
立つ橋渡し人材を育成するＤＸ推
進人材育成講座を8/22開講。
キャリアアップを目指し、転職を希
望する層から高いニーズがあった
ことから、受講者数は目標を達成

①
○企業内のデジタル化担当者向
け連続講座は、来年度は事業者
の抱えている課題を解決するた
め、現場のニーズやトレンドに合
わせた講座内容に変更予定

②
○広報・PRのデジタル化の具体
的な手法を学ぶ講座は、今年度
の実施状況や支援機関等へのヒ
アリング結果から継続予定

③
○非IT事業者とIT事業者の間に
立つ橋渡し人材を育成するＤＸ推
進人材育成講座については、事
業者及び転職を希望する層から
のニーズが高いことから、来年度
も継続予定
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【商工業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【商工業】アド
バイザー及び
公設試の支援
による生産性
向上の成果件
数（在庫削
減、生産量増
加、作業時間
短縮など定量
的な効果があ
るもの）（累
計）

4件
（R4）

21件
（R6～
R7）

27件
（R6～
R7）

Ｓ
32件
（R6～
R8）

28件
（R6～
R8.9）

A
44件
(R6～
R9)

①【拡】生産性
向上推進アドバ
イザー（サポー
ター）等による
支援

②スマートもの
づくり導入支援
事業による技術
支援

①目標：生産性向上アドバイザー
（サポーター）による訪問企業数：
200件
【R7実績：183件】
・生産性向上支援センター（国）の
取組と連動した、製造業の生産性
向上に向けた企業支援

②目標：スマートものづくり導入支
援事業による定量的成果3件
　【R7実績：4件】
・セミナーの開催（4回）
・ハンズオン研修の開催（3回）
・企業の現場課題を、ロボット・
AI・IoT等のデジタル技術で解決
する取組を支援

①生産性向上アドバイザー（サ
ポーター）による訪問件数：73件
（R8.8末時点）
・ほぼ計画通りの企業訪問を実施
している。

②スマートものづくり導入支援事
業による定量的成果：１件（R8.9
末時点）
・セミナーの開催：2回、32名参加
・デジタルツールの導入：実績　　 
１件、実証中１件

【KPIの達成見込み】
目標達成に向けて企業の掘り起
こしが進んでいる。
①
◆生産性向上アドバイザー（サ
ポーター）の企業訪問件数は順
調に推移
◇訪問企業に固定化がみられる
ため、取組の横展開が必要

②
◆セミナーや研修を契機として導
入につながる案件を発掘している
が、導入を希望する企業が少な
い。
◇現在実施している普及啓発型
の一般的なセミナーでは案件の
発掘につながりにくい。

①
●支援先企業の掘り起こしも含め
たセミナーの開催（主催：生産性
向上センター）
●取組の拡大に向け、産業振興
センター、生産性向上支援セン
ターとの連携強化（定例会の開催
等）を検討

②
●生産性向上支援センターとの
連携強化により企業の掘り起こし
を進める。
○デジタルツールの導入に直結
する内容の実践的なハンズオン
研修へシフトする。

【商工業】高知
県事業承継
ネットワークに
よる第三者承
継のマッチン
グ件数（年間）

51件
（R4）

100件 72件 C 100件
41件
(R8.9）

Ｃ 100件

①【拡】地域の
支援機関の連
携体制の強化
（定例会、勉強
会の開催）

②【新】買い手
の増加に向けた
取組

①目標：2地区での支援体制の構
築【R7実績：4地区】
・2地区において定例会実施（5月
～1月）
・県内支援機関の意識醸成・支援
向上に向け6ブロックで勉強会を
実施（5月～9月)

②目標：プラットフォーム掲載30件
・民間M&Aプラットフォームを活用
した売り手情報の発信（6月～3
月）
・マッチングイベント（オンライン、
現地継業ツアー）の実施（8月～
12月）

①支援体制の構築（3地区：安芸
市、中芸地区、四万十市）
・安芸市・中芸地区で定例会を開
催（5月）
（安芸市）
　事業者アンケートによる実態調
査を実施(8～9月)
（中芸地区、四万十市）
　四国経済産業局「支援体制構
築に向けた実証事業」にエント
リー。事業者アンケートによる実
態調査を実施(8月下旬～9月）
・勉強会の開催
　県内6ブロック実施済（5～9月）　
参加者176名

②掲載数：20件（R8.9末時点）
・県特設ページ「relay the rocal 
高知県」を開設（6月）
・マッチングイベントの実施を調整
中

【KPIの達成見込み】
①②に加え補助金、給付金の活
用促進を図るが目標達成は困
難。

①
◆支援体制構築の３地区におい
て、地域の事業者の実態把握調
査を調整中
◇勉強会のグループワークでは
支援機関が地域ごとに課題、支
援策等を検討したが、具体的なア
クションに結びつける必要があ
る。

②
◆サイトの発信から時間が経過し
ていない。
◇発信強化、オープンネーム許
諾事業者の掘り起こし
情報発信やイベントの実施により
買い手の確保を行う。

①
●安芸市
　アンケート結果を基に支援検討
に向け定例会を適宜開催（11～1
月）
●中芸地区、四万十市
　調査内容を分析し検討会を実
施（10～12月）
　成果報告会の開催（12～1月）
○3地区による取組事例につい
て、横展開を検討。
○地域連携を活かした支援の加
速、プラットフォームの活用促進
に向け、事業者へのプッシュ型支
援（広報等によるニーズの掘り起
こし）を検討。

②
●県内外の買い手に対して情報
発信やイベントにより成約を促進
する。
・オンラインイベント1回目（10～
11月）
・現地継業ツアー(12～1月)
・オンラインイベント2回目(1～2
月）

38



KPI（指標）
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強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【商工業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

県内で就労す
る「技能実習」
及び「特定技
能」の外国人
労働者数（年

間）

3,059人
（R5年
度）

3,531人 4,226人 Ｓ 4,400人
-
R8.10公
表予定

-
4,800
人

①【新】人材送り
出し有望国・地
域における県の
PR 

②【新】各産業
分野のキーパー
ソンとの連携に
よる受入強化

③【新】初めて外
国人材を雇用す
る事業者等への
支援

④【新】入国後
講習施設整備
の支援

⑤【拡】高度外
国人材の雇用
促進

①
・動画（海外と県内事業者向け）
や看板の制作（海外に設置）
・海外のインフルエンサーや県内
で活躍する外国人材による県の
PR（SNSでの情報発信）

②各産業分野の受入れに係る団
体やキーパーソンの派遣による
海外での県のPRと、県内での事
業者説明会開催

③技能実習生・特定技能外国人
を受入れる事業者への補助（技
能実習等受入支援事業費補助
金）

④目標：R9.4開校
入国後講習施設を整備する事業
者への補助（技能実習生講習施
設整備事業費補助金）

⑤
・留学生等を対象にした合同企業
説明会や企業との交流ツアーの
開催
・県内大学の協定締結大学等か
らのインターンシップの促進(高度
外国人材雇用促進事業費補助
金）

①
・インド・ナガランド州に県のPR看
板を設置（106ヶ所）
・海外関係者及び県内事業者向
け動画を製作（R9.1完成予定）
・ナガランド州のインフルエンサー
（フォロワー数11万4千人）招聘
（R8.9）
・県内で働くナガランド人材による
SNSでの発信（10件投稿）

②インド4名、インドネシア2名派
遣
工業会総会（8/20）や県観光
議員連盟（8/17）、高知県トラック
協会セミナー（8/26）、地域医療
連携セミナー（9/11）での事例発
表

③補助金交付決定
技能実習：15人、特定技能：8人

④補助金交付決定(R8.6)
住民説明会6回開催(R8.6～9)
陳情書への回答・意見交換(R8.6)

⑤
・合同企業説明会（10/23開催）
・企業との交流ツアー（2回）
10/27四万十町（四万十農産、
(株)あさの）
11/24室戸市（ﾀﾞｲﾄﾞｰ・ﾀｹﾅｶ
ﾋﾞﾊﾞﾚｯｼﾞ(株)赤穂化成(株)）
・高知大留学生との就職懇談会
（11月開催予定）
・インターンシップにかかる補助金
交付決定（7件13人）

【KPIの達成見込み】
県内事業者の外国人材に対する
ニーズは高いことが窺われ、目標
を達成する見込み

④
◇今後は住民やＰＴＡの代表者等
との意見交換を継続するための
連絡協議会を設立（10/8）

①
●○作成した動画をMOU締結地
域の現地送り出し機関等と共有
し、活用を促進

②
●○キーパーソンによる事例発
表を業界団体の総会等で随時開
催

③
○事業者のニーズ及び課題を踏
まえ、補助メニューを検討
（住宅整備、育成就労制度におけ
る日本語教育への支援）

④
○整備後の入国後講習施設の利
用促進
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（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【商工業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

ワークライフ
バランス推進
延べ認証企業
数（累計）

632社
（H19～
R4)

1,010社 1,010社 A 1,240社 1,163社 A

1,300
社
（H19
～R9)

ワーク・ライフ・
バランス推進事
業

①目標：ワークライフバランス推
進延べ認証企業数1,150社【R7実
績：1,010社】

・関係部局と連携した制度の普及
（認証を補助金の交付要件に設
定）

・WLB推進アドバイザーによる支
援の強化（アドバイザーの増員9
名→10名）

・女性特有の健康課題への対応
（認証要件化）

・認証取得の新たなメリットを設定
し、制度の普及を図った(高知県
求人情報発信等支援事業費補助
金（交付要件）、所得向上推進企
業等総合支援事業費補助金（加
点措置）)

・WLB推進アドバイザーによる企
業訪問件数（R7.8現在467件→
R8.8現在697件）

・女性活躍推進部門において、女
性特有の健康課題への対応を必
須項目として追加（R8.4～）

【KPIの達成見込み】
R8.9.1付けで達成（1,163社）。R8
のKPIを上方修正

◆認証取得の新たなメリットが追
加されたことにより、新規申請が
増加（R7.9時点29社→R8.9時点
70社）

◆従業員数が少ない事業所ほど
認証割合が低い。（300人以上
78％、10～49人12％）

◆入札参加資格審査における加
点措置が設けられている建設業
の認証割合16.2％に対し、その他
の業種は10％に満たない状況
（全業種平均3.4％、卸売・小売
1.0％、医療・福祉3.4％）

◇認証割合が低い層を中心に制
度の周知を図る必要がある。

●○引き続き、電話等による、制
度の周知を行い、認証取得を促
す。
特に、取組の遅れている従業員
数10～49人の企業や、男性育休
推進企業に占める割合は高いが
ワークライフバランス推進企業認
証の認証割合は低い、卸売・小
売、医療・福祉を中心にアプロー
チを行う。
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評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【商工業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

働き方改革に
取り組む企業
（従業員5人以
上）の割合（年
間）

52.9%
（R5)

59% 58.5% Ｂ 62% － － 65%

働き方改革推進
事業

①目標：働き方改革に取り組む企
業（従業員5人以上）の割合62％
【R7実績：58.5％】

・経営者層の意識を醸成するため
のセミナーの開催（6，11月）:各回
150名

・働き方改革コンサルタントによる
伴走支援の実施：20社

・KOCHI Work Style Awardの開催
によるモデル事例の創出と横展
開（1月）

・働き方改革コンサルタントの支
援スキル向上

・男性育休等の休暇を取得しやす
い環境を整備するための業務属
人化解消研修の開催：事例紹介
30社、基礎編30社、実践編10社

・給与・人事評価制度の導入を促
進するための基本研修の開催：
30社

・高知市、働き方改革推進セン
ターと連携した法改正周知

・働き方改革トップセミナー（6/5：
115社148名）

・働き方改革コンサルタントによる
伴走支援（6月～１月うち6ヶ月間：
20社）

・働き方改革コンサルタントフォ
ローアップ研修の開催（5/13：12
名、6/3：26名）

・業務属人化解消研修の開催
　事例紹介（6/11：17社22名）
　基礎編（6/24：15社22名）
　実践編（8/4：11社、9/10：12社）

・給与・人事評価制度の基本を学
ぶ研修（7/28：51社56人）

・カスタマーハラスメント対策セミ
ナーの開催（7/21：90社132名）

【KPIの達成見込み】
隔年調査のため、実績はR9年秋
頃判明

◆従業員数50人未満の事業所の
働き方改革の取組状況が平均を
下回っている。（R7実績 全企業平
均58.5％、50人未満55.1％）

◇小規模事業者が働き方改革に
取り組まない理由（上位４位）
現状で問題がない57.2％、業務多
忙により対応困難：29％、取組を
推進する人材が不足している：
19.3％、取組方法が分からない：
6.5％

◆KOCHI Work Style Awardの受
賞企業が固定化しつつある。

◇働き方改革コンサルタントによ
る伴走支援を受けた企業のみを
選考の対象としている。

○官民連携の支援体制を構築
し、取組の遅れがみられる小規模
事業者を中心にきめ細かく支援

●KOCHI Work Style Awardのス
キームの見直し（一般公募の実
施、審査基準の変更）
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第５期産業振興計画　進捗状況シート【観光】

KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

【観光】県外観
光客人泊数

426.6万
人泊
（R4）

552.9万
人泊

509.3万
人泊

Ｂ
552.6万
人泊

―
(R9.6把
握予定)

―
563.9
万人泊

【観光】観光総
消費額

966億
円
（R4）

1,338億
円

1,381億
円

Ａ
1,463億
円

―
(R9.4把
握予定)

―
1,527
億円

【観光】中核と
なる観光施設
(14施設)の入
込数(年間)

 209.1
万人
（R4）

248.1万
人
（R7）

261.2万
人
（R7）

Ａ
261.0万
人（R8）

145.2万
人
（R8.7
月）

B
273.9
万人
（R9）

地域内での周
遊・滞在の促進

目標：補助事業（観光振興推進総
合支援事業費補助金）による支
援16件（要望時点）
【R7実績：17件】
・交付申請の受付（通年）
・各市町村の課題解決に向けた
事業ヒアリング（通年）

・補助金交付決定件数（R8.9月末
時点）：７件
・交付申請受付（通年）
・各市町村個別ヒアの実施（通
年）
・フォローアップ調査の実施（４
月）

【KPIの達成見込み】
R8.1～7月の実績でKPIの約
55.6％を達成。この状況のまま推
移すればKPIの95%程になる見込
◆市町村からの要望の取り消し
や追加があったため、現時点で
は、15件の支援となる見込み。
◇市町村が事業化できなかった
ため。

●市町村へ来年度事業のヒアリ
ングを行い、ニーズに応じた事業
強化を図る。
○フォローアップ調査を通じて事
業の成果を把握し、課題に応じた
支援を行う。また、大河ドラマ
「ジョン万」の放送に向けて、さら
なる施設の磨き上げやコンテンツ
の強化を図る。

【観光】１旅行
当たりの県内
平均立寄数
(年間)

 2.5件
（R4）

2.8件
(R7)

2.6件
（R7）

-
3.0件
(R8)

　－
把握予
定:R9.1
0月

－
3.2件
（R9）

地域内での周
遊・滞在の促進

目標：補助事業（周遊促進・滞在
延長支援事業費補助金）による
支援17件（要望時点）
【R7実績：19件】
・交付申請の受付（通年）
・各市町村の周遊促進に向けた
事業ヒアリング（通年）

・補助金交付決定件数（R8.9月末
時点）：14件
・交付申請受付（通年）
・各市町村個別ヒアの実施（通
年）

【KPIの達成見込み】
R9.10に把握予定
◆市町村からの要望の取り消し
や追加があったため、現時点で
は、19件の支援となる見込み。
◇新規イベントの要望や大河ドラ
マ「ジョン万」放送の決定により、
周遊企画を追加で行う市町村が
あったため。

●市町村へ来年度事業のヒアリ
ングを行い、ニーズに応じた事業
強化を図る。
○大河ドラマ「ジョン万」の放送に
向けて、さらなる周遊促進に取り
組む。

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【観光】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【観光】県外観
光客入込数
(年間)

 370万
人
（R4）

470万
人

457万
人

Ｂ
465万
人

―
(R9.2把
握予定)

―
470万
人
（R9）

旅行会社向け
のセールス活動

目標：観光説明会の開催6回【R7
実績6回】
　上期：東京、広島、福岡
　下期：東京、大阪、名古屋

・旅行会社向けの観光説明会を
半期毎に開催。上期は東京
（4/21）、広島（5/18）、福岡
（6/24）で開催した。
・旅行会社からのべ計44社199名
（東京：19社103名、広島：13社43
名、福岡：12社53名）が参加

【KPIの達成見込み】
R9.2に把握予定
◆様々な旅行ツアーを企画する
担当者が参加しているため、より
きめ細やかな情報提供ができる
余地がある。
◇旅行会社のツアー商品造成に
際してより有用な情報が提供でき
るよう、コンベンション協会と連携
してプレゼン資料の改善を継続し
ていくことが必要

●下半期は、東京（9/10）、大阪
（9/2）、名古屋（10/29）で開催予
定。大河ドラマ「ジョン万」に向け
た県の取り組みの方向性や最新
の施設整備状況、体験プログラム
など、旅行会社が求める情報に
ついて広く周知を行う。
○大河ドラマ「ジョン万」の放送開
始に向けた受入環境の整備状況
や特別感のあるイベント情報など
について周知を行う。

【観光】スポー
ツによる県外
からの入込客
数（年間）

53,161
人
（R4）

90,000
人

99,271
人

S
105,000
人

45,610
人

A
12万人
（R9）

（４）スポーツを
通じた誘客の促
進
①新県民体育
館の整備を見据
えた取組

②プロ・アマチュ
アスポーツの大
会・合宿等の誘
致

③地元プロス
ポーツチームと
の誘客促進に
向けた連携

（４）目標：105,000人【R7実績 
99,271人】※暦年

①
若年層の誘客促進につながる屋
内競技のプロスポーツ大会等の
誘致を推進

②
県内プロスポーツの支援やプロ・
アマスポーツ合宿の受入等の拡
大に向けた環境整備を推進

③
ホーム戦観戦に係る新規顧客獲
得に向け、来場のきっかけとなる
取組を強化

（４）現状値：45,610人（R8.9月末
時点）※暦年

①
・Bﾘｰｸﾞｴｷｼﾋﾞｼｮﾝｹﾞｰﾑ(9/5)
　バスケ教室(9/4, 93名)
・SVﾘｰｸﾞﾌﾟﾚｼｰｽﾞﾝﾏｯﾁ(9/23)
　バレー教室(9/23, 93名)
②
<プロスポーツ>
・春季キャンプ(野球・サッカー共
に3チーム)
・プロ野球オープン戦(3/7,8)
<アマスポーツ>
・高知県スポーツ合宿ワンストッ
プ窓口対応件数8件:292名 2,314
人泊　※8末時点
・「ぐるっと高知サイクリングスタン
プラリー」の実施（1/23～3/20, 
185人)
・高知龍馬マラソン2026の開催
（2/15 フルエントリー:11,327人)
③
・阪神タイガース、高知ファイティ
ングドッグス交流イベント（４/23）
・高知USC高知県冠試合（5/17）

【KPI達成見込み】
県外からの入込客数は、前年同
月比の98％で推移。
①
◆B2,009名、SV2,006名の集客

②
◆プロ大会・キャンプ(県内プロB・
SV除く) 11,848人、アマ合宿 
4,534人、アマ大会等 21,311人。
◇全体で増加しているが、プロ
サッカーキャンプの来高数減少
（▲2チーム）により観客数減。ま
た、施設整備が不十分で、希望
団体全ての受入れが困難。
サイクリングは、動向調査等によ
り、県内のサイクルツーリズム推
進に向けた取組強化が必要。

③
◆県内プロスポーツ 6,820人(R7
同期間比-4,244人）
◇R7年はルヴァンカップにより入
込数が大きく単純比較はできない
が、ホーム戦の新規観戦者獲得
に向けた取組強化が必要。

①
●○新体育館の活用を見据え、
屋内プロスポーツチームの大会
等の誘致を継続。

②
●春野（球技場）へ新規養生シー
トを導入し、キャンプ受入れキャ
パの増加を目指す。
●スタンプラリーや動向調査を実
施し、サイクルツーリズム推進に
向けた新たな取組を検討する。
○ｻｲｸﾙﾂｰﾘｽﾞﾑ四国推進協議会
10周年記念ｲﾍﾞﾝﾄ実施を検討。
龍馬ﾏﾗｿﾝを持続可能な形で実施
するため、必要な予算確保に取り
組み、受入定員増を目指す。

③
●地元ﾌﾟﾛｽﾎﾟｰﾂﾁｰﾑや県内大型
ｽﾎﾟｰﾂｲﾍﾞﾝﾄの連携による相互送
客の促進。
○高知USCの財政・運営面の安
定化支援を継続。
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【観光】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【観光】観光満
足度調査にお
ける「大変良
い」「良い」の
割合の増加
（年
間）【観光施
設】）

86％
（R4）

87.7% 89.5% Ａ 87.9%

―
(R9.10
把握予

定)

―
 88%
（R9）

【観光】観光満
足度調査にお
ける「大変良
い」「良い」の
割合の増加
（年
間）【宿泊施
設】）

80％
（R4）

83.0% 82.1% Ｂ 84.0%

―
(R9.10
把握予

定)

―
 85%
（R9）

①バリアフリー
観光相談窓口
の設置

②県民運動の
強化

③観光関連施
設の「Wi-Fi、ト
イレ、キャッシュ
レス、多言語対
応」の受入環境
整備を推進

①目標
・バリアフリー観光相談窓口の相
談件数180件【R7実績185件】
・特設Webサイトでの情報発信
120千PV【R7実績109千PV】

②目標：
・おもてなし県民表彰の実施（9月
～）【R7実績 表彰数3団体】
・おもてなし一斉清掃等の実施（9
月～）【R7実績 30市町村2,604
人）
③目標：補助事業（観光振興推進
総合支援事業費補助金）による
支援16件【R7実績：17件】
・交付申請の受付（通年）
・各市町村の課題解決に向けた
事業ヒアリング（通年）

①
・バリアフリー観光相談窓口の相
談件数142件（R8.9末時点）
・特設Webサイトでの情報発信58
千PV（R8.9末時点）

②
・おもてなし県民表彰は未実施
・おもてなし一斉清掃は各市町村
で実施。高知市中心部は10/20実
施に向けて参加者の募集中。

③
・補助金交付決定件数（R8.9月末
時点）：７件
・交付申請受付（通年）
・各市町村個別ヒアの実施（通
年）
・フォローアップ調査の実施（４
月）

【KPIの達成見込み】
R9.10に把握予定
①
◆バリアフリー観光相談窓口につ
いては、6ヵ月間での達成度が
79％であり、目標を達成する見込
み。
◆特設Webサイトについては、6ヵ
月間の達成度が48％であり、現
状の増加推移では目標未達とな
る。
◇当初計画時に、よさこい高知文
化祭と連動したPV数の増加を見
込んでいたことが要因。

②
◆実施後検討
◇実施後検討

③
◆要望の取り消しや追加があっ
たため、現時点では、15件の支援
となる見込み。
◇市町村が事業化できなかった
ため。

①
●バリアフリー観光相談窓口につ
いては、引き続き丁寧な対応とス
キルアップに努め、リピーター化
を図る。
○窓口の県外への広報を強化す
る。
●特設Webサイトはよさこい高知
文化祭と連動した広報を強化（文
化祭HPやトイレマップ等への掲
載）する。
○季節に合わせて、バリアフリー
な観光施設を紹介するページを
作成し、SNSで発信する。
②
●文化祭関連イベントにて、おも
てなしの取組の周知を図る。
○県内全域でおもてなし活動に取
り組んでもらうキャンペーンを展
開する。
③
●市町村へ来年度事業のヒアリ
ングを行い、各市町村のニーズに
応じた事業強化を図る。
○フォローアップ調査を通じて事
業の成果を把握し、課題に応じた
支援を行う。また、大河ドラマ
「ジョン万」の放送に向けて、引き
続き受入環境整備に取り組む。
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【観光】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【観光】観光庁
「宿泊旅行統
計調査」外国
人延べ宿泊者
（年間）

9,890人
泊
（R4）

14万人
泊

14万人
泊

A
15.5万
人

―
(R9.6把
握予定)

―
17万人
泊
（R9）

①台湾航路の
定着に向けた取
組

②韓国航路の
誘致に向けた取
組

①目標：台湾定期チャーター便の
搭乗率：80％以上の維持
<旅行・航空会社へのセールス>
・現地営業レップ（通年）
・現地商談会（7月、2月）
・副知事トップセールス（7月）
＜プロモーション＞
・旅行会社連携事業（通年）
　⇒SNS、広告、旅行博等
・航空会社連携事業（通年）
　⇒広告、イベント等
・情報発信事業（7月～）
　⇒SNS、インフルエンサー等
・他県連携（岡山県）
　⇒モデルルート、広告
②　韓国航路誘致
＜セールス＞
・航空・旅行会社（通年）
・現地商談会（9/14）
＜チャーター便＞
・Ｒ９.３実施（２ｗａｙ）
＜プロモーション＞
・モニターツアー（５回）
・旅行博等出展（５回）
・ＦＡＭ、マスコミ連携（３回）
・ＪＮＴＯ、クレア事業（２回）
・SNS情報発信（通年）　等

①　台湾定期チャーター便の搭乗
率：93％（7月末時点）
＜セールス＞
・レップ（38社※8月末時点）
・商談会（7/14：県内10社、台湾
108社、2月合同商談会）
・トップセールス（7/14、8/31）
＜プロモーション＞
・就航３周年記念メディア発表
　会（7/14：29社、掲載数20件）
・旅行博出展(3回)(4,5,11月予定)
・龍馬と土佐酒イベント（7/30：参
加者98名）
・岡山連携（11月発信予定）

②　韓国航路誘致
＜セールス＞
・航空・旅行会社（17社※8月末時
点）
・商談会(県内25社、韓国30社)
＜チャーター便＞
・Ｒ9.3実施（3/20予定 2way）
＜プロモーション＞
・モニターツアー（７.10月 他）
・旅行博等出展（5,7,10,11月）
・ＪＮＴＯ連携ファム（6月）
・クレア連携ｲﾝﾌﾙｴﾝｻ-（８月）
・ゴルフファム・セミナー（８月）
・インフルエンサー10人（10月）
・SNS情報発信（通年）　等

【KPIの達成見込み】
・R8.1～5月実績は前年比135%
・この状況のまま推移すれば、
　R9年は19万人泊の見込
①　台湾定期チャーター便
◆ R8年の搭乗率は93％と目標を
上回る。
・要因は、旅行会社との連携事業
の成果があげられる。
・課題は、増加するＦＩＴ（個人旅行
者）の確保に向けたプロモーショ
ンの強化。

②　韓国航路誘致
◆　チャーター便から実施し、実
績を積み上げながら航路誘致を
継続
・航路誘致は、イラン情勢の影響
を受ける
◆　R8.1-5の韓国からの延べ宿
泊者数は前年比230%と国別では
最大の伸び率。
・要因としては、各プロモーション
の効果もあり、旅行会社や個人客
の間で本県の知名度が少しづつ
浸透

①
●現地旅行会社や航空会社と連
携したプロモーションの実施
●他県と連携した個人旅行者向
けの広域モデルルートの造成・発
信
〇定期便化を見据えＦＩＴ向けのプ
ロモーションを強化

②
●航路誘致に向け、航空・旅行会
社との交渉継続。
●チャーター便の実施に向け　旅
行会社との連携強化
●韓国での本県の知名度や誘客
アップに向け、プロモーションを実
施
〇航路誘致に向けた交渉継続、
チャーター実施
○知名度・誘客アップに向けたプ
ロモーションの大幅な強化
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【観光】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【観光】外国人
県内消費額
(年間)

3億円
（R4）

49億円 37億円 C 52億円
―

(R9.8把
握予定)

―
57億円
（R9）

①多言語・
キャッシュレス
化の促進による
消費拡大に向け
た取組

②地域通訳案
内士の育成

①目標：受入環境整備対応事業
者数：30社以上（R7以降累計70
社）
・個別支援（通年）
・セミナー（実地９月,オンライン10
月）

②目標：登録者数20名
・育成研修（10～２月）
・フォローアップ研修（２回）
・旅行会社とのマッチング（1回）

①受入環境整備対応事業者数：
33社（R7以降累計56社　※8月末
時点）
・個別支援（41件33社※8月末時
点）
・実地セミナー：9/11
・オンラインセミナー：9/25
・アーカイブ（9/25～）
②登録者数20名
・研修（10/17～1/24）
・,口述試験（1/31予定）
・フォローアップ（10月、２月）
・旅行会社とのマッチング（２月）

【KPIの達成見込み】
各事業の実施により県内の受入
環境整備を促進し、外国人県内
消費額の目標達成を見込む。
①
◆実施後検討
◇実施後検討

②
◆実施後検討
◇実施後検討

①
●実施後検討
〇観光関連事業者のインバウン
ド受入環境整備を促進するセミ
ナー及び個別支援を実施するとと
もに、商品やメニューの磨き上げ
の支援を行う

②
●実施後検討
〇地域通訳案内士の資格取得者
が、実践の場へ踏み出すための
支援を行う

【観光】県内全
産業平均と比
較した宿泊業
の所定内給与
額の水準（年
間）

84.8％
（R4）

87.8% 84.2% Ｂ 88.8%
―

(R9.6把
握予定)

―
 90%
（R9）

①宿泊施設にお
ける食キャン
ペーン

②平日宿泊促
進キャンペーン
の実施

①目標：参画宿泊施設20施設
・テーマ食材選定会議(4月)
・旅館組合総会等で周知(5月)
・キャンペーン開始(12月)

② 目標：参画施設100施設
・事業内容の検討(4月)
・参画募集(6～8月)
・キャンペーン開始(10月)

①参画宿泊施設
　28施設
・テーマ食材選定会議(4/8)
・旅館組合総会等で周知(4/24、
5/13、5/27)
・特設サイト公開（9/18）
・キャンペーン開始(10/23)

②参画施設
　95施設
・事業内容の検討(5月)
・参画募集(7～8月)
・特設サイト公開（10/16予定）
・キャンペーン開始(10/26)

【KPIの達成見込み】
R9.6把握予定
①
◆参画宿泊施設は23施設となり、
現時点で目標を達成。
◇旅館組合や委託業者と連携し
ながら事業を進め目標に到達。新
規キャンペーンのため特に県外
への周知の強化が必要。

②
◆昨年度に比べ宿泊施設の参画
が少なく、目標の達成に至ってい
ない。
◇昨年度の参画施設への声かけ
など参画施設の増に向けた取組
が必要。

①
●特設サイトなどを活用し、キャ
ンペーンの周知を図る。来年度の
キャンペーンに向けた検討を進め
る。
○今年度のキャンペーンを踏ま
え、来年度の閑散期に２度キャン
ペーンを実施予定。
②
●旅館ホテルが実施している平
日の宿泊プラン等をとりまとめ、
一体となって情報発信を行い、
キャンペーンの盛り上がりを醸成
する。
○キャンペーンは廃止し、ジョン
万博の盛り上がりに向けた検討を
進める。
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第５期産業振興計画　進捗状況シート【その他の分野】

KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

【保健医療】オ
ンライン診療
体制が構築さ
れている市町
村数

7市町
村
(R5.9）

23市町
村

14市町
村

D
31市町
村

27市町
村

Ｂ
34市町
村

①オンライン診
療推進事業費
補助金

②デジタルヘル
スコーディネート
事業等によるオ
ンライン診療導
入支援

①
・オンライン診療に必要な機器の
整備や看護師派遣に係る経費の
支援（通年）

②
・医療機関へのオンライン診療導
入の提案、伴走支援

①
・機器整備費用の支援1件、看護
師派遣費用の支援3件（9月時点）

②
・医療機関への提案3件、伴走支
援1件（9月時点）

【KPIの達成見込み】
徐々に取組が進んでいるが、R8
目標は未達となる見込み

①
◆補助金はオンライン診療を導
入する医療機関のコスト負担を軽
減し、導入の後押しとなっている。
◇オンライン診療を導入する際の
機器等のコスト負担が課題で、引
き続き財政支援が必要。

②
◆デジタルヘルスコーディネー
ターによる提案や伴走支援の結
果、オンライン診療を導入する医
療機関は徐々に増加している。
◇将来的な必要性は認識しつつ
も、インセンティブ（診療報酬等）
が少なく、患者側のニーズも低い
ことから、現時点では実施に消極
的な医療機関が多い。

①
●○将来的な医療提供体制の確
保に向け、オンライン診療を導入
する医療機関等に対し、機器整
備や看護師派遣に係る経費を支
援。

②
●○オンライン診療の体制が構
築できていない市町村や近隣地
域の医療機関に対し、デジタルヘ
ルスコーディネーターによる提案・
支援を実施。

【保健医療】職
場環境改善等
に取り組む医
療機関数

46病院
(R4)

80病院
74病院 B 82病院 83病院 83病院

90病院
以上

看護管理者研
修事業（3箇年
計画最終年）

・認定看護管理者不在医療機関
等を対象とする研修の開催(目標
30医療機関）

・看護協会地区支部会でのPR、
医療機関へのパンフレット配布

【参加施設数】
・新規11医療機関（R8．8末時点）
・新規受講者17名

【KPIの達成見込み】
◆研修参加医療機関は増加して
いるものの、目標数には達してい
ない。
◇看護管理者の業務が多忙、研
修参加についての職場の理解が
十分でないなど、研修に参加する
ことが難しい状況の医療機関が
ある。
◇参加医療機関の継続的な取組
のフォローや不参加の医療機関
における取組実施の後押しが必
要。

●R7年度研修受講者の実践報告
会（9/29）を実施し、県内アドバイ
ザー等でフォローアップ。
○R8年度研修受講者へのフォ
ローアップ（実践報告会に向けた
フォロー）。
○職場環境改善に向けて、研修
受講者が実践した取組の好事
例、成功例を事例集にまとめ、共
有することで、医療機関の自主的
な取組を後押しする。

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【その他の分野】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【保健医療】県
内看護師等学
校養成所卒業
者の県内就職
率

78.7%
（R4）

80%
78.1％
（R6）

B 80%
74.3%
(R7)

B
85％以
上

①看護職員志
望者の確保（看
護学生確保に
向けた説明会等
の開催）

②県内就職の
促進（バスツ
アー）

③進学ガイド
ブック/就職ガイ
ドブックの作成

④看護学校にお
ける指導困難事
例への対応研
修

⑤UIターン層向
けの情報発信

①看護職員志望者の確保
・高等学校での進学、奨学金制度
説明会の開催
・看護フェア開催
・ふれあい看護体験の実施

②県内就職の促進
・県内病院を巡るバスツアーの実
施

③進学ガイドブック・就職ガイド
ブックの作成、配布

④看護学校における指導困難事
例への対応研修

⑤UIターン層向けの情報発信

①看護職員志望者の確保
・高等学校で進学、奨学金制度説
明会を開催（5/11～7/15、19校
参加）
・看護フェア開催（5/17、22校112
人参加）
・ふれあい看護体験の実施（44病
院で合計277人体験）
・看護師等の医療従事者の仕事
に関心を持ってもらうための動画
を作成

②県内就職の促進
・バスツアー（R9.2月実施予定）参
加病院：15病院

③進学ガイドブック：4月作成、5月
配布、就職ガイドブック：8月作
成、配布

④看護学校における指導困難事
例への対応研修
（8/29、35名参加）

⑤UIターン層向けの情報発信（UI
ターンサポートセンターとの連携）
・高知くらしフェア（大阪・東京）で
の看護職のPRや東部看護学校
のチラシ配布

【KPIの達成見込み】
・県内看護師等学校養成所卒業
者の県内就職率は、74.3%と横ば
いであり目標は未達成。過去の
推移から、目標値の検証が必要。

①看護職員志望者の確保
◆看護師養成所の定員充足率が
68.6%と横ばい。
◇高等学校に出向き看護職員の
魅力や進学に関する説明を行っ
ているが、医療従事者になりたい
と漠然と希望している学生にはア
クションが起こせていない。

②県内就職の促進（バスツアー）
◆昨年度の取組は学生、学校共
に好評であったが、初回というこ
ともあり受入れる病院側の体制
（ツアー内容）にばらつきが見られ
た。

④看護学校における指導困難事
例への対応研修
◆看護師を希望し、入学した学生
が、様々な理由で躓き、退学する
ケースがある。
◇学生個々の問題、教員の対応
に問題があるなど課題が多様
化。現在の学生気質に合った指
導、アプローチが十分でない可能
性がある。

⑤UIターン層向けの情報発信
◆UIターンサポートセンターを経
由した東部看護学校への進学希
望者は現時点では不在。
◇より多くの方に関心を持ってい
ただけるよう継続的な情報発信に
取り組むことが必要。

①看護職員志望者の確保
●○医療職に興味のある学生に
看護の魅力等が伝わるように、説
明内容や媒体の工夫を行う。⇒
動画の活用

②県内就職の促進（バスツアー）
●受け入れる病院での説明や見
学等の内容に差が生じないよう
に、マニュアルを作成。学生に対
して学んで欲しい内容を書面で示
し、学びのばらつきを防ぐ。

④看護学校における指導困難事
例への対応研修
●今年度の研修成果を踏まえて
次年度以降の対応を検討
・個別の学校単位での研修実施
（講師派遣）など

⑤UIターン層向けの情報発信
●引き続きUIターンサポートセン
ターと連携して県外者向けの広報
を行う。（「高知家で暮らす」サイト
で、移住者へのインタビュー記事
を追加掲載予定）

48



KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【その他の分野】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【保健医療】県
内医師初期研
修医採用

68人
（Ｒ5）

70人 49人 Ｃ 70人 42人 Ｄ 75人

医師養成奨学
貸付金

①地域・診療科偏在是正に向け
た効果的な制度の枠組みの検討

②医師養成奨学金の貸与等によ
る医師確保
・奨学金制度等説明会
・新規貸与申請者の面接
・医学生への医師養成奨学貸付
金の貸与
・県内病院の臨床研修プログラム
と医学生とのマッチング
・高知大学医学部オープンキャン
パスで奨学金制度の説明
・医学生・研修医等の研修支援
・医師養成奨学金貸与者へのフォ
ロー

③職場環境整備、医師の働き方
改革の推進

①地域・診療科偏在是正に向け
た効果的な制度の枠組みの検討
・制度改正意見交換会開催
（8/18）

②医師養成奨学金の貸与等によ
る医師確保
・奨学金制度等説明会（4/15、参
加者22名）
・R８新規貸与申請者（24人）の面
接（5月）
・医学生への医師養成奨学貸付
金の貸与（4～5月）累計553人
・県内病院の臨床研修プログラム
と医学生とのマッチング（6～10
月）
・高知大学医学部オープンキャン
パスでの奨学金制度の説明
（8/2、参加者140名）
・医学生・研修医等の研修支援
（通年）
・医師養成奨学金貸与者へのフォ
ロー（通年）
→地域医療支援センター運営事
務担当者会を毎月実施。4/27、
5/26、6/23、7/27 、8/24、医師
養成奨学貸付金受給者の状況、
医師養成奨学貸付金制度の内
容、キャリア形成プログラム等に
ついて協議。

③職場環境整備、医師の働き方
改革の推進（通年）
・医療勤務環境改善支援に係る
連絡調整会議を実施。5/28、
6/24、8/25、高知県、高知労働
局、高知県医療勤務環境改善支
援センターの関係機関の取組状
況を報告・協議。

【KPIの達成見込み】
県内での初期臨床研修医は近年
50人前後で推移しているものの、
目標には届いていない。

①地域・診療科偏在是正に向け
た効果的な制度の枠組みの検討
◆引き続き偏在が生じている。
◇地域医療提供体制を確保する
ため、郡部で求められる総合診療
医の更なる育成が必要。

②医師養成奨学金の貸与等によ
る医師確保
◆奨学金の償還希望者が発生し
ている。
◇償還希望の理由は様々である
ことから、奨学金受給医師の状況
を適時把握し、対応を検討してい
くことが必要。

●奨学金の条例及び規則本体の
改正作業と制度改正に係る医学
生や医師からの問い合わせに対
する個別対応を実施。
○奨学金の加算対象診療科を脳
神経外科から総合診療科に変更
し、総合的に患者・生活を診るこ
とで、地域医療を支える総合診療
医の確保につなげる。

●医師養成奨学金貸与者への
フォローとして、定期面談時に支
援制度や制度改正について丁寧
に説明。
○引き続き、奨学金受給医師の
定期面談を継続し、制度の理解
促進と適切な義務履行につなげ
る。
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【その他の分野】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【福祉】介護分
野での有効求
人倍率

2.43(R6
)

－ 2.38 － 2.25
2.57
（R8.1～
6月）

D 2.12

①【拡】介護現
場の生産性の
向上

②【拡】福祉・介
護事業所認証
評価制度のさら
なる推進

③【拡】小中高
校生への情報
発信の強化

④【拡】外国人
介護人材の参
入促進

①目標：介護事業所のICT導入率
56.3%【R7実績51.4%】
・こうち介護生産性向上総合支援
センターによる事業者支援（業務
改善への助言、デジタル化・協働
化への相談対応等）（通年）
・介護テクノロジー導入への助成
（6月公募開始、8月交付決定）
・協働化の取組への助成（6月公
募開始、随時交付決定）
・生産性向上推進セミナー/全5回
（6/24［総論］、7/2［デジタル活
用］、11/26［AI活用］、1/15［デジ
タル導入事例］、2/26［成果報告
会］）
・協働化推進セミナー/全3回
（7/14［総論］、9/25［魅力発信・
人材確保］、12/8［福祉避難所運
営］）

②目標：認証福祉・介護事業所数
480事業所【R7実績244事業所】
・認証取得に向けた事業者への
サポートの実施（セミナー・個別支
援等）（6月～）
・制度の認知度向上に向けた広
報の実施（8月頃～）
・上期認証（8月）
・下期認証（2月）

③目標：学校の福祉教育の実施
回数（福祉人材センター）年間40
回【R7実績年間69回】
・福祉関係者と連携した学校にお
ける福祉教育の実施（通年）
・ふくしフェアなどの機会を活用し
た福祉系高等教育機関の魅力の
ＰＲ（5月～　出前授業等でのＰ
Ｒ、10/3　ふくしフェアでの介護福
祉士養成校のブース出展）

④
・高知県外国人介護人材フォーラ
ム2026での周知広報（5/28）
・外国人介護人材受入の取組へ
の助成（6月公募開始、随時交付
決定）
・外国人介護人材受入セミナーで
の監理団体等とのマッチングの実
施（9月）

①
・こうち介護生産性向上総合支援セン
ターによる事業者支援
　６事業所に対して伴走支援を実施中。
相談対応11件（R8.7末時点）
・介護テクノロジー導入への助成
　6/17公募開始（7/31申請期限）、49法
人90事業所から交付申請（R8.8.13時点）
・協働化の取組への助成
　6/12公募開始、事業者への補助制度
周知・活用促進、事業者との意見交換
（6/18)。
・生産性向上推進セミナー
　第１回生産性向上推進セミナーを開催
（6/24）し、21法人24事業所35名が参
加。第２回デジタル活用セミナーを開催
（7/2）し、52法人83事業所135名が参
加。
・協働化推進セミナー
  第１回協働化推進セミナーを開催し
（7/14）、協働化の必要性や制度概要に
ついて説明、22法人23事業所35名が参
加

②
・認証取得に向けた事業者へのサポート
　スタートアップセミナーを開催（7/8）し、
5法人5事業所が参加。認証取得支援セ
ミナーを開催（8/18）し、6法人6事業所が
参加
・令和8年度上期認証において、1法人6
事業所が新たに認証を取得（8/20）した
結果、認証事業所は250事業所となった

③
・福祉関係者と連携した学校における福
祉教育の実施
　７校15回派遣（R8.7末時点）
・とさっ子タウンへ新たに「介護福祉士」
として参加（8/15、16）

④
・高知県外国人介護人材フォーラム2026
（5/28）に参加し、補助制度等の周知広
報を行った（50法人56事業所100名参
加）
・外国人介護人材受入の取組への助成
　6/8公募開始、事業者への補助制度周
知・活用促進、随時交付決定（7法人14
事業所が活用中（８月末時点））
・外国人介護人材マネジメントセミナーを
開催（7/27）し、監理団体等とのマッチン
グを行った（14法人17事業所23名、監理
団体３社参加）

【KPIの達成見込み】
（１）R8年1～6月の6か月間の実
績値は2.57と、前年より増加傾向
にあり、目標未達となる見込み

①
◆事業者が実際に取り組みを進
めるためのノウハウが不足
◇より多くの事業者に取り組みを
効果的・効率的に展開していく仕
組みが十分でない

②
◆認証取得の動きが停滞
◇認証法人が認証取得のメリット
を実感出来ていない

③
◆「介護の仕事」は子どもが接す
る機会が少なく、仕事の存在自体
を「知らない」
◇早い段階で、「介護の仕事」の
存在自体の認知度を高める取組
が十分でない

④
◆令和９年度から育成就労制度
が開始され、転籍制限が緩和さ
れるため、これまで以上に外国人
介護人材の県外流出が懸念され
る
◇外国人介護人材の定着を促進
するため、良好な人間関係の構
築や、職場環境の整備を促進す
る必要

①
●介護テクノロジー導入事例発表
会の開催（１月）
○デジタル化の取組が一定レベ
ルに達している施設を先進モデル
施設として認定し、他施設の見学
受入れや事例発表に協力いただ
くことで、県内におけるデジタル化
の横展開を強化

②
●認証法人のメリット拡充策とし
て、認証法人限定セミナーの開催
や、法人名を掲載した広報
（TVCM・新聞広告（12～1月頃））
を実施。また、認証法人が認証取
得の効果・メリット等を発表するセ
ミナーを開催（10月）
○認証法人名を明記した広報
（TVCM、新聞広告、リーフレット
等）の充実

③
●ふくしイベントにおける県内養
成校のＰＲの実施（10月）
○介護の仕事の認知度向上・イ
メージアップを目的に、介護ロボッ
トやICT機器等を使用した仕事体
験が出来る子ども向け「デジタル
×介護体験イベント」を開催
○デジタル技術を活用した介護
職場のイメージのＰＲ

④
○人材定着に向けた職場環境整
備について効果的な取組を実施
している事業者から、外国人への
教育方法、接し方やフォローの仕
方など、定着につながるノウハウ
を学ぶ機会を創出
○県内に在住する外国人介護人
材が集う交流会を開催し、県内で
のネットワークを構築し、県内定
着につなげる
○資格（介護福祉士）取得にかか
る経費への助成
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【その他の分野】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【土木】ICT活
用工事の等級
別経験企業数

A:17
社、
B:97
社、C:9
社
（H29～
R4）

A:25
社、
B:125
社、
C:21社
（H29～
R7）

A:26
社、
B137
社、
C:30社
（H29～
R7）

Ｓ

A:26
社、
B143
社、
C:31社
（H29～
R8）

A:26
社、
B142
社、
C:33社
（H29～
R8.5）

Ａ

A:26
社、
B150
社、
C:35社
（H29
～R9）

①建設業デジタ
ル化加速モデル
事業
　建設業のデジ
タル化による生
産性向上ととも
に、魅力ある現
場環境を創出す
るため、県内建
設事業者のICT
活用の習熟度
に応じたモデル
工事を実施発注
者主導のモデル
工事による検証
により、ICT活用
工事の有用性
や課題を共有
し、活用拡大に
つなげる。

①建設業デジタル化加速モデル
工事の実施

①モデル工事の選定完了
　基礎編　3工事
　応用編（遠隔）2工事
　応用編（3D）3工事※
　応用編（チルト）３工事※
　※内２工事は同一工事
・順次、検証を実施

【KPIの達成見込み】
モデル工事や研修等を順次実施
することにより、ICT活用工事の経
験企業数の目標を達成する見込
み。

① ICT活用工事モデル工事
◆モデル工事により得られたICT
活用の有効性や課題について検
証を実施中。
◇ICT活用企業は増加している一
方、特に小規模事業者では、受
注機会の不足やICT 施工の内製
化が困難であることなどから、活
用に至っていない状況が見られ
る。

① ICT活用工事モデル工事
●モデル工事の検証結果より得
られた有効性や課題を、次年度
の取り組みに活かせるよう整理
し、更なるデジタル化に向けた取
り組みについて検討。
○モデル工事【基礎編】：検証結
果を踏まえ、小規模事業者への
支援を拡充を検討。
モデル工事【応用編】：検証結果
を踏まえ、試行要領、事例集の整
備等、通常利用への展開を検
討。

【土木】高校生
の就職者数に
占める県内建
設業への就職
率

11.5％
(R5.3
卒)

13% 10.4% C 14%
R8.12公
表予定

－ 15%

①児童生徒と保
護者へのアプ
ローチ
②魅力発信の
強化

①目標
・全12土木事務所管内で出前授
業を実施
・現場見学会の実施（8月・３地
区）
・こうち建設フェスタの開催（10
月）
②目標
・高知県コンストラクション甲子園
の開催(12月)
・建設業PR動画による魅力発信

①
・出前授業 502名参加(９か所実
施、R8.8末時点)
・現場見学会 生徒・保護者等22
名参加（8/22,23,29・３地区）
・こうち建設フェスタの開催周知( 
チラシ配布等)
②
・高知県コンストラクション甲子園
　参加チーム募集開始(9月～)
・建設業PR動画の制作

【KPIの達成見込み】
令和８年12月頃に公表される学
校基本調査の結果により把握。

①・②
◆デジタル化が進む建設業の魅
力等に取り組んでいるが、現状で
は県内就職のKPI達成は厳しい
状況。
◇県内建設業への就職を促進す
るためのさらなる取り組みが必
要。

①・②
●女性活躍PR動画を活用したPR
イベント等の開催による建設業の
魅力発信。
○業界と連携して県や県内企業
への就職・転職・帰高を一体的に
支援するプラットフォームを構築
し、高知県とつながりのある大学
生や社会人等の若年層の誘引に
重点を置いた施策の展開を検
討。
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第５期産業振興計画　進捗状況シート【地消地産】

KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

乳用経産牛加
工品の出荷量

0ｔ
（年間）
（R6）

4.2ｔ
（年間）

17.0ｔ
（年間）

S
9.5ｔ
（年間）

4.8ｔ
（年間）
（R8.7末
時点）

S
12.6ｔ
（年間）

○県産牛学校
給食利用推進
事業
・乳用経産牛加
工品の学校給
食利用の推進

目標：乳用経産牛加工品の出荷
量9.5ｔ（R8）

・乳用経産牛加工品の学校給食
利用の推進（6月～2月）

・（株）高知県食肉センターによる
乳用経産牛集荷体制の強化（R8
集荷頭数：127頭）

・乳用経産牛加工品の出荷4.8t(７
月末)うち学校給食利用（6～7月）
140校（27,563人）/1.1t

・集荷頭数：40頭（7月末）

【KPIの達成見込み】
R8集荷計画通りに進めば、乳用
経産牛加工品の出荷量目標は達
成する見込み

◇国内の乳用経産牛減少などに
伴う枝肉相場の高騰により、ミン
チ材などの加工品の価格が上昇
しており、今後、学校給食の利
用・調達に影響を与える恐れ

○加工品価格の上昇に応じた支
援の必要

【公共調達】乳
用経産牛加工
品の採用量

0ｔ（年
間）
（R6）

ー ー ー ー 0t ー
1.1ｔ以
上（年
間）

【新】公共調達
による地消地産
推進戦略

加工品（ミンチ材）
・県立学校の給食・食堂や青少年
センターでの食事提供で採用

加工品（ミンチ材）
・学校給食会への補助金により県
立高校・寄宿舎の給食で採用予
定のほか、青少年センターでの食
事提供で採用を予定。
（（R８採用量見込み：1.1t））

【KPIの達成見込み】
・年度後半に向け、目標量の調達
が行われる見込み

●○継続して学校給食などでの
採用を推進する。

土佐黒牛出荷
頭数

624頭
（年間）
（R5）

659頭
（年間）

786頭
（年間）

S
694頭
（年間）

247頭
（R8.7末
時点）

Ａ

694頭
（年間）
（R9）

824頭
(年間）
(R11)

〇土佐和牛地
消地産拡大事
業
・土佐黒牛の地
消地産を推進す
るため、試食販
売や情報発信、
PRイベント等を
委託

目標：土佐黒牛出荷頭数694頭
（R9）

・県内量販店やPRイベント等での
土佐黒牛地消地産キャンペーン
の実施（4月～2月）
→業務委託契約（4/22）

・量販店でのPR試食販売（6/27
～12/20）
・PRイベント（10/10～11肉食麦
飲、11/7～8土佐の豊穣祭）
・Web広告（6月～1月）
・テレビCM（7月～1月）

【KPIの達成見込み】
R7からの継続的な需要喚起によ
り、土佐黒牛枝肉価格は前年価
格を上回る高値で推移し、出荷頭
数目標は達成する見込み

◆なお黒毛和種の飼養頭数目標
は未達（No.55再掲）のため、今後
の出荷頭数の確保が懸念

◆土佐黒牛枝肉価格：2,660円
/kg（4～7月、昨年同時期比＋
169円）
◇土佐黒牛のブランド化による認
知度向上には一定の期間を要す
るため、引き続きPRの継続が必
要

○ブランド価値向上による販売力
強化の継続

○新たに肉用牛生産の基盤とな
る母牛の確保を重点化。優良な
子牛の安定生産体制を構築
（No.55再掲）

【公共調達】土
佐黒牛加工品
の採用量

0頭（年
間）
（R6）

ー ー ー ー 6kg ー

32kg以
上
（0.1
頭）（年
間）

【新】公共調達
による地消地産
推進戦略

加工品（サーロイン等）
・県が主催する各種イベントの景
品やコンクール等の褒賞品として
採用

加工品（サーロイン等）
・国民文化祭の参加者を対象とし
た抽選の景品や、健康パスポート
の景品として採用。
（R８採用量見込み：40ｋｇ）

【KPIの達成見込み】
◆目標値は達成する見込み
◇各種イベントの景品等への採
用量が当初計画を超えるものも
あり、目標値を達成。

●○大型イベントやキャンペーン
でのプレゼントとしての調達につ
いて関係部局に働きかけ、採用
量を確保する

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【地消地産】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

太陽光発電
導入量

530,920
kW
(R6)

530,448
kW

542,040
kW

A
540,623
kW

-
R9.3
予定

－
542,59
5kW

①太陽光発電
設備導入事業
費補助金（住宅
用）

②太陽光発電
設備導入事業
費補助金（事業
者用）

①目標：補助件数400件【R7実績
122件】
　補助金交付市町村28市町村

②目標：補助件数11件【R7実績８
件】

①補助件数131件（7月末時点）

②補助件数1件（7月末時点）
（問い合わせ数12件）

【KPIの達成見込み】
KPIにある県全体の太陽光発電
導入量は、堅調に推移しており、
R7年度末の最新値でR8年度目標
を達成している。

①②
◆住宅用は、現時点の補助件数
は一定数あるものの、目標件数
までは届いていない状況
◆事業者用は、現時点の申請件
数は少ないものの、問い合わせ
数は12件程度と、一定数ある状
況
◇補助事業の利用を推進するた
め、さらなる事業の周知が必要

①②
●住宅用、事業者用太陽光補助
のさらなる活用促進に向け、昨年
度作成したPR動画なども活用し
つつ、市町村とも連携して広報を
展開
　住宅用については、定期的に市
町村に執行状況を把握しながら、
申請件数の掘り起こしを継続
○引き続き自家消費型太陽光発
電の導入を支援（国の動向も踏ま
え、有利な財源の積極的な活用
を検討）

【公共調達】県
有施設への太
陽光発電導入
量

575.3k
W
（R6)

ー

1,993kw
（うち、
PPA方

式
1,198kw

）

ー ー

ー
R9年度
頭に集
計予定

ー
2,000k
W

【新】公共調達
による地消地産
推進戦略

県有施設へ太陽光発電設備を導
入することで、県が調達する電気
の地消地産を推進する。

PPA方式なども活用し、県有施設
へ太陽光発電設備を導入を実施
中。

◆◇国の交付金を活用し、導入
可能な施設へ太陽光発電設備を
設置することにより、KPIは達成見
込みである。

●○目標達成に向けて、導入計
画を基に関係課と連携し、導入工
事などでの進捗を図っていく。

林地残材搬出
量

1.3万ｔ
(R7)

1.3万ｔ 1.0万ｔ C 2.8万ｔ
－
R9.7
予定

－
4.6万ｔ
（年間）

①林地残材の
利用拡大
（新たな森の工
場の拡大と一体
的に実施）

①目標：林地残材搬出量28千トン　
【R7実績10千トン】
・搬出拡大に向けた取組支援13
事業体（4～2月）

①林地残材搬出量 9千トン（8月
末時点・計画承認）
・搬出拡大に向けた取組支援8事
業体（4～2月）

①
◆森の工場での皆伐への施業展
開に向けた支援や普及を推進し
ているものの、取組が十分に進ん
でいない。
◇皆伐への施業の展開を促進す
るためには、原木の効率的な運
搬につながる基盤整備が必要

①
●事業体への個別ヒアリングによ
る皆伐への施業展開に向けた普
及と取組への支援を引き続き行
う。
○皆伐により生産した原木を効率
的に運搬できる森林作業道（ト
ラック道）の整備への支援強化を
検討
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【地消地産】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【公共調達】木
質ペレット消
費量

0.5ｔ（年
間）
（R6）

ー ー ー ー 0t ー
２ｔ（年
間）

【新】公共調達
による地消地産
推進戦略

県産木質バイオマス（ペレット）
・西部家畜保健衛生所幡多支所
建替工事でペレットストーブを採
用し、その燃料として木質ペレット
を使用

県産木質バイオマス（ペレット）
・建替工事の実施設計業務の遅
れにより建築工事の発注が第４
四半期となる見込みであることか
らペレットストーブの導入も繰越を
想定。

【KPIの達成見込み】
◆今年度の達成は困難
◇来年度に遅れはするものの、
ペレットストーブの導入自体はさ
れる見込み。

●○導入ストーブの稼働状況を
踏まえ、必要に応じ、その他調達
を検討する。

新たな商品開
発件数

1件
(R7)

１件 １件 A ２件 0件 ２件 ５件

（１）食品残渣等
を活用した新商
品開発の支援

（２）機運醸成を
図るためのセミ
ナー開催

（３）フードテック
推進検討会（四
国経済産業局）
との連携

（１）商品開発・改良に対する補助
の拡充　(グリーン化加算新設)

（２）セミナーでの事例やテック企
業紹介等 

（３）県内で発生する食品残渣（主
にゆずの絞りカス）の有効活用に
資するテック企業等とのマッチン
グ

（１）（２）（３）
・ゆず残渣を活用した商品開発に
ついての協議案件：４件
・うち２件は先方の希望と県の支
援の方向性があわず、ペンディン
グ
・残り２件について、庁内で調整し
ながら進める
（8月末）（肥料、合成木材）

◆◇
残渣の活用についての課題意識
やすでに利活用しているかは、各
JAによってまちまちである。
所管課である農産物マーケティン
グ戦略課と連携して事業を進めた
い。

●○
残渣の活用状況や課題意識につ
いて、農産物マーケティング戦略
課と連携する。

【公共調達】採
用製品数

0品目
（R6）

ー ー ー ー 3品目 ー
10品目
以上

【新】公共調達
による地消地産
推進戦略

食品副産物、残渣
・県庁での災害用備品や県主催
イベントの景品、県立学校等での
給食等で採用。

食品副産物、残渣
・県庁での防災備蓄品としてや、
青少年教育施設等で活用するこ
とを目的に採用。
（計３品目）

【KPIの達成見込み】
◆目標を下回っており、今年度の
達成は困難。
◇景品として想定していたイベン
トの開催がなくなったことなどが影
響していると考えられる。

●○新たなイベントでの採用や調
達候補となる製品の追加を検討
する。

竹材生産量
355ｔ
(R6)

500t 308t D 1,000t
－
R9.4
予定

－
2,000ｔ
（年間）

竹資源の利用
拡大に向けた生
産の強化

目標：竹材生産量1,000t【R7実績
308t】
①竹材の生産や収集に係る支援

②竹資源活用の普及活動
・竹資源活用推進セミナー開催2
回
・竹資源活用推進プラットフォーム
開催2回

①
・竹材収集支援2件（477t）
・作業道整備支援１件
・竹林整備研修会開催１回（7月）

②
・竹資源活用推進セミナー開催１
回（8月）（今後開催予定１回）
・竹資源活用推進プラットフォーム
開催1回（8月）（今後開催予定１
回）

【KPIの達成見込み】
◆取組を通じて生産者が増加し
ており、概ね目標を達成する見込
み。

①②
◇次年度以降の生産拡大を見据
えた更なる生産者の掘り起こしと
育成が必要

①②
●引き続き、取組支援や普及活
動を実施
○更なる担い手の確保と生産量
の拡大に向けた支援の充実を検
討
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【地消地産】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【公共調達】竹
材加工品の採
用量

０ｔ（年
間）
（R6)

ー ー ー ー 0.016t ー
0.05ｔ
（年間）

【新】公共調達
による地消地産
推進戦略

竹材加工品（名刺、ペン立て等）
・県幹部職員の名刺や、県主催イ
ベントやコンクール等の景品・ノベ
ルティとして採用

竹材加工品（名刺、ペン立て等）
・県幹部職員の名刺として採用
・国民文化祭の参加者を対象とし
た景品やこうちカーボンニュートラ
ル推進フォーラムでの記念品とし
て採用
（R８採用量見込み：0.023t）

【KPIの達成見込み】
◆目標を下回っており、今年度の
達成は困難。
◇景品として調達を予定しいたコ
ンクールを廃止したことや、竹製
品の単価が上がったことにより予
算内で調達できる数が減ったこと
が影響。

●○新たなイベントでの採用や調
達候補となる製品の追加を検討
する。

（再掲）

人工乾燥材生
産量

ＪＡＳ機械等級
区分構造材の
出荷量

87千m3
（R4）

11千m3
（R4）

109千
m3

15千m3

103千
m3

12千m3

B

B

114千
m3

20千m3

-
R9.6
予定

4.5千
m3
(R8.7
末)

－

D

126千
m3

25千
m3

建築物への木
材利用促進に
向けた競争力の
強化

①目標（累計）：ＪＡＳ認定工場数
20工場【R7実績19工場】
・ＪＡＳ認証取得支援１件（12～3
月）
・ＪＡＳ認定取得に向けた設備導
入支援1件（8～3月）

②目標（年）：住宅助成事業活用
数260戸
・建築促進に向けた窓口による支
援制度の周知や相談対応（4～3
月）

①ＪＡＳ認証（枠組壁工法）取得支
援1件（9～1月・取得予定：1月）
・ＪＡＳ認定取得に向けた設備導
入支援1件（8～2月・導入予定：2
月）

②住宅助成事業活用数59戸（8月
末時点）
・建築促進に向けた窓口による支
援制度の周知や相談対応（4～3
月）

【KPIの達成見込み】
資材高騰等の影響により建築着
工面積が減少し需要も減少して
おりKPIの達成は困難。

①
◆計画どおり認定取得の取組が
進んでおり、新たな認定取得の動
きもでている。
◇取組拡大に向けた更なる事業
者ニーズの掘り起こしが必要

②
◆事業メニューの拡充や窓口で
の周知・相談対応などにより、事
業活用件数が一定確保できてい
る。
◇住宅着工戸数が減少する中、
需要の維持・拡大に向けた取組
が必要

①
●引き続き、ＪＡＳ取得に向けた
取組への支援を実施
○JAS認定に係る事業者のニー
ズにあわせた支援の実施を検討

②
●○引き続き、助成事業の紹介
や木造建築の優位性の周知な
ど、木造住宅に係る相談対応を
実施

【公共調達】県
有施設への高
知県産木製品
導入率

45％
（R5）

ー ー ー ー ー

100％
（R8採
用量：
51.9
㎥）

【新】公共調達
による地消地産
推進戦略

木製品（オフィス家具等）
・県庁職場のスマートオフィス化
や出先機関建替に合わせた事務
備品(事務机等)として採用
・海外来高者へのお土産（鳴子）
として採用

木製品（オフィス家具等）
・県庁職場のスマートオフィス化に
合わせた事務備品として採用
・海外来高者へのお土産（鳴子）
として採用
（R8導入率見込み：79％）

◆目標を下回っており、今年度の
達成は困難。
◇県産木製品は納入に時間がか
かるため、急遽必要になった際に
採用を見送らざるを得なくなって
いる。また、県産木製品は単価が
高いため、採用のための予算確
保も課題となっている。

●○計画的な導入を推進する
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第５期産業振興計画　進捗状況シート【関西】

KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

【関西（観光）】
関西圏からの
観光客入込数
（暦年）

103万
人
（R4）

129万
人

123万
人

Ｂ
130万
人

―
(R9.10
把握予

定)

―
131万
人

とさとさや百貨
店、大手書店等
とタイアップした
PR

目標：PRイベント6回
・とさとさでのPRイベント（5月、12
月、3月)
・阪神百貨店の高知フェア（6月)
・蔦屋書店の高知フェア（9月)
・近鉄百貨店の高知フェア（10月)

・とさとさでのPRイベント（5/16-
17)
・阪神百貨店の高知フェア（6/17-
22)
・梅田蔦屋書店の高知フェア
（9/1-17）

【KPIの達成見込み】
R9.10に把握予定
◆予定どおり百貨店等でのPRイ
ベントを開催した。
◇高知県フェアを通じて、高知県
の認知向上だけでなく、実際の観
光誘客に向けたPR強化が必要。

●近鉄百貨店における高知フェア
（10/29-11/3）を開催予定。グ
ループ会社である近畿日本ツーリ
ストと連携して、具体的な旅行商
品を紹介するなど、誘客に向けた
PRを行う。
○大阪事務所と連携して、百貨店
や大型商業施設などで高知フェア
を開催できる場所の掘り起こしを
行っていく。

【関西（観光）】
関西空港経由
の外国人延べ
宿泊者数（暦
年）

0.3万人
泊
（R4）

4.2万人
泊

4.2万人
泊

A
4.5万人
泊

―
(R9.6把
握予定)

―
4.7万
人泊

大阪観光局等と
の連携による関
西圏を訪れる外
国人観光客に
向けたプロモー
ション

目標：大阪観光局等と連携した情
報発信及び商談会等への参加（3
回以上）　
＜大阪観光局との連携＞
・大阪観光局HP内サイトを活用し
た情報発信（通年）
・大阪観光局のネットワークをい
かした海外商談会、展示会等に
おけるセールス（10～12月）
＜関西圏を訪れる外国人観光客
に向けたプロモーション＞
・関西圏を訪れる外国人観光客
に向けたプロモーション事業（委
託）の実施
・関西エアポートと連携した取組
の実施（７月～）

大阪観光局等と連携した情報発
信及び商談会への参加（：０回
※.7月末時点）
＜大阪観光局との連携＞
・大阪観光局HP内サイトを活用し
た情報発信（通年）
・大阪観光局のネットワークをい
かした海外商談会、展示会等に
おけるセールス（10～12月）
＜関西圏を訪れる外国人観光客
に向けたプロモーション＞
・関西圏を訪れる外国人観光客
に向けたプロモーション事業（委
託）の実施
・関西エアポートと連携した取組
の実施（７月～）

【KPIの達成見込み】
R8.1～5月の実績でKPIの約60％
を達成。この状況のまま推移すれ
ばKPIを達成見込み
◆実施後検討
◇実施後検討

●大阪観光局と連携した情報発
信及び商談会への参加を行う。
〇IR（統合型リゾート）に向け、国
際MICEや大阪でのMICE終了後
のエクスカーションの誘致に向
け、大阪観光局から情報収集を
行う。

【関西（農業）】
関西圏の卸売
市場を通じた
県産青果物の
販売額

 93.8億
円
（R4）

108億
円
(R6.9～
R7.8)

107億
円
(R6.9～
R7.8)

B

114億
円
(R7.9～
R8.8)

100億
円
(R8.7末
時点)

B
120.0
億円

関西における青
果物の販売拡
大支援

・目標：量販店フェアの開催数
1,200回
・「とさとさ」を活用した高知フェア
の実施
・統一感のあるPR素材サウンドロ
ゴの作成
・外食産業等の需要拡大

・フェア448回（R8.4～R8.8）
・「とさとさ」でのイベント２回（4/19
キュウリ、6/13ミョウガ）
・サウンドロゴの選定
（総選挙有効投票数1,404票(7/22
～8/16)）
・外食産業との新規取引（１社、な
す81,108本（R8.4～6月、10月
～））

【KPI達成の見込み】
目標は未達の見込み
◆量販店や外食産業などとの積
極的な商談による売り先の開拓・
拡大を進めた結果、出荷量は前
年より伸びた。ただし、単価は高
温の影響で例年より高かった前
年より下がったことから、販売額
は前年並みとなった（青果物前年
比7月末：量106％、単価94％、額
99％）。
◇周辺量販店や飲食店への「とさ
とさ」のPR効果の波及
◇消費者に県産農産物をわかり
やすく伝えるフェアの実施
◇外食産業等との継続取引

●○「とさとさ」のＰＲと連動した周
辺量販店・飲食店でのPRの実施
●○サウンドロゴや野菜11人きょ
うだいを活用した量販店等での
フェアの実施
●○外食産業等との継続的な取
引などに向けた新たな品目の提
案

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【関西】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【関西（水産
業）】関西圏の
高知家の魚応
援の店への販
売額（暦年）

1.1億円
（R4）

2.1億円 3.2億円 S 2.2億円
1.7億円
（R8.6時
点）

S
2.3億
円

関西圏の高知
家の魚応援の
店への販売拡
大

高知家の魚応援の店事業内容を
関西圏における応援の店を対象
に実施

高知家の魚応援の店事業内容を
関西圏における応援の店を対象
に実施

【KPIの達成見込み】
６月末時点で1.7億円、目標2.2億
円に対して進捗77％となってお
り、目標を達成する見込み
◆前年度に引き続き、関西圏との
取引が堅調に推移
◇応援の店への販売額が少額な
県内事業者を含めて、県内事業
者全体の取引額の拡大に向けた
ターゲット選定が必要

●地産外商公社や市町村と連携
し、バイヤーニーズと県内供給量
の需給バランスが合いやすい中
規模飲食チェーン店等とのマッチ
ング強化

○卸売会社と連携し、バイヤー
ニーズと県内供給量の需給バラ
ンスが合いやすい中規模飲食
チェーン及び大規模飲食チェーン
（関西圏の店舗）等とのマッチング
強化

【関西（水産
業）】関西圏の
卸売市場関係
者等を経由し
た水産物の輸
出額（暦年）

0.3億円
（R4）

1.5億円 0.2億円 D 2.0億円 0.1億円 D
2.5億
円

関西圏の卸売
市場関係者等を
経由した水産物
の輸出拡大

輸出の拡大に向けた、卸売市場
関係者との連携による新たな国 
（フィリピン・マレーシア等）での賞
味会の開催や、量販店でのフェア
等の実施

・関西の商社と連携し、11/19に
ホーチミン、11/23にマニラで賞味
会を開催予定
・関西の卸売市場関係者と連携
し、鯛での新たな販路の開拓に着
手

【KPIの達成見込み】
R4以降、輸出額は増加しているも
のの、最大の輸出国であった中
国の輸入停止措置の影響から目
標を下回る見込み
◆中国向け輸出の代替として、今
後も伸長が見込まれる東南アジ
ア等への販路開拓・拡大の取組
を進めている状況

◇中国への輸出に代わる新たな
輸出ルートの構築

●○関西の事業者の商流を生か
した、中国への輸出に代わる新た
な販路の開拓
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【関西】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【関西（地産外
商）】地産外商
公社が支援す
る企業の関西
圏での売上額
（年間）

115億
円
(R4)

147億
円
（年間)

186億
円
（年間)

S
183億
円
（年間)

－ －
192億
円
(年間)

①卸売事業者と
の連携強化によ
る外商拡大

②飲食店等へ
の外商活動の
強化

③商談会・展示
会の拡充強化

④あんてな
ショップを核とし
た外商活動の
強化

①目標：KPI設定なし
　・大手卸売事業者主催の展示
商談会への出展　【R7実績：12
回】
　・中小卸売事業者主催の展示・
個別商談会への出展　【R7実績：
3回】
　・卸売事業者向け社内商談会等
の開催　【R7実績：1回】　

②目標：KPI設定なし
　・業務用卸売事業者による産地
視察の実施　【R7実績：3回】 
　・飲食店（チェーン含む）による
産地視察の実施　【R7実績：18
回】
　・ホテルグループによる産地視
察の実施　【R7実績：1回】
　・飲食店（チェーン含む）、ホテル
での高知フェア開催　【R7実績：6
回】

③目標：KPI設定なし　
　・全国各エリアで開催される大
規模展示会への出展　【R7実績：
2回】
　・成約に直結する産地視察の実
施 【R7実績：43回】

④目標：
　・関西エリアにおける営業件数　
1,200件（年間）【R7実績：1,250
件】

①
・大手卸売事業者主催の展示商
談会への出展　6回（7月末）
・中小卸売事業者主催の展示・個
別商談会への出展　3回（7月末）
・卸売事業者向け社内商談会等
の開催　1回（7月末）

②
・業務用卸売事業者による産地
視察の実施　0回（7月末）
・飲食店（チェーン含む）による産
地視察の実施　5回（7月末）
・ホテルグループによる産地視察
の実施　0回（7月末）
・飲食店（チェーン含む）、ホテル
での高知フェア開催　4回（7月末）

③
・全国各エリアで開催される大規
模展示会への出展　0回（7月末）
・成約に直結する産地視察の実
施　7回（7月末）

④
・関西エリアにおける営業件数　
601件（7月末）

①
◆卸売事業者主催の展示商談会
への出展や、社内商談会の提案
等を積極的に行い、関係強化が
図れている
◇大手卸売事業者との継続的な
関係構築による安定的な販路の
確保

②
◆外食産業のバイヤーやシェフ
等の個々のニーズに合わせた商
品提案、産地視察を通じ、業務筋
へのアプローチを強化している
◇IR開業を見据えたインバウンド
需要の取り込みに向けた外食産
業への営業強化

③
◆業務用卸事業者による産地視
察は現時点では実施に至ってい
ないが、業務用卸主催の展示商
談会へは積極的に参加している
◇業務用マーケットを見据えた商
談機会の拡大

④
◇「ジョン万」放送を契機とした新
たな商談機会の創出

①
●○大手卸売事業者等との連携
協定を活用した新たな販売エリ
ア・販売先の開拓

②
●○万博を契機に構築した飲食
業界ネットワークを活用した外食
産業への営業展開
●○外食産業バイヤーやシェフ
等の個々のニーズに合わせた商
品提案及び産地視察の強化
●○IR開業による市場変化を見
据えた情報収集

③
●業務用展示商談会等を活用し
た業務用卸事業者の新規開拓

④
●梅田駅周辺飲食店での高知
フェア開催による県産品のPR及
び販売拡大
●ぽん酢や出汁など、地域での
一体的なブランディングを生かし
た売り込みの推進
●○あんてなショップを活用した
商談機会の創出
○「ジョン万」放送を契機として外
商に取り組む企業の裾野を拡大
し、ドラマ放送後も視野に入れた
販路拡大
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【関西】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【関西（林業）】
関西圏（三重
県を含む）へ
の土佐材出荷
量（暦年）

2.0万
m3
（R4推
計）

2.7万
m3

2.1万
m3

B
2.9万
m3

-
R9.6
予定

－
3.1万
m3

①関西圏におけ
る外商活動の強
化

②【新】万博レガ
シーを生かした
取組の展開　
（一部再掲）

①目標：活用する流通拠点5社
・流通拠点向けの配送支援（4～3
月）
・産地商談会の開催（4～3月）
・企業への個別訪問270回（4～3
月）
・友好姉妹都市関係にある自治
体などへのアプローチの実施（6
～3月）

②目標（年）：木材再利用件数14
件【R7実績0件】
・木材を再利用するための輸送や
加工等の実施（6～3月）

①活用する流通拠点5社（R8.8月
末時点）
・流通拠点向けの配送支援（R8.7
月末時点）
ロット配送3企業、邸別配送2企業
・産地商談会の開催3回（R8.7月
末時点）
・企業への個別訪問82回 （R8.7
月末時点）
・友好姉妹都市関係にある自治
体などへのアプローチの実施5回
（R8.7月末時点）

②木材再利用件数3件（R8.8月末
時点）
・木材再利用に向けた輸送や加
工等の実施（6～3月）

【KPIの達成見込み】
全国的な住宅着工戸数の減少な
どの影響があり、目標達成が困
難な状況

①
◆流通拠点の活用が進んでお
り、目標を達成する見込み。
◇活用を更に進めるため、需要
開拓に向けた新たな取組の展開
が必要

②
◆木材再利用に向けて計画どお
り進んでいる。
◇新たな需要の機会を捉えて、
万博で関係を構築した企業との
連携により県産材の供給を拡大
することが必要

①
●引き続き、取組への支援等を
実施
○流通拠点の活用に向けた支援
を継続するとともに、土佐材環境
認証制度への参画に向けたプロ
モーション活動と連動した新たな
PRを展開

②
●取組を継続するとともに、大阪
IRに関する情報収集を実施
○大阪IR関連施設への供給に向
けた取組強化を検討

【関西（商工
業）】産業振興
センターが支
援する企業の
関西圏での売
上高

237億
円
（R4）

259億
円

312億
円

S
290億
円

- -
299億
円

関西での販路拡
大

目標：関西の見本市への出展5
回、関西でのミニ展示商談会開催
3回
【R7実績：見本市5回、ミニ展3回】
・さらなる成約商談に向けた製品
開発の促進による見本市の活性
化
・新規開発製品を優先的に見本
市、ミニ展示商談会、現地視察商
談会に展示することで、成約件数
の増加と高知県ブースの新陳代
謝を促す

関西の見本市への出展2回、関
西でのミニ展示商談会開催1回
（R8.7末時点）
・見本市への出展2回、延べ11
社、商談267件
・ミニ展示商談会の開催１回、8
社、商談80件

【KPIの達成見込み】
8月末時点の実績を9月中旬に集
計予定

◆提案型営業に必要なツールの
作成や営業手法を学ぶセミナー
を開催することにより、見本市や
商談会への出展効果を高める取
組を行っている（4月、6月実施）
◇見本市等に参加する企業が固
定化しており、新規参加企業の掘
り起こしが必要

●以下の見本市等に出展し、商
談機会の提供と成約に向けた支
援を行う
・見本市：3回
・ミニ展示商談会：2回
●県の包括協定先である近鉄百
貨店の「高知フェア（ハルカス・
ニッポン博覧会）」に参加（県内企
業5社）※非食品分野
○見本市に新たに参加する企業
を掘り起こすため、企業負担金の
あり方を検討する（出展回数に応
じた企業負担金の増額や新規企
業への優遇措置など）
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【関西】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【関西（ＩＲ）】IR
プロジェクト

－ － － － － － － －

【戦略】IR開業を
見据えた、関係
者との連携強化
による継続的な
情報収集

①関西圏の関連団体との関係構
築及び情報収集
・大阪観光局等との連携によるＭ
ＧＭ大阪株式会社（大阪IR運営事
業者）、大阪府・市等の担当者と
の緊密な意見交換による関係構
築
・卸売市場関係者・企業等とのつ
ながりを活用した新たなコネクショ
ンやセールス先の情報収集

②県内関係者との情報共有
・市町村及び県内事業者等の関
係団体との緊密な情報共有

①関西圏の関連団体との関係構
築及び情報収集
・大阪観光局と意見交換(4/16)

②県内関係者との情報共有
・庁内WGにおいて、各分野へIRを
見据えた取組の呼びかけ(5/12)

①
◆ＩＲ関連企業等へのアプローチ
が不十分。
◇本県が効果的に連携する分野
や手法を検証する必要がある。

② 
◇県内の関係者へ発信する情報
の収集が必要。

①
●大阪府や大阪市など、ＩＲに関
係する組織への情報収集の実
施。
○大阪府・市をはじめ、関西圏の
関連団体との積極的な情報交換
の強化。
○ＩＲ関連企業等へのセールスの
推進、本県の取組の発信。

②
●大阪府や大阪市などから収集
した情報を県内関係者に共有す
る。
○関西圏の関連団体やＩＲ関係者
と県内の関係者との交流機会の
創出等。

【関西（移住）】
関西圏からの
移住者数

489人
（R4）

891人 711人 C 1,026人
261人
(R8.8
末）

D
1,200

人

【関西（移住）】
関西圏からの
移住者のうち
Ｕターン者数

169人
（R4）

348人 249人 C 410人
116人
(R8.8
末）

D 492人

〇【拡】デジタル
マーケティング
等を活用した新
たな関心層の獲
得

〇目標：関西圏からの移住者数 
1,026人【Ｒ７実績 711人】
・各分野の担い手確保に向けた
県外への情報発信を一元化し、Ｓ
ＮＳや位置情報などを活用した
ターゲティング広告の配信（9課16
事業、101回）
・各広告の配信結果等をリアルタ
イムで確認しＰＤＣＡを回す（通
年）

○イベント来場者
・高知暮らしフェア：
6/28大阪233人（前年比118％）
・就職・転職フェア：
7/4大阪62人（前年比167％）
・自然と暮らそうフェア：
9/5大阪117人（前年比111％）

○大阪窓口の新規相談者：
330人（前年比84％）

【ＫＰＩ達成の見込み】
関西圏からの移住者数、Ｕターン
者数ともに前年を下回っており、
目標達成は難しい状況

◆県外からの移住者数が全体的
に前年より減少しており、関西圏
からの移住者数においても減少
傾向

◇本県においては関西圏への転
出超過が東京圏を上回っており、
転出者の多い関西圏からのＵ
ターン者を主なターゲットにした施
策の強化が必要

●関西圏での相談会開催や仕事
情報の発信強化により目標達成
を目指す

〇関西圏からのＵターンを促進す
るため、高知家関西アンバサダー
ネットワークとの連携や関西圏に
特化した移住促進策の強化（県
独自の移住支援金の拡充などを
検討）
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第５期産業振興計画　進捗状況シート【地産外商】

KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

【地産外商】食
料品製造業出
荷額等

1,034億
円
（R3）

1,165億
円
（R6)

1,223億
円
（R6)

A
（R6)

1,267億
円

R10.7公
表予定

-
1,327
億円

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【地産外商】地
産外商公社が
支援する企業
の県外売上額
（年間）

593億
円（R4）

658億
円（年
間）

683億
円
（年間）

A
（R6)

684億 － － 711億
円
（年間）

（１）事業者への総
合的な支援による
地産の強化
①事業者の課題解
決をサポートするワ
ンストップ窓口の設
置

②食のイノベーショ
ンベース及び補助
金により商品づくり
を支援

③事業戦略の策
定・実行の推進

④産業の成長を牽
引するリーディング
企業を育成

（２）食品加工の生
産管理の高度化支
援
①専門家派遣（生
産管理・衛生管理）

②衛生管理の向上
を支援

③食品表示適正化
の支援

（１）事業者への総合的な支援による地
産の強化
①出張相談会の相談体制を拡充（専門
家によるテーマ別相談会を開催）

②
・事業者の規模・課題に応じたカリキュラ
ムへの見直し
　（テーマ：マーケティング戦略、営業力
強化、生産性向上等）
   ⇒参画事業者数：300事業者　【R7実
績：332事業者】
　　 商品開発・改良件数：200件　【R7実
績：131件】
・事業内容及び成果（成功事例等）の情
報発信を強化
・食品残渣等を活用した新商品開発の
支援
　→商品開発・改良に対する補助の拡充　
(グリーン化加算新設) 

③
・マーケティング戦略や販売戦略の策定
支援を強化
　⇒策定事業者数20事業者　【R7実績：
23事業者】　
・事前面談機会の新設、戦略見直しを
プッシュ型で支援

④
・中核人材の確保に向けて、戦略的に組
織改革や魅力ある職場づくり、 外商拡
大に取り組む事業者を支援
　（成長支援事業費補助金で２社を採択　
補助額：47,404千円/３年）
・専門人材や関係機関等で構成する「外
商強化支援チーム」が伴走支援
　⇒売上高10億円の増加（R10年度）

（２）食品加工の生産管理の高度化支援　　　　　　　　　　　　　
①衛生管理については、派遣事業者の
支援を継続【派遣回数：48回】
　 生産性向上については、高知県よろ
ず支援拠点内の生産性向上支援セン
ターによる支援（R8開設）

②外商拡大に向け、引き続きセミナーや
オンライン動画で認証取得の機運を高
める

③事業者のニーズにより細やかに対応
するため相談体制を強化【R7実績：161
件】　
 　→アドバイザーの設置

（１）事業者への総合的な支援による地
産の強化
①
－

②
・参画事業者　206事業者（8/26現在）
・商品開発・改良件数　0件
　※～２月、実施中

③
・策定事業者　9事業者（前期分）※後期
募集中（～9/24）

④
・伴走支援（訪問）：4回（2社×2回）

（２）食品加工の生産管理の高度化支援
①派遣回数　10回（8/26現在）

②
－

③相談件数　34件（7/22現在）

◆
（１）
①
－

②
順調に集客できている

③
順調に集客できている

④
2社とも所得向上補助金でも採択され、
事業を実施中。
成長補助金についても、執行状況を確
認しながら伴走支援を実施

（２）
①派遣回数がやや少ない
◇衛生管理のみに課題を感じている事
業者が少なく、生産性向上の支援を受
ける事業者が多いため、薬事衛生課と
連携し、認証取得を目指す事業者の情
報を共有するなどして、派遣先の確保を
進める

〇
（１）事業者への総合的な支援による地
産の強化

①食のイノベーションベース
〇セミナー等の内容を検討し、事業者が
参加しやすく、より有効なものとする
　➤実施内容のスクラップアンドビルド
　➤参加しやすい実施方法の検討
　　（時間短縮・アーカイブ配信等）
　➤講師選定の工夫
　　（ジョン万放送に向けた、キャンペー
ンの仕掛けに強い講師　等）

②補助金による商品づくりの支援
〇総合補助金への移行では落選の可能
性ありのため、高度化補助金を復活さ
せ、商品開発等の支援を実施する
　➤ジョン万関連商品の開発にも活用で
きるような支援内容の検討
　➤審査会実施の是非の検討
　　（事務局での書面審査のみで採択）

③事業戦略の策定・実行の推進
〇継続

④産業の成長を牽引するリーディング企
業を育成
〇補助期間の最終年度（3年目）となる
ため、売上高の増加や中核人材の確保
についてどのような効果を得られたか確
認し、以降の支援について検討

（２）食品加工の生産管理の高度化支援　　　　　　　　　　　　　
①
〇衛生管理については、派遣事業者の
支援を継続
生産性向上については、高知県よろず
支援拠点内の生産性向上支援センター
による活動と連携

②
〇衛生管理に係る各種認証等の取得に
ついて、引き続きセミナーやオンライン動
画で認証取得の機運を高める

③
〇事業者のニーズにより細やかに対応
するため相談体制
 　→アドバイザーの設置（公社）
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【地産外商】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

（３）国内外商の拡
大
①卸売事業者との
連携強化による外
商拡大

②商談会・展示会
の拡充強化

③飲食店等への外
商活動の強化

④外商の全国展開
に向けた営業活動

【新】⑤アフター万
博における取組
　・うめきたエリア飲
食店を中心とした
高知フェアの開催
　・IR開業による市
場変化を見据えた
情報収集
　・地域が一体と
なったブランディン
グによる商品の高
付加価値化の支援

（３）国内外商の拡大　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
①目標：
　・大手卸売事業者主催の展示商談会
への出展　27回（年間）【R7実績：29回】
　・中小卸売事業者主催の展示・個別商
談会への出展　13回（年間）【R7実績：12
回】
　・卸売事業者向け社内商談会等の開
催　5回（年間）【R7実績：5回】　

②目標：
　・全国各エリアで開催される大規模展
示会への出展　8回（年間）【R7実績：９
回】
　・成約に直結する産地視察の実施　
160回（年間）【R7実績：140回】

③目標：　
　・業務用卸売事業者による産地視察の
実施　10回（年間）【R7実績：8回】 
　・飲食店（チェーン含む）による産地視
察の実施　60回（年間）【R7実績：52回】
　・ホテルグループによる産地視察の実
施　12回（年間）【R7実績：15回】
　・飲食店（チェーン含む）、ホテルでの
高知フェア開催　20回（年間）【R7実績：
22回】

④目標：
　・外商コーディネーターによる営業件数　
140件（年間）【R7実績：165件】
　・中部エリアにおける営業件数　220件
（年間）【R7実績：320件】　

⑤目標：
　・関西エリアにおける営業件数　1,200
件（年間）【R7実績：1,250件】　

（３）国内外商の拡大
①
・大手卸売事業者主催の展示商談会へ
の出展　11回（7月末）
・中小卸売事業者主催の展示・個別商
談会への出展　10回（7月末）
・卸売事業者向け社内商談会等の開催　
2回（7月末）

②
・全国各エリアで開催される大規模展示
会への出展　1回（7月末）
・成約に直結する産地視察の実施　30回
（7月末）

③
・業務用卸売事業者による産地視察の
実施　2回（7月末）
・飲食店（チェーン含む）による産地視察
の実施　12回（7月末）
・ホテルグループによる産地視察の実施　
3回（7月末）
・飲食店（チェーン含む）、ホテルでの高
知フェア開催　14回（7月末）

④
・外商コーディネーターによる営業件数　
46件（7月末）
・中部エリアにおける営業件数　107件（7
月末）

⑤
・関西エリアにおける営業件数　601件（7
月末）

（３）国内外商の拡大
①
◆卸売事業者主催の展示商談会への
出展や、社内商談会の提案等を積極的
に行い、関係強化を図っている
◇大手卸売事業者との継続的な関係構
築による安定的な販路の確保

②
◆大規模展示会への出展や成約に直
結する産地視察を実施し、商談機会の
創出を図っている
◇業務用マーケットを見据えた商談機会
の拡大

③
◆産地視察数については、昨年同時期
と比べ若干少ないものの、フェア開催数
は順調に推移
◆農業・水産と連携した一体的な営業活
動を展開できている
◇飲食店等との継続的な取引につなが
る営業活動の強化

④
◆主に首都圏、東北エリアにおいて、外
商コーディネーターによる営業活動によ
り、高知フェア開催につながっている
◇関西、中部エリアにおいては、さらなる
販路開拓の余地がある
◇「ジョン万」放送を契機とした新たな商
談機会の創出

⑤
◆万博で構築したORA等の飲食業界
ネットワークを活用し、IR開業を見据えた
営業活動を展開している
◇万博を契機に構築したネットワークを
一過性のものとせず、継続的な商談・取
引につなげていくことが必要

（３）国内外商の拡大
①
●○大手卸売事業者等との連携協定を
活用した新たな販売エリア・販売先の開
拓

②
●○業務用展示商談会等を活用した業
務用卸事業者の新規開拓

③
●万博を契機に構築した飲食業界ネット
ワークを活用した外食産業への営業展
開
●○シェフ間ネットワークを生かした新
規販路の開拓

④
○関西、中部エリアにおける外商コー
ディネーターを活用した営業展開
○「ジョン万」放送を契機として外商に取
り組む企業の裾野を拡大し、ドラマ放送
後も視野に入れた販路拡大

⑤
●梅田駅周辺飲食店での高知フェア開
催による県産品のPR及び販売拡大
●ぽん酢や出汁など、地域での一体的
なブランディングを生かした売り込みの
推進
●○飲食業界ネットワークを生かした新
規販路開拓
●○IR開業による市場変化を見据えた
情報収集
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【地産外商】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【地産外商】地
産外商公社が
支援する企業
の関西圏での
売上額（年間）

115億
円
(R4)

147億
円
（年間)

186億
円
（年間)

S
183億
円
（年間)

－ －
192億
円
(年間)

①卸売事業者と
の連携強化によ
る外商拡大

②飲食店等へ
の外商活動の
強化

③商談会・展示
会の拡充強化

④あんてな
ショップを核とし
た外商活動の
強化

①目標：KPI設定なし
　・大手卸売事業者主催の展示
商談会への出展　【R7実績：12
回】
　・中小卸売事業者主催の展示・
個別商談会への出展　【R7実績：
3回】
　・卸売事業者向け社内商談会等
の開催　【R7実績：1回】　

②目標：KPI設定なし
　・業務用卸売事業者による産地
視察の実施　【R7実績：3回】 
　・飲食店（チェーン含む）による
産地視察の実施　【R7実績：18
回】
　・ホテルグループによる産地視
察の実施　【R7実績：1回】
　・飲食店（チェーン含む）、ホテル
での高知フェア開催　【R7実績：6
回】

③目標：KPI設定なし　
　・全国各エリアで開催される大
規模展示会への出展　【R7実績：
2回】
　・成約に直結する産地視察の実
施 【R7実績：43回】

④目標：
　・関西エリアにおける営業件数　
1,200件（年間）【R7実績：1,250
件】

①
・大手卸売事業者主催の展示商
談会への出展　6回（7月末）
・中小卸売事業者主催の展示・個
別商談会への出展　3回（7月末）
・卸売事業者向け社内商談会等
の開催　1回（7月末）

②
・業務用卸売事業者による産地
視察の実施　0回（7月末）
・飲食店（チェーン含む）による産
地視察の実施　5回（7月末）
・ホテルグループによる産地視察
の実施　0回（7月末）
・飲食店（チェーン含む）、ホテル
での高知フェア開催　4回（7月末）

③
・全国各エリアで開催される大規
模展示会への出展　0回（7月末）
・成約に直結する産地視察の実
施　7回（7月末）

④
・関西エリアにおける営業件数　
601件（7月末）

①
◆卸売事業者主催の展示商談会
への出展や、社内商談会の提案
等を積極的に行い、関係強化が
図れている
◇大手卸売事業者との継続的な
関係構築による安定的な販路の
確保

②
◆外食産業のバイヤーやシェフ
等の個々のニーズに合わせた商
品提案、産地視察を通じ、業務筋
へのアプローチを強化している
◇IR開業を見据えたインバウンド
需要の取り込みに向けた外食産
業への営業強化

③
◆業務用卸事業者による産地視
察は現時点では実施に至ってい
ないが、業務用卸主催の展示商
談会へは積極的に参加している
◇業務用マーケットを見据えた商
談機会の拡大

④
◇「ジョン万」放送を契機とした新
たな商談機会の創出

①
●○大手卸売事業者等との連携
協定を活用した新たな販売エリ
ア・販売先の開拓

②
●○万博を契機に構築した飲食
業界ネットワークを活用した外食
産業への営業展開
●○外食産業バイヤーやシェフ
等の個々のニーズに合わせた商
品提案及び産地視察の強化
●○IR開業による市場変化を見
据えた情報収集

③
●業務用展示商談会等を活用し
た業務用卸事業者の新規開拓

④
●梅田駅周辺飲食店での高知
フェア開催による県産品のPR及
び販売拡大
●ぽん酢や出汁など、地域での
一体的なブランディングを生かし
た売り込みの推進
●○あんてなショップを活用した
商談機会の創出
○「ジョン万」放送を契機として外
商に取り組む企業の裾野を拡大
し、ドラマ放送後も視野に入れた
販路拡大
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【地産外商】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【地産外商】食
料品の輸出額

（年間）

23億円
（R4）

36億円
（R６）

30.3億
円
（Ｒ６）

C
（R6)

43.1億
円

R9.9
公表
予定

-
47億円
（年間）

（１）ターゲット市場
での重点的な輸出
拡大支援
【新】①商流を持つ
商社等と連携した
インセンティブ型の
販売促進

②展示会･商談会･
賞味会・高知フェア
等の開催や国内外
商社の産地招へい
の実施

（２）新たな輸出品
目（事業者）の掘り
おこしによる輸出拡
大
【新】①インセンティ
ブ導入による海外
拠点での支援機能
の強化

②土佐酒ブランドの
強化に向けた県産
酒米の安定供給の
確保

③貿易協会、
JETRO等と連携し
た、輸出に取り組む
事業者の新規開拓

（３）ALL高知（農、
畜、水、加工品等
各部局連携）での
外商活動の強化
①海外見本市への
共同出展や新たな
国での合同賞味会
の実施、バイヤー
等の招へいによる
商談機会の拡充・
フェア開催による販
売拡大　（(1)②の
内数）

②中国市場の動向
を踏まえたシェア再
獲得に向けた準備

（１）ターゲット市場での重点的な輸出拡
大支援
①
県産品の商流がある国内外の商社と成
果報酬型の委託契約を締結し、輸出額
を大きく伸ばす。
予算：30,000千円（輸出増額目標：
300,000千円）

②
米国・欧州・東南アジア・中国等の世界
各国をターゲットとし、54事業を実施予
定。

（２）新たな輸出品目（事業者）の掘りお
こしによる輸出拡大
①
・中国・欧州・米国東海岸・米国西海岸
の４拠点に設置する食品海外ビジネス
サポーターと、基本業務に加え、成果報
酬型の委託契約を締結
　予算（成果報酬型にかかる部分）：
8,000千円　（輸出増額目標：80,000千
円）　

②
・生産農家等とR8年度産酒米の契約栽
培を行う酒造組合等に対し、補助金を交
付。
　予算：87,300千円　

③
・ジェトロ高知、高知県貿易協会に配置
している貿易促進コーディネーター（食
品担当）、産業振興センターに配置され
ている海外支援コーディネーター（もの
づくり担当）等が連携し、輸出に取り組む
県内事業者へのプッシュ型支援策の一
環として出張貿易相談会を実施。（計７
回）

（３）ALL高知（農、畜、水、加工品等各部
局連携）での外商活動の強化
①
・米国・台湾・欧州・東南アジア等での展
示会出展　８回
・東南アジア・カナダ等での合同賞味会
開催　８回
・バイヤーの招へい　２回
・米国・豪州等での高知フェア開催　３回

②
・ECサイトでのプロモーション委託（年間
契約）　
・上海商談会出展　１回

（１）ターゲット市場での重点的な輸出拡
大支援
①
プロポーザルによる商社の選定と成果
報酬型の委託契約の締結
　15社（輸出増額目標：230,520千円）

②
THAIFEXやFOOD TAIPEIなど、９の国・
地域を対象に17事業を実施済。参加事
業者延べ89社。（8月末時点）

（２）新たな輸出品目（事業者）の掘りお
こしによる輸出拡大
①
・中国・欧州・米国東海岸・米国西海岸
の４拠点のBSと成果報酬型の委託契約
を締結
　契約額　8,000千円（輸出増額目標：
80,000千円）

②
・酒造組合等と事前協議
・補助金交付要綱策定　(５月)
・交付決定（２事業者）

③
・出張貿易相談会　
　日程確定：7月29日（安芸）、8月21日
（幡多）、8月25日（大豊町）、8月27日（い
の町）、9月2日（須崎）、9月14日（高知）　
、9月28日（室戸）

（３）ALL高知（農、畜、水、加工品等各部
局連携）での外商活動の強化
①
・台湾・東南アジア等での展示会出展　４
回
・6月にシンガポール商社（水産連携）、8
月にタイ商社（畜産連携）を招へい。
・豪州にて高知フェア実施済。

②
・ECサイトでのプロモーション委託（年間
契約）　
　契約済み（R8.4月1日～R9.3月31日）　
・上海商談会出展（4月22日～23日）
　２社出品

（１）ターゲット市場での重点的な輸出拡
大支援
①
◆予算に対する契約総額の割合は77％
にとどまったが、全体的には予定通り実
施できている。

②
◆予定通り実施できている。

（２）新たな輸出品目（事業者）の掘りお
こしによる輸出拡大
①
◆対象事業者の選定を行い、各地域に
て営業活動を実施中。
◆8月下旬に米国西海岸ビジネスサポー
ターが来高のうえ、支援対象事業者との
面談を実施。

②
◆酒造組合が、生産者向けに酒米生産
セミナーを開催するなど、関係を強化す
る動きが見られる。
酒米価格は下落しており、当初懸念され
たような状況とはなっていない。

③
◆日程確定し、7月末より順次開催中。
参加事業者：安芸2社、幡多3社、大豊町
2社、いの町２社
◇参加事業者数の確保。

（３）ALL高知（農、畜、水、加工品等各部
局連携）での外商活動の強化
①
◆予定通り実施できている。

②
◆予定通り実施できている。
・現地ECサイトにて特設ページを開設
し、県産品のプロモーションを実施中。
（延べ43社）
・上海商談会にて上海総領事館との面
識を得て、現地での賞味会開催に向け
て調整中。

（１）ターゲット市場での重点的な輸出拡
大支援
①
●対象商社と定期的に情報交換を行
い、先方からの要望に基づいて新規商
材等の提案を実施する。
〇さらなる輸出拡大に向けて、今年度事
業を実施している商社と来年度に向けた
協議を行うほか、新規委託先獲得に向
けた他商社への呼びかけを行う。

②
●事業実施後の継続的な販路拡大に向
け、バイヤーとの関係構築を図る。
○展示会等への積極的な参加の呼びか
け。新たなフェアや招へい事業等の実施
に向けた現地との調整。

（２）新たな輸出品目（事業者）の掘りお
こしによる輸出拡大
①
●参加事業者と定期的なミーティングを
実施するなど、各BSと連携のうえ、目標
額達成に向けて事業を実施する。

②
〇本事業は今年度限りの予定。

③
●参加事業者の確保に向け、各地域の
商工会議所と連携して集客を行う。

（３）ALL高知（農、畜、水、加工品等各部
局連携）での外商活動の強化
①
●10月に農業マーケティング政策課と連
携し、タイ・マレーシアバイヤーを招へい
予定。
●合同賞味会については、9月初旬にバ
ンガロール（インド）開催予定。その他に
ついては水産物外商室と調整中。
○来年度の継続実施を見据えてバイ
ヤー等との関係強化を図る。

②
●
・ＥＣサイト参加事業者増に向けて声掛
けの強化と現地BSによる出展事業者の
フォロー。
・上海総領事館と連携した賞味会等の
開催に向けて調整中。
○中国当局の水産物輸出再開の動きを
注視しつつ、ＢＳと連携しながら施策を
検討していく。
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第５期産業振興計画　進捗状況シート【起業・新事業】

KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【起業・新事
業】創業支援
等事業計画に
基づく起業･創
業件数

116件
（R6）

－ 136件 － 120件

－
※今後
調査予

定

－
150件
（R9）

①【拡】小中高
校での起業家講
演の実施

②【新】支援メ
ニューを一元化
した、利用者目
線での情報発信

③【新】商工団
体等と連携した
起業支援体制
の構築

④【拡】創業支
援等事業計画
策定に向けたサ
ポート体制の強
化

①目標：起業家講演の実施校数
15件
【R7実績10件】
・県内の小中高校に高知県ゆかり
の起業家を招へいし、講演を実施
することで起業機運を醸成（4月
～3月）

②目標：ココプラHPトップ表示回
数15,000回【R7実績12,561回】
・ココプラHPをリニューアルし、県
内の支援機関等が提供する支援
メニューを一元化した利用者目線
での情報発信を展開（７月～）

③目標：起業支援担当者ネット
ワーク会議開催数2回【R7実績－
件】
・商工団体等、県内の起業支援
機関を集めたネットワーク会議を
開催（6月，2月）
・情報共有のためのフォーマットを
作成し、効果的な連携によるきめ
細やかな支援体制を構築（6月
～）

④目標：創業支援等事業計画新
規策定数13件【R7実績1件】
・県内の計画未策定町村に対し、
商工会等と連携したサポートを実
施（4月～）

①起業家講演の実施校数
　2件（R8.8末時点）
・県内の小中高校に高知県ゆかり
の起業家を招へいし、講演を実施
（4月～）
・申込受付済み12件

②ココプラHPトップ表示回数
　5,099件（R8.8末時点）
・ココプラHPをリニューアル
　掲載情報の収集・整理（4月～）
　新ホームページ公開（7/1）

③起業支援担当者ネットワーク会
議開催数
　1回（6/1）（R8.8末時点）
・ネットワーク会議を開催
　当日（6/1）は22団体が出席
・支援体制を構築
　情報共有のためのフォーマット
を作成し運用開始（6月～）

④創業支援等事業計画新規策定
数
　12件（R8.8末時点）
・計画未策定町村に対し、商工会
等と連携したサポートを実施
　商工会連合会と連携し、未策定
町村に再度働きかけ（7月～）

【KPIの達成見込み】
商工会・商工会議所を対象に聞き
取りを行い、9月末時点での起業・
創業件数を把握する予定

①
◆8月末時点での実施校数は2件
だが、実施済みも含めた申込件
数は計14件で、目標の達成は可
能な見通し

②
◆目標を下回る状況（昨年度と同
程度）

③
◆予定どおり順調に進んでいる

④
◆予定どおり順調に進んでおり、
残りの1自治体についても本年度
の申請に向けて作業中

①
●年間15件の実施に向け、未実
施の学校に個別に打診を行う

②
●リニューアルの周知を行い、活
用を促進する

③
●ネットワーク会議で出された意
見を基に連携の方法を改善。第2
回会議で各団体からのフィード
バックを吸い上げ更なる連携強化
につなげる

④
●未策定自治体に対し、商工会
等と連携して申請に向けたサ
ポートを継続する
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【起業・新事業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【起業・新事
業】県産学官
民連携セン
ター（ココプラ）
の支援を通じ
た新事業展開
件数

4件
（R6）

9件 8件 Ｂ 20件 10件 D 35件

①【新】企業の新
事業創出に向け
たチャレンジを支
援

②ローカルイノ
ベーションプラット
フォームによる、
本県をフィールド
として新事業展
開を行う企業等
の呼び込み

①目標：交付決定件数25件
・制度周知に向けた支援機関向
け説明会の実施（4～6月）
・支援機関等で構成する新事業
創出ネットワークを通じた案件の
掘り起こし（5～1月）
・新事業創出ネットワーク会議の
開催（6月、12月頃）

②目標：個別プロジェクトの立ち
上げ5件【R7実績4件】
・キックオフイベント（7月）
・ビジネスプランの募集（7～10
月）
・ビジネスプラン選考（11月）
・ピッチ会（12月）

①交付決定件数
　1件（R8.8末時点）
・制度周知に向けた支援機関向
け説明会
　産業振興センターコーディネー
ター向け説明（4/27）
　商工会中央会説明会（4/30）
　商工会議所・商工会説明会
（5/13）
　事業承継・引継ぎ支援センター
説明会（5/20）
　高知銀行行員勉強会(6/5）
　四国銀行行員勉強会（6/9、
6/11）

・新事業創出ネットワークを通じた
案件の掘り起こし
　問い合わせ数：5件

・新事業創出ネットワーク会議の
開催（6/19開催）

②個別プロジェクトの立ち上げ
　0件（R8.8末時点）
・キックオフイベント（7/15）
　参加者数：62名
・ビジネスプランの募集中（7/16
～）
　募集テーマ数：6市町村12テー
マ
・ビジネスプラン選考（11月）
・ピッチ会（12月）

【KPIの達成見込み】
1月頃、5件マッチング見込

①
◆幅広く活用できる所得向上補
助金の採択結果を受けて、新事
業創出補助金の申請を検討する
企業がいる見込み
◇所得向上補補助金の採択結果
を踏まえても、申請数が伸びてい
ないため、県内企業が新事業に
チャレンジしやすい環境構築が必
要

②
◆キックオフイベントからピッチ会
までの各プロセスを経て、1月に
マッチングに至る見込み

①
●新事業創出ネットワークの構成
団体の協力も得ながら、掘り起こ
しを実施する
○補助金等の支援の有無にかか
わらず、新事業にチャレンジする
企業が増える取組を検討する

②
●県立文化施設の参画を促進す
る
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【起業・新事業】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【起業・新事
業】土佐MBA
（連続講座）の
受講を通じた
起業・新事業
展開件数（累
計）

－ 6件 10件 S 9件

－
※年度
末にア
ンケー
ト調査
を実施
し把握

－
12件
（R6～
R9）

①土佐まるごと
ビジネスアカデ
ミー（土佐MBA）
による、本県の
産業振興を担う
人材の育成

①目標：講座参加者数990名
【R7実績438名】
・経営・マネジメント人材の育成に
つながる連続講座を開催（９月～
１月）
・誰でも参加しやすい単発の講座
を新たに開催（通年）

①講座参加者数
163名（R8.8末時点）
※対面(4講座)：51名 
    オンライン (5講座)：112名
・経営・マネジメント人材の育成に
つながる連続講座を開催
・誰でも参加しやすい単発の講座
を新たに開催
　「土佐経営塾」実施委託業務 契
約締結 (4/27)
　運営委託業務 契約締結 (5/1)
　パンフレット完成・配布開始 
(5/19～)
　企業訪問による受講勧奨 (6月
～)
　単発講座4回開催 (6/5、6/27、
7/10、8/7)

【KPIの達成見込み】
年度末にアンケート調査を実施し
把握するため、現時点では不明

①
◆各講座の集客が不十分になっ
ている
◇委託業務の契約締結が遅れた
ことで、パンフレットの作成及び受
講勧奨の開始が遅れた
◇運営委託先の受講勧奨のノウ
ハウ・ネットワークが十分でない

①
●地域本部に協力を依頼して、ア
クションプランの事業者等へ熟
度・課題に応じた講座を紹介し受
講につなげる
●企業の人材育成担当部門や、
業界団体等へのアプローチを強
化する
●委託先が主体的に行動するよ
う、期限を示したチェックリストを
作成し、進捗管理を徹底する
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第５期産業振興計画　進捗状況シート【移住】

KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

【移住】新規相
談者数（年間）

3,962人
（R4）

5,190人 6,406人 S 5,470人
2,465人
(R8.8
末）

S
5,560

人

【移住】うち高
知県出身者の
割合（年間）

19％
（R4推
計値）

23% 14% D 24%
14％
(R8.8
末）

D 25%

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

〇【拡】デジタル
マーケティング
等を活用した新
たな関心層の獲
得

〇目標：新規相談者数5,470人【Ｒ
７実績6,406人】
・各分野の担い手確保に向けた
県外への情報発信を一元化し、Ｓ
ＮＳや位置情報などを活用した
ターゲティング広告の配信（9課16
事業、101回）
・各広告の配信結果等をリアルタ
イムで確認しＰＤＣＡを回す（通
年）

・デジタルマーケティングを活用し
た広告配信（47回配信）

○イベント来場者
・高知暮らしフェア：
6/21東京404人（前年比121％）
6/28大阪233人（前年比118％）
・就職・転職フェア：
7/4大阪62人（前年比167％）
7/5東京75人（前年比117％）
･オンライン就職・転職フェア
8/1～9/10  82人（前年比95％））

【ＫＰＩ達成の見込み】
新規相談者は目標を上回るペー
スで推移しており、目標達成の見
込み
・新規相談者数：2,465人
(前年比107％・R8.8末時点)

◆高知暮らしフェアや就職・転職
フェアなどのイベント来場者が増
加することで、新規相談者数全体
の増加につながった

◇移住者数3,000人(R9)に向けて
は、新規相談者数を8,000人程度
まで増やすことが必要

●就職・転職フェアプレイベントの
開催や高知求人ネットの改修によ
り、さらなる新規相談者の獲得を
目指す

●Ｕターン層が多い岡山、広島で
就職転職相談会を開催

●年末に県内でＵターン者向けの
キャリア相談会を開催

○24時間365日の相談対応が可
能なＡＩ相談・提案機能を導入し、
従来取り込めていなかった新規
相談者を獲得する

〇これまでアプローチが弱かった
中四国エリア、中京エリアでの情
報発信の強化や相談会の開催に
より、新規相談者を獲得する
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【移住】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【移住】窓口で
の相談から移
住への移行率
（年間）

43.7％
（R4）

45.2% 38.2% B 45.2%
41.2％
(R8.8
末）

B 46.7%

〇きめ細かな相
談対応

〇目標：窓口での相談から移住
への移行率（年間）45.2％【Ｒ７実
績38.2％】

○ＵＩターン転職支援の強化
ア　目標：特設サイトのPV数12万
件
・大手求人サイトと連携し、県内
企業の魅力や採用情報を全国に
向けて発信する特設サイトを開設
・山場の創出を意識した情報発信

イ　目標：官民連携した求人サー
ビスを通じたＵＩターン就職転職
マッチング件数　247件
・県内の職業紹介企業と連携した
特設ページを構築し、官民連携に
より求職者へ情報発信
・特設ページ公開(9月)
・情報発信(10～3月)

ウ　目標：補助金の交付件数185
件
・県内事業者の求人広告など採
用活動にかかる経費を支援
・補助金申請の受付：5/1～1/29
・県内事業者への周知
・各種メディアによる広報

○ＵＩターン転職支援の強化
ア　大手転職支援サービス
（doda）とタイアップ した特設サイ
トの開設（7/1）
・特設サイトのＰＶ数：306,301件(8
月末時点)

イ　特設ページ開設に向けた準備
・掲載する職業紹介企業の決定
（3社）

ウ　補助金の申請受付件数：171
件(申請受付終了）
・申請受付開始（5/1～）
・説明会やメルマガ配信等による
県内事業者への周知(随時)
・各種メディアによる広報
　テレビCM、新聞広告、SNS広告
(5月～）

【ＫＰＩ達成の見込み】
新規相談者数の増加に比べて移
住者数が伸び悩んでおり、目標
達成は難しい状況
・新規相談者数：2,465人
（前年比107％・R8.8末時点）
・移住者数：1,015人
（前年度比92％・R8.8末時点）

◆新規相談者数の増加により、
移住確度が低い相談者の割合が
増えたため、相談から移住への
移行率は低下傾向

◇移住者数3,000人(R9)に向けて
は、新規相談者数を8,000人程度
まで増やすことが必要

◇相談から移住への移行率が高
いＵターン者を増やす取組が必要

●Ｕターン層が多い岡山、広島で
就職転職相談会を開催

●年末に県内でＵターン者向けの
キャリア相談会を開催

○転職支援対策の強化やＵＩター
ンサポートセンターによる就職転
職マッチングの強化により、Ｕター
ン者へのアプローチを拡大
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【移住】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

県外からの移
住者数（年間）

1,730人
（R4年
度）

2,700人 2,450人 Ｂ 2,850人
1,015人
(R8.8
末）

C
3,000

人以上

うちＵターン者
の割合（年間）
※県把握分

34％
（R4年
度）

39% 38% Ｂ 40%
55％
(R8.8
末）

S 41%

①【拡】デジタル
マーケティング
等を活用した新
たな関心層の獲
得(再掲)

②ＵＩターン転職
支援の強化
【新】ア　大手求
人サイトと連携
した情報発信

【新】イ　求人情
報発信等支援
事業費補助金

①デジタルマーケティング等を活
用した新たな関心層の獲得
目標：新規相談者数5,470人【Ｒ７
実績6,406人】
・各分野の担い手確保に向けた
県外への情報発信を一元化し、Ｓ
ＮＳや位置情報などを活用した
ターゲティング広告の配信
・各広告の配信結果等をリアルタ
イムで確認しＰＤＣＡを回す

②ＵＩターン転職支援の強化
ア　目標：特設サイトのPV数12万
件
・大手求人サイトと連携し、県内
企業の魅力や採用情報を全国に
向けて発信する特設サイトを開設
・山場の創出を意識した情報発信

イ　目標：補助金の交付件数185
件
・県内事業者の求人広告など採
用活動にかかる経費を支援
・補助金申請の受付
・県内事業者への周知
・各種メディアによる広報

①デジタルマーケティング等を活
用した新たな関心層の獲得
新規相談者数2,465人
　（前年比107％・8月末時点）
・デジタルマーケティングを活用し
た広告配信（47回配信）

○イベント来場者
・高知暮らしフェア：
　　6/21東京404人
　　　　　　　　（前年比121％）
　　6/28大阪233人
　　　　　　　　（前年比118％）
・就職・転職フェア：
　　7/4大阪62人
　　　　　　　　（前年比167％）
　　7/5東京75人
　　　　　　　　（前年比117％）
･オンライン就職・転職フェア
　　8/1～9/10  82人
　　　　　　　　（前年比95％）

②ＵＩターン転職支援の強化
ア　大手転職支援サービス
（doda）とタイアップ した特設サイ
トの開設
・特設サイトのＰＶ数：306,301件　
(8月末時点)

イ　補助金の申請受付件数：171
件
・説明会やメルマガ配信等による
県内事業者への周知
・各種メディアによる広報
　テレビCM、新聞広告、SNS広告

【ＫＰＩ達成の見込み】
移住者数は前年を下回っており、
下半期に相談者に対するフォロー
を強化することなどにより、目標
達成を目指す

①デジタルマーケティング等を活
用した新たな関心層の獲得
◆目標達成に向けては、移住者
の母集団となる新規相談者をさら
に確保することが必要
・新規相談者数：2,465人
　　（前年比107％・8月末時点）
・移住者数：1,015人
　　（前年度比92％・8月末時点）
・移住達成率：32.2％
　　（移住者数/新規相談者数（組
数））
◇近年の移住達成率は約３割で
推移しており、移住者数3,000人を
達成するためには、新規相談者
数を8,000人程度まで増やすこと
が必要

②ＵＩターン転職支援の強化
◆大手転職サイト内の県特設
ページの開設及び補助事業の活
用により県内企業の採用活動が
活発化している

◇本県出身者にとって最も必要な
仕事の情報を提供し、マッチング
を支援することがＵターンの増加
につながるため、さらなる転職支
援の強化が必要

①デジタルマーケティング等を活
用した新たな関心層の獲得
●移住確度の高いＵターン層を
ターゲットにしたデジタル広告の
配信を拡大

○ＡＩを活用した相談対応や、大
阪圏への移住支援金の拡充な
ど、新規相談者との接点を拡大す
る新たな取組を検討

②ＵＩターン転職支援の強化
●大手サイト等への県内求人が
増える秋以降に情報発信を強化

○大手転職サイトとの連携や求
人広告費等の企業向け補助事業
の効果を検証し、後継事業を検
討
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【移住】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

移住後3年目
の県内定着率

87％
（R4年
度）

88% 87% Ｂ 89%
-

(R9.5公
表予定)

-
90％以

上

○各市町村の
定住施策を支援
①人口減少対
策交付金を活用
する市町村の支
援

②定住サポート
の充実

①人口減少対策交付金を活用
し、移住者の住まい確保などに取
り組む市町村を支援

②地域移住サポーターや移住支
援ネットワークを活用した県域で
の移住者交流会等の実施(研修
会5月～、3回、交流会9月～、3
回）

①人口減少対策交付金を活用
し、移住者の住まい確保などに取
り組む市町村を支援
・移住者向けのお試し滞在施設の
整備（高知市、香南市）
・移住者や子育て世帯向けの住
宅の確保（北川村、芸西村、本山
町）
・住宅の新築やリフォーム費用に
対する支援（須崎市など15市町
村）

②研修会（定例会）：2回(5月：90
人参加、9月：33人参加）
交流会：3回実施予定（11月、１
月、２月）

【ＫＰＩ達成の見込み】
※R9.12月頃、定着状況調査を実
施予定（R9.5月公表）

①人口減少対策交付金を活用
し、移住者の住まい確保などに取
り組む市町村を支援
◆市町村における住まいの確保
支援策が十分に活用されていな
い

◇移住者のニーズに促した支援
策の検討が必要

②定住サポートの充実
◆広域での勉強会や交流会の実
施により移住者支援のノウハウの
共有や移住者の交流につながっ
ている

◇引き続き、定住支援等に取り組
む市町村や団体の支援が必要

●各市町村における移住者向け
の住宅供給状況や課題等を調査
し、市町村ごとに必要な施策を検
討

○上記調査結果にもとづき、各市
町村の個別課題に対応した支援
策を検討
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第５期産業振興計画　進捗状況シート【県内就職】

KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

県内高校生の
県内就職率
（年間）

71.6%
（R4年
(R5.3
卒)）

75%
（R7年
(R8.3
卒)）

66.4%
（R7年
(R8.3
卒)）

Ｂ

75%
（R8年
(R9.3
卒)）

-
R9.8公
表予定

-

75%
（R9年
(R10.3
卒)）

県内専門学校
生の県内就職
率（年間）

72.8%
（R4年
(R5.3
卒))

80%
（R7年
(R8.3
卒)）

69.2%
（R7年
(R8.3
卒)）

Ｂ

80%
（R8年
(R9.3
卒)）

-
R9.8公
表予定

-

80%
（R9年
(R10.3
卒)）

県内大学生の
県内就職率
（年間）

36%
（R4年
(R5.3
卒)）

42%
（R7年
(R8.3
卒)）

32.5%
（R7年
(R8.3
卒)）

Ｃ

42%
（R8年
(R9.3
卒)）

-
R9.8公
表予定

-

42%
（R9年
(R10.3
卒)）

県内出身県外
大学生の県内
就職率
（Uターン）（年
間）

21.3％
（R4年
(R5.3
卒)）

22.9%
（R7年
(R8.3
卒)）

17.8%
（R6年
(R7.3
卒)）

－

23.4%
（R8年
(R9.3
卒)）

-
R9.12公
表予定

-

24%
（R9年
(R10.3
卒)）

県外出身県外
大学生の県内
就職者数
（Ｉターン）（年
間）

181人
（R4年
(R5.3
卒)）

215人
（R7年
(R8.3
卒)）

173人
（R6年
(R7.3
卒)）

－

218人
（R8年
(R9.3
卒)）

-
R9.12公
表予定

-

220人
（R9年
(R10.3
卒)）

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

１ 情報発信の強化
①
【拡】学生や保護者への
県内就職に関する情報
の発信

②
【新】大手就職情報サイ
トにおける「高知県特集
企画」の実施

③
学生との交流イベントや
職場体験イベント等の開
催支援

④
【新】学生と県内企業の
交流イベント企画ワーキ
ングの実施

⑤
県内で就職活動を行う
県外学生への交通費等
助成

２ 事業者の採用力向上
①
【新】県内事業者の採用
活動を支援（移住促進
課予算）

②
県と企業の協働による
奨学金返還支援

③
採用力向上セミナー・個
別フォローの実施

３　キャリア教育の推進
①
学校におけるキャリア教
育の充実

②
キャリア教育協力企業
データベースの活用

１ 情報発信の強化
①
目標：LINE登録者数2,000名
デジタル広告から高知おしごと部へのアクセス数
合計50,000回以上
・LINEによる情報発信（9月～）
・デジタル広告（7月～）
・協賛施設開拓（50施設以上)

②
目標：「特集ページ」セッション数1,400
「動画コンテンツ」動画視聴回数50,000回
「WEB記事」セッション数10,000

③
目標：交流イベントへの学生参加者数240名（R7～
R8）【R7実績 100名】

④
目標：学生と県内企業の交流イベント企画立案
・企画ワーキング実施（２回）
・高知市と連携し、学生と企業の交流プレイベント
開催（年内）

⑤
目標：250件程度【【R7実績 266件（215名）利用】

２ 事業者の採用力向上

①
目標：35件程度（新卒）
・申請受付（5月）

②
目標：事前登録者数50名【R7実績 24名】
・制度説明動画制作（2本・学生向け）

③
目標：セミナー参加社数各回30社、個別フォロー
新卒20回、中途40回
・新卒セミナー3回（7～9月）
・中途セミナー3回（9～11月）

３　キャリア教育の推進
①
・リアル版みらいスイッチ体験ツアー（小中学生）
・新しい学校のリーダー研修（高校生）

②
・データベース活用状況調査及び活用依頼（４月）

１ 情報発信の強化

①
・LINEアカウントの名称刷新と情報発信開始及び
デジタル広告の展開（10月下旬予定）
・協賛施設開拓（8月～、16施設）
・高知大学食堂での卓上POPによる広報(11月～
予定）

②
・特集ページ開設（8/7～1/31）
・動画公開（7/31～）
・WEB記事公開（8/27～）
・デジタル広告（8月下旬～）

③
・申請受付（～1月）
・交付決定１件（参加者数46名、8月末時点）

④
・企画ワーキング実施（２回：7/15、8/19）

⑤
・申請受付（6月～）
・申請件数：83件（8月末時点）

２ 事業者の採用力向上

①
・申請受付開始（5/1～）
・申請受付件数：77件（新卒分：9/8時点）

②
・事前登録者数：15名（8月末時点）
・制度説明動画制作（2本、11月、10月）予定等に
よる学生等への制度周知

③
・新卒セミナー開催（7/23：33社、8/25：36社、
9/11：29社、個別フォロー：2社※8月末時点）
・中途セミナー開催（9/29、10/21、11/18）

３　キャリア教育の推進

①
・リアル版みらいスイッチ体験ツアー（7～8月：小中
学生とその保護者：参加合計163名）
・新しい学校のリーダー研修（7月、高校生35校70
名参加）

②
・活用状況調査及び活用依頼（４月）
・調査回答のあった220校（小・中・高校（私立含））
中、データベース掲載企業（469社）でのキャリア
教育の実施　R7実績：58校、R8予定：79校

１ 情報発信の強化

①
◆◇LINEアカウントの新名称への変更及び公式
認証取得手続きに時間を時間を要し、情報発信の
開始が遅延

②
◆特集ページセッション数1,457（8/31時点）、動画
視聴回数134,901回（9/1時点）、WEB記事セッショ
ン数10,028回（9/30時点）であり、目標を達成

③
◆◇実績は約6割に留まり、目標達成は困難な状
況。支援内容が事業者や学生のニーズに応えら
れていない

④
◆企画ワーキングで立案された複数のイベント案
を精査し、R9イベント内容に反映。
高知市と連携し、学生と企業の交流プレイベント開
催(11/15予定）

⑤
◇入札不調により事業（申請受付）開始が昨年よ
り約１ヶ月遅れたこと等から、前年同時期比で申
請数は30件減少

２ 事業者の採用力向上

①
◆当初の見込みを大幅に上回る申請状況
◇採用に直結する求人広告掲載等の企業ニーズ
は旺盛であり、次年度の事業継続を検討

②
◆事前登録者数は前年同時期比２名増だが、目
標達成は困難な状況。
◇対象の学生に対する周知不足や制度の広報不
足等の理由が推測されるが、要因は今後調査予
定

③
◆新卒セミナーの参加社数は概ね目標を達成、個
別フォロー申込社数は2件（8月末時点）と前年同
時期比で7社減少しているが、セミナーの全回終
了後の9月以降には増加の見込み

３　キャリア教育の推進

①
◆リアル版みらいスイッチ体験ツアー：中学生の参
加が少ない
◆新しい学校のリーダー研修：研修での取組を自
校に持ち帰り、各地域での探求学習を深めるため
に地域や学校、関係機関の理解や支援が必要

②
◆データベース掲載企業と連携したキャリア教育
の取組が増加している

１ 情報発信の強化

①
●○ＬＩＮＥ登録促進のためデジタルマーケティン
グを活用した広報を強化

②
●学生及び保護者等に対する特集サイト及び動
画コンテンツの周知に注力し、更なるセッション数
等の上積みを目指す

③
●商工団体等への再周知
○交流イベント支援は廃止し、実施手法を見直し
（新イベントの形を④のワーキングで企画）

④
●プレイベントの結果等を踏まえ、R9に実施する
新イベントの運営手法等を検討

⑤
●LINE等による情報発信を効果し、学生等への周
知、制度の利活用を促進

２ 事業者の採用力向上

①
●申請状況等を分析し、事業者の支援ニーズ等を
踏まえてR9の支援策を検討

②
●県内大学生へ制度に関するアンケートを実施
し、登録伸び悩みの要因分析した上で、対応策を
検討

③
●必要に応じた個別フォローの活用を促し、セミ
ナー内容の効果的な実践に繋げる
○セミナーや個別フォローの効果を検証する受講
者アンケートを実施し、R9事業に反映

３　キャリア教育の推進

①
○リアル版みらいスイッチ体験ツアー：小中学校
コースの内容の充実を図る
○新しい学校のリーダー研修：県や地域の課題解
決策を見出し、各地域での発展的な探究活動の
取組を強化

②
●○さらなる活用促進に向け、キャリア教育の実
施計画等を立てるタイミングなど、時期を捉えた学
校への周知を実施
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【県内就職】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

交流イベント
への学生の参
加者数（累計）

－ 120人 100人 C
240人
(R7～
R8)

146人
（R7～
R8.9時
点）

C
360人
（R7～
R9）

①学生と県内事
業者の交流イベ
ントの支援

②企画ワーキン
グの設置

①目標：交流イベントへの学生参
加者数240名（R7～R8）【R7実績 
100名】
・申請受付（4月～１月）

②目標：学生と県内企業の交流イ
ベント企画立案
・学生と企業の交流イベント企画
ワーキング実施（２回）
・高知市と連携し、プレイベントの
開催（年内）

①
・申請受付（～1月）
・交付決定：１件（参加者数46人、
8月末時点）

②
・企画ワーキング実施（２回：
7/15、8/19）
・高知市と連携し、学生と企業の
交流プレイベント開催（11/15予
定）

①
◆◇実績は約6割に留まり、目標
達成は困難な状況。支援内容が
事業者や学生のニーズに応えら
れていない

②
◆企画ワーキングで立案された
複数のプレイベント案を精査し、イ
ベント内容に反映

①
●商工団体等への再周知
○交流イベント支援は廃止し、実
施手法を見直し（新イベントの形
を②のワーキングで企画）

②
●プレイベントの結果等を踏ま
え、R9に実施する新イベントの運
営手法等を検討

100億企業登
録数

－ ー ー ー 20社 33社 S
30社
（R8～
R9)

【新】100億企業
ネットワーク形
成事業

目標：100億企業登録数20社

・100億企業セミナーの実施（７
月）
　参加者60人（30社）

・意見交換会の実施（９月、１月）
　各回参加者20人（10社）

・県広報番組「おはようこうち」で
の100億企業紹介（全４回放送。7
企業紹介＋セミナー開催案内）

100億企業登録者数33社(R8.8現
在)

・100億企業セミナー（7/21）
参加者41人（31社）

・意見交換会（９月、１月）
　第１回23人19社（R8.8）
　第２回12人８社（R8.8申請状況）

・栄光工業、ひまわり乳業、こう
りょうホールディングスを紹介予
定（残り１社調整中）

【KPIの達成見込み】
◆目標数値は達成
◇国の関連制度や、所得向上補
助金などで関心が高まったものと
考えられる

○セミナーや意見交換会のアン
ケート結果等を踏まえ、企業に
とってより関心の高い内容のイベ
ントを企画し実施する

ワークライフ
バランス推進
延べ認証企業
数（累計）

632社
（H19～
R4)

1,010社 1,010社 A 1,240社 1,122社 A

1,300
社
（H19
～R9)

①ワーク・ライ
フ・バランス推進
事業

①目標：ワークライフバランス推
進延べ認証企業数1,150社【R7実
績：1,010社】

・関係部局と連携した制度の普及
（認証を補助金の交付要件に設
定）

・WLB推進アドバイザーによる支
援の強化（アドバイザーの増員９
名→10名）

・女性特有の健康課題への対応
（認証要件化）

・認証取得の新たなメリットを設定
し、制度の普及を図った(高知県
求人情報発信等支援事業費補助
金（交付要件）、所得向上推進企
業等総合支援事業費補助金（加
点措置）)

・WLB推進アドバイザーによる企
業訪問件数（R7.7現在385件→
R8.7現在571件）

・女性活躍推進部門において、女
性特有の健康課題への対応を必
須項目として追加（R8.4～）

【KPIの達成見込み】
R8.9.1付けで達成（1,163社）。R8
のKPIを上方修正

◆認証取得の新たなメリットが追
加されたことにより、新規申請が
増加（R7.8時点11社→R8.8時点
36社）

◆従業員数が少ない事業所ほど
認証割合が低い（300人以上
75％、10～49人11.8％）

◆入札参加資格審査における加
点措置が設けられている建設業
の認証割合16.2％に対し、その他
の業種は10％に満たない状況
（全業種平均3.3％、卸売・小売
0.8％、医療・福祉3.3％）

◇認証割合が低い層を中心に制
度の周知を図る必要がある

●○引き続き、電話等による、制
度の周知を行い、認証取得を促
す。
特に、取組の遅れている従業員
数10～49人の企業や、男性育休
推進企業に占める割合は高いが
ワークライフバランス推進企業認
証の認証割合は低い、卸売・小
売、医療・福祉を中心にアプロー
チを行う
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【県内就職】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

企業の魅力発
信支援セミ
ナーへの参加
事業所数

131社
（R5）

150社 262社 S 150社
-

R8.11把
握予定

-
150社
(R9)

採用トレンドを
反映したセミ 
ナー開催、専門
家派遣による伴
走支援

目標：セミナー参加社数各回30
社、個別フォロー40回
・中途採用力向上セミナー3回（9
～11月）
・個別フォロー40回

・事業者や関係機関等へのセミ
ナー・個別フォロー案内（9月～）
・中途採用力向上セミナー
（9/29、10/21、11/18）

【KPIの達成見込み】
各セミナーの実施が完了する11
月末には実績値が確認できる予
定。

◆予定どおり進んでいる

●セミナー後の個別フォローの活
用を促し、セミナー内容の実践に
繋げる

○セミナーや個別フォローの効果
を検証する受講者アンケートを実
施し、R9事業に反映

奨学金返還支
援事業への学
生等の事前登
録者数（累計）

－ 80人 54人 D 130人 69人 D
180人
（R9)

【拡】奨学金返
還支援制度の
広報の強化

目標：奨学金返還支援事業への
学生等の事前登録者数（R6～R8
累計）：130人

・制度説明動画制作（2本・学生向
け）

・事前登録者数：15名（8月末時
点）
・制度説明動画制作（2本、11月
予定）による学生等への制度周
知

◆事前登録者数は前年同時期比
２名増だが、目標達成は困難な
状況
◇対象の学生に対する周知不足
や制度の広報不足等の理由が推
測されるが、要因は今後調査予
定

●県内大学生へ制度に関するア
ンケートを実施し、登録伸び悩み
の要因分析した上で、対応策を検
討

県からの情報
提供のための
メルマガ登録
の新規登録者
数

617人
(R4）

580人 557人 B 610人
172人
（R8.8末
時点）

Ｓ
640人
（R9)

【新】学生等へ
の情報発信の
強化

目標：LINE登録者数2,000名
デジタル広告から高知おしごと部
へのアクセス数合計50,000回以
上

・LINEによる情報発信（9月～）
・デジタル広告（7月～）
・協賛施設開拓（50施設以上)

・LINEアカウントの名称刷新と情
報発信開始及びデジタル広告の
展開（10月下旬予定）
・協賛施設開拓（8月～、16施設）
・高知大学食堂での卓上POPによ
る広報(11月～予定）

◆◇LINEアカウントの新名称へ
の変更及び公式認証取得手続き
に時間を時間を要し、情報発信の
開始が遅延

●○ＬＩＮＥ登録促進のためデジタ
ルマーケティングを活用した広報
を強化

県内転職支援
拠点を通じた
就職者数

－ － － 60人

－
（9月開
所予
定）

－
160人
（R8～
R9)

【新】転職に伴う
県外転出を抑制
するため、県内
転職を支援する
拠点を設置

〇目標：県内転職支援拠点を通じ
た新規相談者数150件、就職者数
60件
・支援拠点の開設(9月）
・デジタルマーケティングを活用し
た情報発信（9～3月）

〇県内転職支援拠点の開設
・高知県若者県内転職支援拠点
「キャリアカフェこうち」開所(9/18)

【ＫＰＩ達成の見込み】
「キャリアカフェ」への相談者は
徐々に増加しており、相談者を確
実にマッチングにつなげることで
目標達成を目指す

◇「キャリアカフェこうち」の認知
度向上が必要

●転職を希望する県内の若者に
対して、デジタルマーケティングを
活用した情報発信により、「キャリ
アカフェこうち」の認知度向上を図
る

○相談者の相談内容やニーズを
精査し、県内転職の実情に対応し
た支援内容、体制の強化を検討
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第５期産業振興計画　進捗状況シート【ヘルスケアイノベーションプロジェクト・アニメプロジェクト】

KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標
（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標
（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

【ヘルスケアイ
ノベーションプ
ロジェクト】
プロジェクト支
援県外企業の
県内企業への
拠点の設置件
数（事業化件
数含む）（累
計）

0件
（R4）

４件 ４件 A ７件 ５件 A
10件
（R6～
R9）

①プロジェクト支
援案件の事業
化及び県内へ
の拠点設置の
支援

①目標：プロジェクト支援県外企
業の県内への拠点の設置件数
（事業化件数を含む）７件（累計）
【R7実績４件（累計）】
・ヘルスケア産業実証実験支援
事業補助金の実証先として、県内
自治体あるいは県内医療機関
に、県内企業を追加し、事業化及
び県内への拠点設置を促進

①プロジェクト支援県外企業の県
内への拠点の設置件数（事業化
件数を含む）
５件（累計）（R8.8末時点）
・事業化及び県内への拠点設置
を促進
　補助金の要綱を改正し、実証先
として県内企業を追加（６月）
　受付開始（6/16～）
　補助金審査委員会開催（8/4）
し、１件採択済み

【KPIの達成見込み】
令和８年度のKPI７件（累計）は達
成見込み

①
◆今後２件設置（事業化）見込み
◇拠点設置及び事業化の時期が
遅れないよう、伴走支援の継続が
必要

①
●○拠点設置及び事業化に向
け、伴走支援を継続する

【アニメプロ
ジェクト】
県内における
アニメ制作企
業従事者数
（上記事務系
企業の雇用者
数と重複あり）

28人
(R4)

50人 21人 Ｄ 65人

２１人
※年度
末に調
査を実
施し把
握

D 120人

①【拡】アニメ制
作の魅力を伝え
る取組の強化

②【新】アニメ教
育を支える人材
の育成

③企業誘致の
促進

①目標：講演会及び体験講座へ
の参加者140人【R7実績102人】
・アニメクリエイター講演会（8月）
・アニメ制作体験講座（10月、12
月）

②目標：ワークショップ参加者数
30人
・ワークショップ実施（6～2月）

③目標：立地企業数2社【R7実績
0社】
・誘致交渉、視察対応等（通年）

①講演会及び体験講座への参加
者
124人（累計）（R8.8末時点）
・アニメクリエイター講演会の開催
（8/1、8/2開催）
　参加者数：124人
・アニメ制作体験講座（10/3,4、
12/5,6開催）

②ワークショップ参加者数
27人（累計）（R8.8末時点）
・ワークショップ実施中

③立地企業数
1社（R8.8末時点）
・誘致交渉、視察対応等
　複数企業と誘致交渉中

【KPIの達成見込み】
県内企業の雇用数がR6→R7に
かけて減少したことから、達成は
困難な見込み

①
◇まんが甲子園内で講演会を実
施したことで、関心が分散し、十
分な集客につながらなかった

②
◆中高大学生からの申込みが少
ない（7人）
◇学校を通じた集客が不足して
いる

③
◆複数社との交渉を行っているた
め、目標達成できる見込み

①
○まんが甲子園ではなく個別開
催に戻して実施する

②
●各学校への追加の広報に加
え、まんが甲子園へのブース出
展により、4名増となった

③
●引き続き、企業との交渉を実施
する

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）
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KPI（指標）
基準値
（出発
点）

到達目
標

（Ｒ７）

実績値
（Ｒ７）

評価
（Ｒ７）

到達目
標

（Ｒ８）

現状値
（Ｒ８）
※R8.9
時点

評価
※達成
見込
（Ｒ８）

目標
（R９）

強化の方向性
（●今年度下半期、

○次年度）

第５期産業振興計画　進捗状況シート【次世代産業創造プロジェクト】

①ＫＰＩ ⑥改善・見直し（A）

②
主な事業
（取組）

③
当初計画（P）

④
取組状況（D）

⑤
現状分析◆　　　
要因・課題◇　

（C）

【グリーンＬＰ
ガスプロジェク
ト】
グリーンLPガ
スの材料とな
るバイオマス
資源（木質
系、マリン系、
農業残渣、
ペーパース
ラッジ等）の供
給システムの
構築

－ - - - - - -

【グリーンＬＰ
ガスプロジェク
ト】
グリーンLPガ
スの生産に向
けた県内事業
者の育成又は
誘致

－ - - - - - -

【グリーンＬＰ
ガスプロジェク
ト】
グリーンLPガ
スの実証実験
に向けた実施
体制の検討

－ - - - - - -

R10年
度から
予定さ
れてい
る実証
実験の
実施体
制の構
築

グリーンLPガス
の地消地産モデ
ル（高知モデル）
の実証

①グリーンLPガ
スの材料となる
バイオマス資源
の供給システム
構築

②グリーンLPガ
ス生産に向けた
県内事業者の
育成又は誘致

③グリーンLPガ
スの実証実験に
向けた実施体制
の検討

①
・バイオマス資源の調査実施
（4～3月）

②
・高知県グリーンLPガスプロジェ
クト推進会議等による取組の推進
（幹事会11月、総会2月）

③
・実証実験実施体制の検討と触
媒開発状況の確認に向けた関係
者協議の開催（4～3月）

①
・バイオマス資源の調査実施
海藻の陸上養殖現場を視察（4/8
～9）

②
・高知県グリーンLPガスプロジェ
クト推進会議等による取組の推進
（開催予定：幹事会11/5、総会　
R9.2/8）

③
・実証実験実施体制の検討と触
媒開発状況の確認に向けた関係
者協議の開催3回（5/12、6/19、
7/28）

【KPIの達成見込み】
大学における触媒の研究・開発
の状況を踏まえつつ、R10からの
実証実験の実施体制を構築予定

①
◆ガス生産に必要な触媒が、大
学において研究・開発中であり、
事業化に向け必要となるバイオマ
ス資源の種類が未確定のため、
供給システム構築まで至っていな
い。
◇触媒の研究・開発の状況を踏
まえ、原材料調査が必要

②
◆ガス生産に必要な触媒が、大
学において研究・開発中であり、
原材料等、事業化に必要な構成
要素が確定していない。
◇事業化に向けた全体像が未確
定である中、事業への参画希望
者が少なく、育成・誘致の段階に
至っていない状況

③
◆クリアすべき課題は存在するも
のの、LPガスの生成に成功する
等、触媒の研究・開発は進展して
いる状況
◇R10からの実証実験に向け、触
媒の研究・開発状況等に応じた実
証に係る実施体制の検討が必要

①
●バイオマス資源について、生産
面だけでなく、事業化も見据えた
経済性の観点からも有用と思わ
れる原材料について高知大と連
携した調査を実施。
〇触媒の研究・開発や実証実験
の状況に応じて供給システムを検
討

②
●〇触媒の研究・開発や実証実
験の状況等に応じて事業者の誘
致を検討

③
●実証実験に向けた関係者間の
協議の促進
〇実証実験に向けた周辺環境の
整備のため、実験用のバイオマス
資源の確保や情報の収集等の支
援を実施（実験場所、方法、人員
等については、早稲田大、高知大
学側で検討予定）
（R10から実証実験の開始し、そ
の成果を①供給システムの構築
や②事業者の誘致に向けた取組
に反映）
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